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21世 紀 に 想 う こ と

電 気 事 業 連 合 会

副会長 兄 島 伊 佐 美

い よい よ21世 紀 の 幕 開け で あ る。20世 紀 につ いて,実 感 と して認 識 して い るの

は後 半 の約50年 間 のみ で あ るが,今 更 な が ら年 々変化 が 激 し くな っ て きた感 が あ

る。特 に,1990年 代 は リエ ン ジニ ア リング,リ ス トラ クチ ャ リン グ,デ レギ ュ レー

シ ョン等 の言 葉 に代 表 され る構 造 改革,リ ユ ー ス,リ デ ュー ス,リ サ イ クル 等 の

言葉 に代 表 され る環 境保 護 の時代 とな った。 自由化,グ ロー バ ル化 の名 の下 に,

従 来型 の組 織 ・構 造 は悪 で あ る とい うこ とで,あ らゆ る組織 ・構 造 が 見 直 しを迫

られ た。

確か に,多 くは 自由競争 を妨 げる要素 を顕在 的あるいは潜在的に持 ってお り,

社会全体 が安定成長 をしていた時には問題 とならなか ったことが,変 化 の時代 に

は根本的な問題 となる場合 もある。通信事業の 自由化 は多 くの利用者に多種 多様

のサー ビス と低廉 な料金 を提供 し,大 きな恩恵 をもたらした。銀行,証 券,保 険

業界の 自由化,グ ローバ ル化 も様々な新規サー ビスを創 出し,投 資の活性化の基

盤が整備 され,今 後,社 会全体が真 の意味での 自由競争時代 に突入す ることにな

る。企業に とって も個 人に とっても生 き残 りをかけた闘いになるわけで,永 年皆

が そこそこうま く行 くとい うのに慣れ親 しんできた 日本人に とっては古い体質 ・

意識 を捨て,相 当の覚悟 を持 って望 む必要 があろう。

エネル ギー問題 について も,2000年3月 の電力小売 自由化 によ り,自 由競争の

時代 に突入 した。 これ までに商社,外 資系企業,ガ ス会社等が電力市場へ の参 入

を表明 し,既 に一部のお客様 はそれ ら新規参入企業か らの電力供給 を受 けている。
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一方
,先 般オランダのハー グで行 われたCOP6会 議では具体的成果 な く懸案 を持

ち越す形になったが,CO2排 出量の内,発 電過程 で発生す る量 も相 当量あ り,CO、

排 出の少 ない高効率発電に努め る必要があ る。 この点ではク リー ンな電力 として

注 目されている太陽光発電 ・風力発電は有効 な対策 であ り,新 規事業者,地 方 自

治体か ら一般家庭 まで導入が進んでい るが,ま だ まだ発電原価が高 く,CO、 排 出

抑制効果が見込め る程の導入量は期待 できないのが実状 であ る。 また,米 国の一

部の州 では,自 由化の進展か ら設備投資が過度 に抑制 され.需 給バ ランスが崩れ,

輪番停電や料金高騰 などが余儀 な くされ,深 刻な社会問題 となっている。

この ようなこ とか ら,自 由化,競 争化 で料金が下が り利用者が恩 恵を享受で き

るこ とは重要 であるが,そ の中でいかに長期的に安定 した電力供給能力(エ ネル

ギーセキュ リティ)を 確保す るか,CO、 排出抑制 をす るかを総合的に考 えていか

ねばならない。特に,エ ネルギーセ キュ リティにつ いては,供 給力不足になれば

隣国か ら供給 を受ければ良い とい うような国 と違 い,資 源に乏 しい我が国 として

は,や は り長期的 なエネルギーセキュ リティ確保 の第一は原子力 を中心に図って

い くことが必要 であろ う。 また,CO、 問題 につ いては,政 府の積極 的なイニ シア

テ ィブに より解決策が見出 され るこ とを期待 したい。

自由競争その ものは大いに結構 なことであるが,長 期 的な視野に立った物の見

方 と最低 限の規律,規 制は今後 とも必要 であろ う。21世 紀の 日本 は,こ れ らの適

度 なバ ランスの下,企 業 も個人 も活 き活 きとした活動ので きる時代 となって欲 し

いものである。
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は じ め に

司会21世 紀におけるわが国の持続的発展を

図る上で,環 境 と資源の制約の克服は大変大

きな,重 要な課題であり,こ れに対応するた

め循環型社会の構築が急務になっています。

この問題はエネルギーの諸問題に関わ りが深

く,ま た技術 とともに社会経済システム,さ

らには,国 際的な広が りを持 ってお り,新 し

い世紀のは じめに取 り上げ るにふ さわ しい

テーマと考えました。本席はこの分野の専 門

の方々にお集まりいただいてお り,循 環型社

会 とエネルギーにつきまして,忌 慨のないお

話が伺 えれば と思います。

零 現 経済産業省 産業技術環境局

紳 現 経済産業省 産業技術総合研 究所

また,本 座談会 中の関係組織名は,開 催時 であ る省庁再編前の名称になってい ます。
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循環型社会追求の歩みと背景

循環型生態系が形成 されてた

江戸時代の都市 ・農村

司会 まず,環 境問題,廃 棄物問題がご専門

の平岡先生か ら,わ が国のこれ らの問題の推

移,特 色また最近の動向につきまして口火を

お切 りいただければ と思います。

平岡 私は,以 前か ら廃棄物処理 を中心に環

境問題に取 り組んでまい りましたので,廃 棄

物問題の背景から始めたいと思います。

ご承知のように,廃 棄物問題は,人 類の歴

史とともに始 まり,国の文化 を反映 しながら,

文明 とともに変遷 してきました。 日本 とヨー

ロッパでは,中 世か ら近代にかけて,農 業の

あ り方に大 きな相違があ ります。 ヨーロッパ

の農業は,農 地を畑,牧 場,休 墾地に分け,

畑のあ とを休墾地 とし,次 の年にはそこに家

畜 を入れ,3年 目にな ります と雑草,家 畜の

糞 と一緒に土を耕 して畑にし,農 地の中で生

態系の維持がなされていました。 これに対 し

て,日 本では,都 市の糞尿が農村で肥料に用

いられ,農 村からの作物が都市で消費され,

また糞尿 としてバ ックされるというつなが り

の中で,農 村 と都市が循環型の生態系をなし

てお りました。江戸時代の頃,農 村 と都市が

それぞれ独立していた西欧の都市が しば しば

不潔な状況 をつ くりだし,ペ ス ト,コ レラが

流行 したのに対 して,日 本の都市が農村 との

循環サイクルの中で,比 較的清潔 さを保って

いたのです。

明治になって諸外国 との交 流が盛んに な

り,伝染病菌が持 ち込まれて,明 治20年 代末に

ペス トの大流行に見舞iわれたことから,ごみ,

し尿の処理が公衆衛生の見地か ら取 り上げら

れ,明 治33年,「 汚物掃除法」が制定されまし

た。このようなことを申しますのも,2000年

が「汚物掃除法」制定100年 に当たるかちです。

終戦直後の伝染病予防,

経済成長時の"公 害国会"か ら

循環型社会形成の"リ サイクル国会"へ

平岡 第2次 大戦後のわが国の廃棄物処理体

系は,3つ の時代に分けられます。

廃棄物処理の近代的システムづ くりは,昭

和29年 の 「清掃法」制定に始まります。清掃

法では,都 市 ごみ,し 尿 を"汚 物"と 称 して,

これを公衆衛生的に処理 し,生 活環境から適

切に排除処分するのが 目的でした。当時の 日

本は経済的にまだ貧 しく,伝 染病が流行 って

いた時代でしたので,ご み ・し尿の処理は,

当然,伝 染病予防が 目的だったのです。昭和

38年に始まった厚生省の 「廃棄物処理設備整

備計画」の第1次5ヶ 年計画では,病 原菌は

焼けば死にますので,都 市ごみの焼却処理が

衛生的な処理方法 として導入されました。

次の時代は,経 済成長により,事 業活動に

伴 って排出され る廃棄物が問題にな りま し

た。昭和45年 の公害国会で 「清掃法」が 「廃

棄物処理法」に改正 され,産 業廃棄物の処理

は事業者責任,一 般廃棄物の処理は従来の流

れを汲んで市町村の責任 と処理責任の明確化

がなされました。この時期,経 済成長が予想

をはるかに超えるスピー ドでしたので,廃 棄

物処理体系は経済成長の後追い,法 整備が追

いつかない時代 でありました。

第3期 は,大 量生産,大 量消費,大 量廃棄

の社会経済システムから循環型社会 システム

4 季報エネルギー総合工学



への変換 を目指す時代になりました。平成3

年に「リサイクル法」の施行,平 成4年 に 「廃

棄物処理法」の改正,平 成9年 に 「容器包装

リサイクル法」の施行,ま た平成10年5月 に

は 「家電 リサイクル法」の制定 ということで,

本格的に循環型社会へ向けてのスター トが切

られ ました。

さらに,平 成12年5月 には,「循環型社会形

成推進基本法」が制定され,第147国 会ではそ

れ と一体的に 「改正廃棄物処理法」,「資源有

効利用促進法」,「建設 リサイクル法」,「食品 リ

サイクル法」,「グ リーン購入法」の各法が整

備されました。昭和42年 に14の 公害関係法が
●

一 気 に制 定 され た い わ ゆ る"公 害 国 会"に 対

して,"リ サ イ ク ル 国会"と い え る と思 い ます 。

循環型社会の構築により

輸入エネルギー ・資源の減量 を

平岡 わが国の物質収支は,図1の とお りで

す。輸入資源 と輸入製品の合計が約7億 トン,

輸出が1ユ 億 トン,エネルギー消費が4億 トン

になっています。今後,循 環型社会形成に向

けて一番重要なことは,リ サイクルにより輸

入資源 を減 らすことです。

中国の石油消費量は,1人 当た りは少量で

すが人口は13億 人 もいますので,現 在すでに

全消費量は 日本 と並んでいます。 これに加え

て,今 後に成長が見込 まれる東南アジア諸国

に資源 ・エネルギーの消費が増加 します と,

世界的に見て 日本が図1に あるエネルギー ・

資源の輸入が続け られるかが危惧 されます。

環境審議会で物質循環のあり方 を議論 したと

きにも,日 本全体の物質収支の中で,輸 入資

源 を減 らす こ とが最初に取 るべ き道筋 であ

り,技 術開発の基本理念 もその方向にい くべ

きと提唱した次第です。

そのような観点か ら,後 ほど詳 しい話があ

ると思いますが,「 循環型社会形成推進基本

法」では,回 収 した製品の有用物を製品の原

材料 とし再利用す る従 来の リサ イクル(Re-

cycle)の 強化 とともに,廃 棄物の発生抑制

(Reduce)及 び部品等の再利用(Reuse)の

「3R」 を新たに打ち出してお ります。

昭和48年 の第1次 石油ショック,53年 の第

エネノレギー消費

4.0憶 トン

翰入資源:6?憶 トン 聡物質

輸入撒 雌 トン 蟹 ト。

国内資源:10.8健 トン

再利周:億 トン

、離 ト.

輸出
1.ttsト ン

↓
食料消費
13壌 トン

産業廃棄物 峨丘億トン

ー般廃棄物 ◎5麓トン

図1わ が国のマテリアルバランス(物 質収支)

第23巻 第4号(2001) 5



平 岡 正 勝 氏

(京都大学 名誉教授)

2次 石 油 シ ョ ッ クで,油 価 が 一 挙 に1バ ー レ

ル36ド ル ま で 急 騰 し た 強 烈 な 記 憶 が あ り ま

す 。最 近 の よ うに,再 び30ド ル を超 え ます と,

第3次 石 油 シ ョッ クの 到 来 か の 不 安 も生 ま

れ,リ デ ュ ー ス,リ ユ ー ス,マ テ リア ル ・リ

サ イ クル,そ して廃 棄 物 を焼 却 して の サ ー マ

ル ・リサ イ クル を確 実 に実 行 す る こ とが 求 め

られ ま す 。 資 源 エ ネ ル ギー 庁 の 試 算 に よ りま

す と,一 般 廃 棄 物,産 業 廃 棄 物 の エ ネ ル ギー

をす べ て サ ー マ ル ・リサ イ クル す れ ば,国 内

石 炭 火 力 発 電 量 の4分 の3相 当 の エ ネ ル ギー

が 得 られ る との こ と です 。 した が っ て,こ の

よ うな観 点 か らの エ ネ ル ギ ー ・環 境 問題 へ の

対 応 が 重 要 です 。

エネルギー対策の基本は3E

決意が重要な温暖化問題への取 り組み

司会 平 岡先生 のお話 の後段 では,エ ネル

ギー関連のお話 も出ました。次に山地先生か

ら,環 境問題 と多岐にわた り深 く関係 あるエ

ネルギー問題について,お 話をお願 いいたし

ます。

山地 環境の方ではリデュース,リ ユース,

リサイクルの3Rが 唱えられていますが,エ

ネルギーでは,エネルギー,エ ンバイロメン ト,

エコノミーの3Eの 関係が問題です。今,平 岡

先生の話にもあ りましたが,石 油価格は,こ の

数年,10ド ル台の安値が続きましたが,こ こ

1年 半ほどで2倍 強の30ド ル台に上昇しまし

た。資源小国のわが国には,エ ネルギーセキュ

リティの問題が常に底流にあるわけです。

同時に,90年 代のエネルギー政策で最 も大

きな変化に,エ ネルギー産業の規制緩和,市

場の自由化があります。法律 も改正され,電

力小売市場までが一部 自由化にな り,大 きく

様変わ りしました。 このような市場重視の中

で,セ キュ リティ問題90年 代の最大課題で

ある地球温暖化問題,こ れらの市場を超えた

問題が政策のターゲッ トにな りました。 この

基本構造は変わっていません。

ここで,一 番難しいのが,2010年 を目標期

限とする温暖化対策です。いかにしてこの目

標 を達成す るのか,真 剣な模索が続いていま

す。原子力は,'99年 のJCO事 故により,2010

年までの増設計画は修正せ ざるを得ず,COP

3(温 暖 化防止京都会議)で 公約 したCO2削 減

目標の達成に整 合性ある計画ができるのか,

今なお誰 もが確信 を持てない厳 しい状況下に

あ ります。

私 自身は,温 暖化対策は,超 長期的な視点

で取 り組むべ き課題 と思います。2010年 は確

かに大事な区切 りの年ですが,削 減 目標が達

成できなかったとしても,そ れで地球が終わ

りになるわけでもないし,達 成できたら大丈

夫 とい うことでもありません。 もちろん,真

剣に努力すべ きではあ りますけ ど,そ れでな

おかっ達成できなかったら,国 際間の約束に

従い,罰 金 を払 うぐらいの覚悟が必要だろう
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と個人的には思っています。大事なのは,温

暖化問題に取 り組む決意 と思います。

エネルギーの リサイクルに

注 目すべきバイオマスの大 きさ

山地 循環型社会 ということでエネルギーを

考えます と,エ ネルギーの供給側 と需要側の

2つ の問題があります。

まず,供 給側か ら申します と,「循環」,「リ

サイクル」 というのは,エ ネルギーにはそ ぐ

わない と思ってい ます。通産省 の新 エネル

ギーの定義には,「 リサイクル型」と称 して廃

棄物発電や排熱利用があ りますが,エ ネル

ギーは,ご 存知のように,熱 力学の第1法 則

べ一スでいえば保存され,第2法 則べ一スで

は一方的に質が低下 してい くわけでして,そ

の意味では厳密にはエネルギーに リサイクル

はあ り得ません。ですが,物 質は リサイクル

され ます。物質 の リサ イクル とい う形態 を

とってエネルギーが循環 されているように見

えるのが,水 力です。水 という物質 は循環 し

てお り,太陽によって位置エネルギー を得て,

またエネルギーを再生産 します。

物質構造の中にエネルギーが より蓄えられ

ているという意味では,バ イオマスです。横

山さんがご専門の分野ですが,バ イオマスは,

明らかに,太 陽エネルギーを化学物質の形態

で固定 してお り,そ れを我々が燃やせば,エ

ネルギー を回収 して二酸化炭素 と水に戻 ると

いう循環 をしています。

そのようなことで,バ イオマスの循環量は

水力の循環量より大 きい と見 られ,私個人は,

供給面ではバ イオマスは注 目すべ きもの と

思っています。 もちろん,バ イオマス以外に

も,プ ラスチック系の廃棄物 をサーマル利用

山 地 憲 治 氏

(東京大学 教授)

す る リサ イ クル も あ り ます が,エ ネ ル ギー の

リサ イ ク ル に一 番 イ メー ジが 近 い の は バ イ オ

マ ス か と思 い ます 。

もう一つのリサイクル資源

タイプが異なる原子力の使用済燃料

山地 実はエネルギーの リサイクルに もう1

つあって,こ れはまった くタイプが違 う原子

力です。原子力関係者の間では,使 用済燃料

が 「ごみ」なのか,「 資源」なのかの議論がな

されています。 日本政府はこれ をごみだとは

決 して言わないのですが,諸外国を見 ます と,

ごみ として処分 している国 もあ ります。考え

てみます と,他 の ものに も,資 源でありごみ

であるものがありますが,原 子力も同じと見

るぐらいの余裕がほしい と思います。

使用済燃料か ら有用物のプル トニウムや燃

え残 りのウランを回収 して,再 びエネルギー

源 として使 うのは明らかにリサイクルです。

この量 も,バ イオマスに劣 らず,も のす ごく

大 きくな ります。

私は,地 球温暖化問題の ような長期の問題

を考えるときには,バ イオマスのような循環
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タイプのエネルギー資源 と,燃 え残 りウラン

やプル トニウムを利用す るタイプの原子力の

燃料 リサイクルは,少 な くとも選択肢 として

残 してお くべ きと考えてます。

消費者側の省エネに

鍵 をなす3R方 策の拡充を

山地 エネルギー分野では余 り言われていま

せんが,需 要サイ ドで,リ デュース,リ ュー

スを含めた3Rは,省 エネルギーの大きな鍵

だと思います。 これ らをうまく組み合 わせれ

ば,現 在,民 生部門で一方的に伸びて困って

るエネルギー消費量 を理論的には相 当減 らせ

ますし,今 までそこへの注 目度が足 りなかっ

たと思っています。今回,リ サイクル とエネ

ルギー という視点で,供給者側だけではな く,

消費者側にも3Rの 方策を広めれば,シ ステ

ムの設計次第で革命的な省エネが可能か と思

います。このような視点も,ぜ ひ忘れないで

いただ きたいと思います。

として,21世 紀 を前にした2000年 を 「循環型

社会元年」 と位置づけようとしたわけです。

その1つ の背景が,近 年来のダイオキシン

問題で して,こ れはごみの焼却時に発生 して

大 きな社会問題になりました。このダイオキ

シン抑制を目的 とする法律が,2000年1月,

施行になりました。ここでの考え方は,根 本

的には,廃 棄物を減化 させ,あ るいは埋立処

分量をできるだけ減 らすことが解決 につなが

るとしています。そのため,1999年 秋,「ダイ

オキシン対策閣僚会議」において,2010年 に

おけるごみ減量化の目標が策定 されました。

現在,家 庭か ら出て くる一般廃棄物が年 間

5,000万 トン,産業界からの産業廃棄物が4億

トンという大変な量があ ります。 まず,こ の

発生量 を減 らし,さ らに リサイクル率 をでき

るだけ高めて,結 果的に最終処分,埋 立処分

となる量 を,現 状に対 して半減 させ ようとい

う意欲的な目標でした。この具体的な措置と

して,2000年 春,先 ほど申しました6本 の法

律が出来上がったということです。

循環型社会形成に向けた法体系の整備
処分場に見られる

大量生産 ・消費 ・廃棄型社会の行 き詰 り

確立 したい

「循環型社会元年」の位置づけ

司会 次に,山 本室長から,た だ今 の両先生

のお話へのコメン トを含め,循 環型社会構築

に向けた国の動き,法 整備などについて紹介

をお願いいたします。

山本 先ほど平岡先生のお話にあ りましたよ

うに,2000年 の春・の国会で 「循環型社会基本

法」を初めとし6本 の法制定,法 改正 という

大 きな動 きがありました。それは,政 府全体

山本 一方,通 産省では,産 業構造審議会に

地球環境部会 と廃棄物 ・リサイクル部会によ

る合同基本問題小委員会 を設け,本 日ご出席

の平岡先生 と東京大学名誉教授の茅陽一先生

に共同委員長になっていただき,約1年 間か

けて議論 を行 いました。その結果,「循環型経

済システムのあり方」 という循環経済ビジョ

ンができました(図2参 照)。

そこにあるのは,資 源枯渇,環 境 あるい

はエネルギーの問題 を考えたとき,現 在のま

ま大量生産,大 量消費,大 量廃 棄i型の経済社
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会 を続けていけば,遠 からず行 き詰まりが く

るという問題意識です。端的な例 を申します

と,廃 棄物の最終処分場の残余年数は,一 般

廃棄物が約8年,産 業廃棄物が約3年 といわ

れています。これは,毎 年排出されます廃棄

物の埋立処分量で,今 の空き容量を割ったも

のです。ここ何年間かその数字が変らずに推

移 してきましたのは,最 終処分場の立地が毎

年の排出量相当分あったからですが,最 近,

特に産業廃棄物の最終処分場立地が大変困難

になってお ります。以前か ら住民投票の条例

があ りましたが,特 に平成9年 の 「廃i棄物処

理法」の改正により,い わゆる環境アセスメ

ン ト制度が導入され,処 分場の立地には住民

同意が実態 として必要になったという経緯が

あ ります。その関係で,か つては毎年100件 程

度の新規立地がありましたが,平 成11年 は10

件程度 となり,先 ほ ど申しました産業廃棄物

処分場の残余年数は,従 来約3年 のものが,

平成11年 度では半分の1年 半ほどとな り,空

き容量が急減 しています。

一方で
,各 地に不法投棄による大きな環境

破壊が起 こり,日 本の経済社会は,言 葉は悪

いか もしれませんが,"ト イレのない社会"に

なってきたとい う問題意識が生 まれました。

このような経済社会 を根本的 に変革す るた

め,循 環型の経済システムを構築 していこう

という考え方です。

施策の基本をなす順位付け

3R,サ ーマル ・リサイクル,適 正処理

山本 ここでの基本的な考え方は,大 量使用

している資源,エ ネルギーの投入量をできる

だけ減らす。そ して,自 然界に排出する廃棄

物,汚 染物質の量 も可能な限 り減 らす。ただ,

両方をやみ くもに減 らします と経済社会の活

性が失われますので,資 源,エ ネルギーの利

用 を効率的に,飛 躍的に,高 めていこうとい

〈経 済 と環 境 の 統 合 〉

○市場機能がビル トインされた循環型経済システム

経済活動に

投入される

資源・エネルギーの

極小化

●再生可能資源利用の

極大化

●枯渇性資源利用の極

小化

lTrピ 1」
経済活動

からの排出の

極小化

●廃棄物

●地球温暖化物質

●環境汚染物質

等

○経済活力の維持 と良好な生活環境 の両立

図2循 環型経済システムのイメージ
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山 本 哲 也 氏

(魏難 業雛 妾幾局 環境政策課)

う考え方です。その対策が,先 ほど平岡先生

が触れ られた 「3R」 です。詳しくは後ほど

述べますが,こ れを易 しくいいます と,従 来

の単に リサイクルすればいい という考 え方か

ら,始 めからごみを出さない,ご みにならな

いような物作 りをする,あ るいは,部 品 とか

製品をそのレベルで再使用 して もらうという

新 しい考 え方を入れた もので,こ の 「3R」

の考え方を循環型経済社会のビジョンの中で

提唱 したわけです。

このような考え方を踏 まえて,2000年4月,

「循環型社会形成推進基本法」が制定され,基

本原則が打ち出されました。これには5つ の

施策の優先順位があり,そ の第1が 廃棄物の

発生 を抑える リデュースを行 う。第2に 製品,

部品レベルの再使用を行 うリユース。3番 目

に リサイクル。4番 目に,こ れ らの対策が難

しいものについては熱 としてサーマル ・リサ

イクルをしてい く。これも難 しいものにっい

ては,最 後に廃棄物 として処分 をせざるを得

ず,適 正に処理する。 このような施策の優先

順位づけをしたのが,一 番大 きな考え方です。

「廃棄物処理法」「リサイクル法」の改正

排出者責任の拡大 と3Rの 具体化 を

山本 その具体化に,一般法の「廃棄物処理法」

と 「リサイクル法」の改正が行われました。

「廃棄物処理法」の改正では,大 きな問題

になっています不法投棄に対 して,排 出者責

任をよ り明確 にしたことです。すなわち,従

来は産業廃棄物処理業者に処理 を委託すれ

ば,そ れにより排出者責任は全 うされていた

わけです。法改正により,仮 に処理業者が不

法投棄 を行 います と,そ の責任の一端 をごみ

の排出者にも担っていただくことで,排 出者

責任が拡大されました。

「リサイクル法」の改正は,正 式には 「資

源有効利用促進法」という名前に変わ りまし

たが,先 ほど申しました"3R",を 個別に具

体化 していこうとい うものです。この中には,

製品対策,産 業廃棄物(副 産物)対 策の2つ

の対策が入ってお ります。

製品対策では,廃 棄物の発生抑制対策 とし

て,製 品の省資源化・長寿命化設計やアップグ

レー ドによる長寿命化などにより,廃 棄物に

なる製品のリデュースです。すなわち,個 別

製品ごとに廃棄物 とならないモノ作 りの対策

を講 じていただ くことにしています。

また,製 品,部 品レベルでの再使用,リ ユー

スでは,部 品等の再使用が容易な製品設計 ・

製造を行 うことや,回 収 した製品から部品等

を取 り出して新たな製品の製造に再使用する

もので,既 にレンズ付フィルムとか,複 写機

の一部で取 り組みが始 まっておりますが,そ

のような取 り組み を法律で義務づけようとい

うものです。

それからリサイクル,こ れは従来から行っ
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てきた ものですが,今 回,拡 大生産者責任

(EPR,ExtendedProducerResponsibility)

の考え方を導入してお ります。これは,製 品

を作った事業者が廃棄物の処理,リ サイクル

にも一定の責任 を持つ ということで,当 面は

パソコン,二 次電池などを対象 として事業者

自らが回収,リ サイクルを行 うべ きであると

す る規定です。

このような形で,3Rに よる製品対策を講

じることとしてお ります。

産業廃棄物については,鉄 鋼業,化 学産業

の ような大量の廃棄物 を出す事業者に対 し

て,生 産工程の見直 し,運 転の高度化,そ れ

か らリサイクルなどの対応により,計 画的に

廃棄物の発生量 を減 らしていただ きます。今,

スラグがセメン ト材料に使われていますが,

汚泥などの副産物の リサ イクルについて義務

づけを行 うことに しています。(図3参 照)

このような形で,リ サ イクル と廃棄物処理

の一般法の改正が行 われました。

拡充 された個別分野の リサイクル法

政府の率先実施を示す 「グリーン購入法」

山本 個別分野では,先 ほど平岡先生のお話

にもあ りましたが,容 器包装 と家電について

の リサイクル法は,従 来か ちあ りました。「容

器包装 リサイクル法」は,平 成9年,ガ ラス

びん,ペ ッ トボ トルなどを対象に施行 されま

したが,平 成12年4月 に紙製容器包装,プ ラ

スチック製容器包装を加えて全面的に施行に

なりました。「家電 リサイクル法」は,テ レビ,

冷蔵庫,洗 濯機,エ ア コンの大型家電製品を

1.製 品対 策

リサイクル対策(原 材料 としての再利用)を 強化するとともに,廃 棄物の発生抑制対策及び部品等の再使用対策を新たに導入。

製造 ・流通

廃棄物の発生抑制対策

◎省資源化 ・長寿命化設計

◎修理体制の充実

部品等の再使用対策

◎部品等の再使用が容易な製品
の設計

リサイクル対策

◎リサイクル容易な製品の設計

1

)

消1

分別回収

レ

リサイクル ・部品等の再使用

分別回収の赫 〉 1 部晶等の再使嗣 策 〉

◎回収 した製品から部品等 を取り出

し,製 品の製造に再使 用

費

◎従来のスケール缶,ア ル ミ缶,

ペッ トボ トルに加え,紙 製 ・

プラスチック製容器包装に表示

の義務付 けを追加
1・ サイクル対策1
◎回収 した製品か ら有用物を取 り出

し,製 晶の原材料として再利用

1事 業者・よる分別回収 ・リサ例 レの実施 〉

◎事業者 による製品の分別回収 ◎事業者による分別回収した

製品の リサイクル

1 1

II.副 産 物 対 策

工場で発生する副産物(寓 産業廃棄物)の 発生抑制対策とリサイクル対策(原 材料としての再利用)を 推進。

副産物の発生抑制 ・リサイクル対策

◎事業者が副産物の発生抑制 ・リサイクル対策 に係る計画を策定

◎具体的には,生 産工程の合理化,副 産物の原材料 としての再利用等

(注)Dで 囲んだものは法改正によc)新たに創設又は強化する対策

図3資 源 有 効 利 用 促 進 法 に よ る新 た な ス キ ー ム

第23巻 第4号(2001) 一11一



対象機器 とし,平 成13年4月 かち全面施行す

ることになっています。

これ らに加 えて,新 たに 「建設資材 リサイ

クル法」 と 「食品リサイクル法」が制定 され

ました。「建設資材 リサ イクル法」は,土 木工

事や建築物の解体時に大量に発生する建設廃

棄物を,ア スファル ト,コ ンクリー ト,木 材,

その他に分別 し,そ のあ と再資源化施設に持

ち込み リサイクルす ることを義務づける法律

です。

環境基本法

〔 環境基本計画 〕
循環く 縢 覇質

循環

循環型社会形成推進基本法(基本的枠組み法)

○基本原則,○ 国,地 方公共団体,事 業者, 国民の責務,

掴 の他の計画の基本

社会の物質循環の確保
天然資源の消費の抑制

環境負荷の低減

○国 の 施策,

1 循環型社会形成推進基本計画

〔 〈 廃棄物の適正処理 〉 〕1〔
〈 リサイクルの雛 〉 〕

1

〔一般的な仕組みの融 〕

【 麟 物鯉 法 資源有効利用促進法

①廃棄物の適正処理
②廃棄物処理施設の設置規制
③廃棄物処理業者に対する規制
④廃棄物処理基準の設定 等

吟 拡充強化

〔不適正処理対策公共関与による施設整備等 〕

①再生資源のリサイクル

②リサイクル容易な構造・材質等の工夫

③分別回収のための表示

④副産物の有効利用の促進

(既 制

容
器
包
装
り
サ
イ
ク
ル
法

個別物品の特性に応じた規制

定)(新

吟 拡麟

〔]R-・R)

家
電
リ
サ
イ
ク
ル
法

し

既 制

建
設
資
材
リ
サ
イ
ク
ル
法

〔・容器包装の市町村による収集・容器包装の製造・利用業者による再資源化 〕 〔:箋慧婁峯峯舞婁ζ〕

工事の受注者が
・建築物の分別

解体
。建設廃材等の

再資源化

定)

食 、

脅

芋

完
法

しリロの のロコ

隣1綱
グ リー ン購 入法 〔国等が率先 して再生品などの調達を推進)

図4循 環型社会の形成の推進のための法体系
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「食品 リサイクル法」は,食 品の製造 ・加

工業,あ るいはホテル,レ ス トラン等の流通

業か ら出てきます食品廃棄物 を堆肥化,飼 料

化 の形での リサイクルすることを義務づける

法律です。

最後の 「グリーン購入法」といいますのは,

従 来か らも率先事項計画でや って きま した

が,国 自らが率先 して環境配慮型製品を購入

することを義務づける法律です。循環の輪 と

は,リ サイクルされたものが再度製品として

利用されて市場が拡大 されてい くことが大事

で,そ こを補 う国の役割に一定の法律上の義

務 を課 したものです。

以上の 「循環型社会基本法」,「廃棄物処理

法」,「リサイクル法」,そ れから「食品リサイ

クル法」,「建設 リサ イクル法」,「グリー ン調

達法」の6本 の法律が,2000年 春の国会で成

立をしました。2001年 以降,順 次施行される

状況にあ ります。(図4参 照)

循環型社会構築に向けた

企業 ・団体の取 り組み

中 條 寛 氏

(㈱三菱総合研究所 資源・循環研究部長)

期待 される新ビジネス

司会 このような法律の制定などが民間企業

の活動に及ぼす影響 も大 きいと思われます。

次に,循 環型社会における企業 ・団体に求め

られる取 り組み,そ れか らビジネスチャンス,

可能性を含め,産 業体系の新 しい構図,経 済

全般 に及ぼす影響などについて中條部長から

お話 し願います。

中條 先ほど話が出ました産業構造審議会の

報告書の中にも,循 環型経済システム構築に

向けて出現が期待 されるビジネスが整i理され

ています(図5参 照)。 その中では,例 えば従

前からのごみ処理 リサイクルでも,ガ ス化溶

融のような新 しい技術があり,再 生資源 を受

け入れる側で も,先ほ どお話に出たセメン ト,

あるいは廃プラスチックの高炉還元剤 として

の利用など,新 たに廃棄物を利用した生産方

式がいろいろ模索 されています。

これ らの狭義の リサイクルに加えて,最 近

の特徴 として,よ り小さな循環 と申しますか,

リペア ・リュース,循 環型生産などの動 きが

出てきています。例えば,リ ペア ・リユース

です と,自 動車部品の リユースは結構昔から

なされています し,家 電 品の りペア もメー

カー横断的に実施す る独立のビジネスが出現

しています。先ほどお話があった,複 写機 と

かレンズ付 フィルムは,一 度返ってきた製品

のなかから部品を取 り出 して,新 製品の中に

再使用す るもので,よ り小 さな循環 を形成す

る流れが出てきています。

このような循環の輪の中で機能 として重要

なのが物流のコン トロールで,静 脈物流が今

後に期待 される大 きなビジネスと思います。
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動脈 ・静脈産業の一体化 と

総合サービス提供へ

中條 また,循環型産業の特徴 を考えます と,

これまではメー カーが製品 ・装置を作って使

用者に供給 し,使 用後の廃棄物処理は,公 共

なり民間なり別の主体が実施す るとい う形で

したが,今 申しましたような個別の事例 を考

え合せ ます と,産 業の姿はかなり変わって き

ています。

その1点 は,従前の"環境の産業化"の 部分,

装置をつ くるとか,装 置 を運用 して事業をす

るという部分 と,モ ノをつ くる際に環境に配

慮するとい う,"産 業の環境化"の 部分がかな

り一体化 してきました。その担い手は,例 え

ばごみ処理です と,自 治体が今 までやってき

ましたが,PFI(PrivateFinanceInitiative)

推進の流れの中で,民 間事業にかなりの役割

が期待されています。 リサイクル,リ ユース

に民間の役割は当然ですが,そ れが製造 と結

びついた形で,動 脈産業 と静脈産業の一体化

の動きが大 きくなってきています。

それか ら,装 置をつ くる産業 自体 も従来か

らのモノの供給だけではなく,その後の運転,

運用段階において も,人,技 術,資 金の面で

産業の環境化 をサポー トするような総合的

サー ビスの提供 という,ソ フ ト的な産業に変

わってきています。

企業の環境対策に大 きな影響を及ぼす

lSO14000へ の取 り組み

中條 以上がマ クロ的に見た循環型産業の特

徴ですが,個別企業の立場 で見ても,企業が環

境対策を強化する部分 と,企業が環境 ビジネス

(資源採取)

/輸 ・

鉱業

(*)

○環境コンサルテ ィング等
環境関連サー ビス業の進展

(例)環境監査事業,環 境分析,ESCO
(省エネコンサル),環 境アセスメント業

↑
環境マネジメントシステムの浸透
・環境パフォーマンスの向上
・環境情報開示への対応
・グリーン調遼
。LCA的 視点での製品の環境配慮

○環境調和型製品の台頭
(例)
クリーンエネルギー自勤享

グリーンPC
太陽光発電システム
燃料電池
環境調和型住宅
詰め替え型製品

!'、
!

'
ノ

'

素材製造業

、 ノ

製品製造業

'○ 廃棄物等の原料 と

/し ての新たな利用
'

(例)
・エコセ メン ト
・廃 プラスチ ックの高炉還元

・パル ブモ ウル ド

・有機系廃棄物の コンポス ト

化利用
・溶融ス ラグの土木材料利用

・ペッ トボ トル繊維製品利用
・RDF,

(*)

/プ … … 昌一

○ 循環 型 生 産の 萌芽

(例)
・複写機の部品 リュース

・レンズ付きフィルムの

リュース ・リサイクル

!"、
!(t'

ノ中古品市場
/)'

ノ

'

○新 た な リ ピア ・リュー ス

サ ー ビス の出 現

(例)
・自動享中古部品ネ ットワーク

・家電品 リペア ピジネス
・パ ソコンのア ツブグレー ド

k 、㌦ノ!つ 、!!
ノ

流 通 ・物流 業 一一一一一 一一 ひ
'ノ ぐ一一一一一一一一一一一一

、,!

消費滞留

○静脈物流 ビジネスの伸張
(例〉 ・運送業による広域的な廃棄物

輸送サービス
・有害廃棄物回収システム

産業廃棄物等

ど '

'

'

○産業間連携の展開

(例)
・エコタウン事業による

新たな産業コンプレックスの形成
・有機系廃棄物のリサイクル

システムの構築
・コジェネレーションの活用

一般廃棄物等

'

,

'
`

処理 ・リサイクル

' 一
廃棄物処理 ・リサイクル業

こみ処理の高度化 ・高機能化
・環境負荷削減
・リサイクル重視

(注)→1新 たなビジネス展開が見られる
物質循環のルー ト

→

○ごみ処理 ・リサイクル
ビジネスの高度化

(例)・新たな処理技術の開発
一ガス化溶融炉
一新たなダイオキシン分解技術
一土壌等の環境浄化 ・修復技術

・リサイクル技術の開発
・装置製造から運営・総合

サービスへ

図5循 環型経済システム構築に向けての新たなビジネスの動 き
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に新 たに取 り組む という2つ の面が混然一体

になってきていると思います(図6参 照)。

環境対策強化の面で一番大 きなインパ クト

は,環 境マネジメン トシステムISO14000へ の

取 り組みです。当然,事 業所での環境負荷の

コン トロールが一番の課題ですが,製 品・サー

ビス を ライフ ・サ イ クル ・ア セス メン ト

(LCA)的 に評価 した改善,グ リuン 調達の

推進など企業の上下流に対す るケアが,環 境

マネジメン トシステムの中に包含 されていま

すので,そ ういう意味で事業所だけにとどま

らない環境配慮が企業に求め られているとい

うのが,環 境対策の強化面での1つ の方向だ

と思います。

それから環境ビジネスへの取 り組みでは,

もう少 し製造プロセスに近いところにな りま

すが,例 えばインバース ・マニファクチャリ

ングなどを含めいわゆる環境調和型プロセス

の開発が環境対策の強化 という側面 も持 って

い ます 。

両立する循環社会の形成と経済発展

中條 循環型社会 と経済発展 との関係では,

リデュース,リ ユースが進みます と経済活動

が低成長化するとの懸念 もきかれますが,ビ

ジネスの側面で見 ます と,モ ノの供給か ら機

能の供給 とい う形に広が り,例 えば装置産業

の製造の部分だけを取 り上げれば少なくなる

か もしれませ んが,トー タルで見 ますと,サー

ビス化により全体のパイでは経済発展に寄与

すると考 えられます。そういう意味で,環 境

対策,環 境 ビジネスへの取 り組み と経済発展

とは両立する,と 考 えてお ります。

工夫 を要 する森林系バイオマスの利用

期待 される寒冷地向けの電熱併給

司会 それでは次に,循 環型社会における技

術開発 とか,研 究開発のあ り方,取 り組むべ

環

境

対

策

の

強

化

環
境
ビ
ジ
ネ

ス

へ
の
取
り
組
み

製 造 業

環境関連装置 メーカー

物流 ・流通業
環境関連サー ビス業

繍 処理・リサイクル等)

民 間

環境(国 土)

公 共

1羅灘 灘 認 謬)囎[〉 聯1管.
ライ フサイ クル ・マ慕ジメン み`環 境貞衛/コ スAノ

環嚇 口型

プロセスの開発
・発蝋 策

・インバーズ ・マ=

ファクチャグング

環境綱和型

製品の展開

(エコデザイン)

産糊 こよる

ゼロエミッション
・エコタウン薬業

・鰻 の

グサイクル

・エコセメント・廃ブラ

瓢
・綴 グサイクル

静脈物流の

強 化

ごみ処理 リサイクル

の高慶化
・グサイクノpt醐1

・広靴

・悌 サーとヌ化

社会資本粁繍 こおける

民間活力の導入(PFI)
・ごみ処理・リザイクノムの購 占

・環卿 麟 の蹴

糠

共同事業化・

ネットワーク化

図6環 境対策 ・環境 ビジネスへの取 り組みの方向性

第23巻 第4号(2001) 一15一



き課題,ま た研究開発の最近の動 きについて

の コメントを横山部長にお願いいたします。

横山 わが国における新エネルギーの利用は

非常に少なく,総 合エネルギー調査会の長期

見通 しによります と,95年 で1次 エネルギー

の総供給に占める割合は,す べての新エネを

合計 して もわずか1.1%で す。2010年度 で見ま

しても,導 入 ・普及への施策が現状のままで

す と,わ ずか1.3%,追 加的施策が とられた

ケースであっても3.1%に 過 ぎません。

その中で,廃 棄物発電の割合が大 きくなっ

ています。森林系のバイオマスも多 く,少 な

くとも3%,多 い人は10%ぐ らいはあるだろ

うとしています。わが国は資源に乏 しく,世

界の約5%の 資源 ・エネルギー を輸入に依存

していなが ら,バ イオマスを利用 しないとい

う,ま ことに困った状況だ と思います。アメ

リカでさえ,現 在,バ イオマスを3%使 用 し

てお り,ク リン トン大統領はこれを10年 間で

3倍 に しようという声明を出 しています。北

欧では,使 用が非常に多 く,例 えばスウェー

デンです と,現 状 で も13%を バ イオマスに

よっています。

北欧でバイオマスの使用が多い理由は,寒

い国ですか ら熱の需要が多く,木 材を燃焼 し

て発電をし,同 時に熱 を供給す る熱電併給 と

いうシステムがあり,熱 供給インフラが整備

されてお り,林 業が盛んなこ とか らエネル

ギー源 として安定供給 される現状 に よ りま

す。 また,石 炭や石油に炭素税 をかけていま

すから,相 対的に木材資源が安いことが,普

及の一因になっているわけです。

わが国は,国 土の3分 の2の2,500万 ヘ ク

タールが森林ですので,こ の未利用資源 をも

う少 し利用する工夫が必要です。

横 山 伸 也 氏

(議 雛 循舗 灘 術総合研究所)

研究面では,い ろいろな研究が盛んです。

例 えば,木 材,い わゆるドライなバ イオマス

です と,ガ ス化複合発電,あ るいはガス化 し

た合成ガスからのメタノール,DME(ジ メ

チルエーテル)の 製造です。ちょっと質の変

わったウエッ トな廃棄物系の場合です と,メ

タン発酵,最 近 ではメタン発酵 したガスを燃

料電池に使 うのがかな り普及 しています。こ

れは,エ タノール も従来どお りの糖類,澱 粉

系ではな くて,直 接的にセルロースからアル

コール をつ くる研究 もずいぶん盛んに行 われ

てお ります。 日本での当面の普及,導 入の観

点かちは,や は り一番導入 しやすい形態のプ

ロセスを取 り上げるべ きと思います。

例 えば,先 ほ ど申しましたバ イオマスによ

る熱電併給は,確 かに国内の どこにで も向い

ているわけではありませんが,北 海道,東 北

の寒冷な地域 では,分 散型の発電 として十分

使い得 ると思います。最近,大 手の民間企業

にこのような事業の展開を計画 している動 き

があり,大 変に期待 しているところです。
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中国 ・東南アジアへの国際協力

発育が速いバイオマスの

プランテーション技術の提供を

司会 循環型社会の構築 は,わ が国のみなら

ず各国において も重要 な課題かと思います。

特にわが国と関係の深い東南アジアにおける

動向を中心に,こ れらの国々 との国際協力な

ど日本の役割 を含めて,お 話 を伺 えればと思

います。

平岡 前にも申しましたが,中 国,東 南アジア

諸国は,急 速な経済成長を続けてお り,人 口

は中国だけでも13億 人ですか ら,資 源 ・エネ

ルギーの消費量は,も のすごい勢いで伸びて

います。既に石油の輸入国になってお り,今

後に考えられる新たなエネルギー供給源にバ

イオマスが挙げられ ます。化石資源はグロー

バルに見て必ず枯渇するものですか ら,日 本

が これらの国に再生可能なバイオマスのプラ

ンテーション技術を提供するのは,東 南アジ

アは植物の発育が速いですか ら,グ ローバル

な協力 として望 ましいや り方 と思います。

輸送用燃料へのバイオマス転換技術

CDM適 用への期待 も

横山 平岡先生がおっしゃるとお りです。山

地先生の関連で申し上げたいのですが,循 環

型社会のキーワー ドは,持 続性です。バイオ

マスは,有 機質ですから,燃 焼 して電気エネ

ルギーにも変 えられ ますし,ケ ミカルエネル

ギーに も変えられます。

中国は,今 話され ましたように,既 に日本

と同量程度の石油 を消費 していますが,農 産

系や畜産系のバイオマス資源は豊富です。た

だ,燃 焼して使 う場合,残 念なが ら,エ ネル

ギー としての利用効率が大変低 いのです。廃

棄物のエネルギー効率の向上 を図ることも大

事 ですが,将 来的にはさらに前向きに,作 物

をつ くってより高いエネルギー転換をして使

用す ることも大事です。発電もありますが,

例えば一つのアイデア として,木 材に限らず,

農産系の廃棄物をガス化 して合成ガスをつ く

ります。これは技術的に可能です。合成ガス

か ら,さ らにメタノール,あ るいはジメチル

エーテルをつ くれば,こ れは燃料 として,輸

送用にもコジェネ用に も十分に使えます。

いずれに しても,CO2排 出量削減の問題は,

量の問題があります。 日本が出す温暖化ガス

でさえもCO、換算で年間13億 トンになります

ので,あ る程度量的にさば くには,や は りバ

イオマスから輸送用燃料 をつ くるというオプ

ションが出て くるわけです。その場合に,日

本の技術 を移転 して,CDM〔 クリーン開発メ

カニズム〕が適用されれば,わ が国にもメリッ

トになる構図が考えられ ます。

この ようなバ イオマス技術の移転 に対 し

て,わ が国が何 らかの形でコミッ トをするこ

とが大事だと思います。

モノ作 りの原点

3Rの 考え方 と技術の移転 も

山本 経済のグローバル化により,多 くのモ

ノの生産が東南アジアに拠点 を移 しました。

モノ作 りの流れを考 えたとき,生 産す るだけ

です と最後は廃棄物 となって捨てられること

になります。やは り,東 南アジアの諸国にも,

リデュース,リ ユース,リ サイクルとい う循

環型モノ作 りの考え方を原点に据えてもらう
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必要があると思います。そうい う意味で,日

本は,特 にエネルギー分野では,優 れた省エ

ネ技術 を持 っていますか ら,そ の面での技術

移転は大変重要だと考えます。

一方
,平 成11年 に海外への有害廃棄物の大

量輸出があり,大 きな国際問題にな りました。

やは り,発 展途上国にもリサイクルのある

社会制度 を設けてもらうとともに,そ れに必

要な技術や,資 金 を提供 していくことがわが

国にとって重要 と思います。

今後の循環型社会の構築に向けて

リーズは,既 に多 くの企業で取 り込 まれてい

ますが,こ れを中小企業を含め普及 してい く

とともに,コ ス ト面で正 しく評価す る観点か

ら,今 話題の環境会計 という手法 も広めたい

と考えています。環境庁でも多くの手法を出

されてお り,私 ども通産省 も,設 備投資,製

品開発に際 して最適な環境対策 とコス トを評

価できる環境管理会計の手法開発を行ってお

ります。

経済活動へ環境配慮のビル トインを

司会 それでは次に,循 環型社会の構築に向

けてのこれか らの取 り組みについて,さ らに

お話 を伺 っていきたいと思います。まず,関

係の他省庁 との連携 も含めまして,通 産省の

新 しい政策について紹介 をお願いします。

山本 先ほど,循 環型社会形成に向けての法

整備が済んだと申しました。しか し,法 律は,

どちらか といいます と,規 制的色彩が強いも

のにな ります。循環型社会の形成は,規 制だ

けで行われるものではな く,む しろ,ど のよ

うにして経済活動に環境配慮をビル トインし

てい くか,経 済社会の中に環境の重要性が正

しく評価 される仕組み をつ くってい くかが大

事だと思っています。そのため,私 ども通産

省は,様 々な方策により,で きるだけの支援

を考えてお り,次 の ものがあります。

○ 環 境 マ ネ ジ メ ン ト,環 境 会 計

環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム のISO14000シ

○ 環境報告書

環境配慮型の事業活動 を,国 民に,あ るい

は地域社会の方々に理解 をしていただ くこと

が必要 です。それが,ひ いては企業活動に対

す る評価になるわけですが,主 要大手の企業

では環境報告書 という手法が行 われていま

す。地域社会,消 費者,投 資家などの利害関

係者 とのコミュニケー ションの手段 として,

このような事業活動 を支援 してい くことが重

要 と思っています。

○ 環境配慮型の製品設計

製品 自身を環境配慮型に変えてい くことも

大切 です。それには,DFE(DesignforEnvi-

ronment)と 呼ばれていますが,製 品設計の段

階から環境配慮型にす ることが重要です。一

部の大手企業では既に取 り組 まれてい ます

が,中 小企業に もこのような手法 を広 く普及

してい くことが望 まれます。

○ ライフサイクル ・アセスメン ト

製品の環境負荷 を考えるとき,単 に使用段

階,使 用後の廃棄段階だけではな く,原 材料

の調達から生産,流 通,消 費,廃 棄 リサイ

クル という製品のライフサイクル全般を通 じ
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て環境負荷 を低減させ ることが重要です。 こ

のための手法が,い わゆるライフサイクル ・

アセスメン ト(LCA)で して,こ の手法によ

ります と,環 境負荷がどこが一番大きく,ど

こに対策をすれば どの程度低減できるかが明

らかになります。このLCAの 手法 を製品開発

の中にぜひ生か したいと考 えています。

○ 環境ラペル

製品が持つ環境特性 を,一 般消費者や国民

との間でどのようにコミュニケー ションをし

てい くかの問題があります。

これには,「環境 ラベル」と呼ばれる手法が

あ り,今,環 境庁が進めているのが「エコマー

ク」です。これは,あ る基準を満たした製品

を第三者機関が認証 し,製 品にラベルを貼付

して表示す るとい うものです。一見して分か

りやすい利点があ りますが,製 品のどこが環

境負荷 に優 しいかが分か りません。

もう一つの手法 として,今ISOで 議論 され

ているのが,定 量的な環境情報を提供するラ

ベル,い わゆる 「タイプIIIラベル」 というも

ので,製 品の環境負荷データをカタログやイ

ンターネットにのせ る形 で提供 す る手法 で

す。 これは,事 務機械の分野で印刷機や複写

機の一部のメーカーでスター トしています。

このような環境ラベルの手法によって製品

の環境配慮への取組が公正に市場で評価され

ることが必要で,そのためのガイ ドラインづ く

りや支援策の策定を進めているところです。

う大 きな数字が出ています。これを現実の も

のにするには,担 い手である環境産業をどう

発展 させるかが重要です。現在,リ サイクル

産業の直接的な支援策 として,通 産省 と厚生

省が連携 して行 っているのが 「エコタウン事

業」です。

これは,こ れまで提唱されてきた 「ゼロエ

ミッション構想」をもとにして,地 域に循環

型社会 をつ くろうというものです。各地のご

み処理施設や リサイクル施設の整備に対す る

助成 と地方 自治体が行 う分別収集体制,リ サ

イクル製品の需要開拓などのソフ ト面の助成

で,地 方 自治体 と地域産業の連携による循環

型社会形成への支援であ ります。

現在 までに10カ 所ほどの地域を指定し,20

ほどの リサイクル施設が稼動中です。この う

ち,15ほ どは新 しい会社による新規産業 とし

て リサイクル産業が出現 してお り,ま た既存

の鉄鋼会社やセメン ト会社による リサイクル

分野への進出が,産 業の環境化 という形で進

行 しています。

これらの直接の支援措置や先に述べた企業

活動 を環境配慮型に してい く支援措置を通 し

て,リ サイクル産業,あ るいは環境産業の発

展に,さ らに循環型社会の構築に向け取 り組

んでいるところです。

リサイクル を推進す る技術

○ エコタウン事業

通産省が行った環境産業の将来予測では,

市場規模は2010年 に現在の15兆 円から37兆 円

に,ま た雇用 も現在の64万 人から140万 人 とい

環 境 サ イ ク ル を守 るエ コ ・テ ク ノ ロジ ー

司会 次に技術面に移 りたい と思います。循

環型社会を構築 する技術のあり方,環 境技術,
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稲 葉 裕 俊 氏

(働エネルギー総合工学研究所 専務理事)

エネルギー技術の展開などにつ きまして,ご

自由に語っていただきたい と思います。

平岡 私が長年やってきた環境技術の研究,

開発,教 育の中で常々申して きたことは,静

脈系の概念です(図7参 照)。

我々が経済活動を行 っている社会 を人間生

態系 といい,そ の周 りを取 り囲んでいます 自

然生態系 とのバランスを保 っているのを 「環

境サイクル」 といっています。1960年 か ら70

年代にかけて発生 した公害は,環 境サイクル

のバランスの乱れです。我々が消費 したエネ

ルギーが有害物質にな りましたが,そ の影響

を無視 した結果です。

私は,「エ コ・テクノロジー」の定義 として,

次の3つ を挙げ,環 境技術 を整理 しています。

第1に 環境サイクルを守る技術,こ れは1960

年代 に発生 した公害 を防止す る技術に関連す

るものです。第2に リサイクルを推進す る技

術,第3に 生産工程から廃棄物 を出さないよ

うに クローズ ド化する技術です。

この うち,環 境サイクルを守る技術が最 も

重要です。わが国の場合,も ともと伝染病予

防のため都市部に導入された焼却炉か らダイ

オキシン問題が発生 しました。これは,わ が

国の経済発展の中に潜在 した矛盾が表面化 し

たものと思います。私は,こ の問題にもろに

巻 き込まれて関与することになり,1990年 に

ダイオキシン制御の第1次 ガイ ドラインを,

1997年 には第2次 ガイ ドラインの作成に携わ

りました。

今後の問題 として,PCBそ の他の有害物質

を処理する技術が,リ サイクルする前に必要

だと思います。

「マ テ リア ル ・リサ イ クル 」 を基 本 に

「フ ィー ドス トック ・リサ イ ク リン グ」 を

平 岡 リサ イ クル の 推 進 技術 は,発 生 抑 制,

再 使 用,再 利 用,お よび 熱 回収 です が,基 本

は,「 マ テ リア ル ・リサ イ クル 」で す 。 しか し,

紙 か ら紙 へ,プ ラ ス チ ッ クか らプ ラス チ ッ ク

へ の リサ イ クル は,古 紙 が 数 回 の リサ イ クル

で繊 維 が 短 くな り,紙 と し て の使 用 が 不 可 能

に な る よ うに,材 料 品質 の 劣 化 に よ り,マ テ

リア ル ・ リサ イ ク ル に は 限 界 が あ ります 。

私 は,そ の 次 に く るの を 「フ ィ ー ドス トッ

海
外

処 理

(静脈系)

最終
処分

図7静 脈系の概念

一20一 季報エネルギー総合工学



ク ・リサイクリング」 と呼んでお り,先 ほど

中條部長のお話にもありましたもので,動 脈

系である各種製品製造プロセスの一次原料に

まで廃棄物をリサイクルす るものです。通産

省はよく 「ケ ミカル ・リサイクル」 と呼んで

います。

先ほど,循 環型社会の基本 としては輸入資

源 を減らすことだと申しましたが,呪 番典型

的 な例が,鉄 鋼業で高炉 の原料 に廃プ ラス

チックを還元剤 として石炭代わ りに使 う技術

ですし,ま たコークス炉の原料に使用する技

術 も実用化レベルに達 しています。石炭の輸

入量 を減らせ ますから,こ れは基本的な リサ

イクル技術であ り,こ のような方向に進める

べ きと考 えます。

この外,焼 却灰,ば いじん等の廃棄物を原

料 としてエ コ ・セメン トを製造す る技術が開

発され,千葉県に実用プラン トが建設中です。

それから,横 山部長の話にあ りましたが,バ

イオマスを燃料使用するのではなく,熱 分解

ガスに酸素を吹 き込み,高 温で改質 してCO,

H、を回収 して,ア ンモニア合成,メ タノール

合成等の原料 として使用するプロセスも開発

途上にあ ります。

これらが進み ます と産業構造が変化 し,環

境産業,リ サイクル産業が伸びて くると思い

ます。

「サーマル ・リサイクル」に

ダイオキシン抑制型の高効率ごみ発電 を

平岡 マテ リアル ・リサイクルで劣化 した廃

棄物 も高発熱量 を有するものは,高 効率のエ

ネルギー回収,サ ーマル ・リサイクルを進め

なければいけ ません。

そのとき,ダ イオキシン問題があ り,焼 却

処理が悪者扱いされていますが,決 して悪者

ではないのです。 ダイオキシン生成の抑制に

は,ご みを完全燃焼させることが重要です。

局部的未 燃分 が 多量 に発生す る300℃ か ら

500℃ とい う温度域での滞留時間をできるだ

け短 くし,高 温域での滞留時間を長 く,混 合

をよ くして,完 全燃焼させ ます。特に燃焼室

の燃焼管理では,3Tと いわれている温度

(Temperature),滞 留時間(Time)お よび

混合(Turbulence)の 制御が重要で,第1次

ガイ ドラインに反映されてお り,抑 制の目標

値は十分達成できると思っています。

横山先生がおっしゃったように,わ が国は

エネルギー資源が少ないですか ら,廃 棄物を

そのまま最終処分するのではなく,当 然なが

ら,そ の前にサーマル ・リサイクルする。そ

れにはダイオキシン抑制型の高効率発電 に

もってい く。さらに,前 にも述べ ましたが,

廃 棄 物 を1次 資源 まで リサ イ クル す る

「フィー ドス トック ・リサイクリング」を基

本 として,廃 棄物ガス変換発電を行 う方式,

あるいは熱分解 してアンモニア合成す る等の

技術が進め られていくと考えています。そう

いう中で,有 害物はきちっと処理 しながら,

循環産業が育成 されればと思います。

司会 私 どもの研究所 も,先 生のご指導のも

とで,廃 棄物ガス化溶融発電技術の開発や,

廃棄物ガス変換 という,新 しい技術のフィー

ジビリティ ・スタディに取 り組んでいるとこ

ろです。

横山 プラスチックです と,わ が国での生産

量が年間約1,500万 トン,廃プラとしての排出

量が約950万 トン,そ のうち有効利用 される割

合は,マ テリアル ・リサイクルが12%に 対 し

てサーマル・リサイクルが30%と なってお り,
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サーマル ・リサイクルが大事なことが分か り

ます。

山本 最近,ペ ットボ トルの リサイクルが話題

になっています。回収量,回 収率 ともここ3

～4年 間で急激に向上 してきました。これは,

平成9年 の 「容器包装 リサイクル法」の施行

に伴いペ ッ トボ トルが リサイクルの対象にな

り,市 民や自治体の方が熱心に協力 して くだ

さった賜物ですが,そ れが処理可能量以上に

集 まって5,000ト ンほどが リサイクルで きな

かったことで大変な社会問題になりました。

これを一部サーマル ・リサイクルできない

か という議論があ りましたが,や はり,原 材

料 としての リサイクルを進めるとともに,更

にはペ ットボ トルに何 とか再生利用が可能に

なる技術の研究開発 を進めています。ただ,

リサイクルを繰 り返します と劣化が進みます

から,最 後はサーマル ・リサイクルにな りま

すので,紙 製容器包装紙は 「容器包装 リサイ

クル法」の中でマテ リアル ・リサイクルが困

難な場合にはサーマル ・リサイクル を位置づ

けています。

バイオマスの小規模 リサイクルに

クリーンな燃料電池の活用 も

山地 先ほど一つ言い忘れたのが分散型エネ

ルギー,分 散型電源です。特に,90年 代後半

に期待が高まった自動車用,家 庭コジェネ用

の燃料電池,そ れにマイクロ ・ガスター ビン

は,先 ほどの物質循環 と結構関係が深いと思

います。

マ テ リアル ・リサ イクルに して もサーマ

ル ・リサイクルにして も,廃 棄物の取 り扱い

でコス トがかかるのは分類 と回収です。集中

型でまとめて処分できるのは廃棄物発電です

が,規 模が大きくなってしまいます。 もっと

小規模で経済性のあるクリーンなエネルギー

転換技術があれば,か なり模様が変ってきま

す。その例が,ビ ール会社で使っている燃料

電池のケースでリン酸形の ものですが,も っ

と多 くのところに普及できると思います。畜

産系廃棄物の利用は,規 模か ら考 えて,経 済

性のある分散型エネルギー技術が出現すれば

相当マーケッ ト性があると思います。

バイオマスは,分 散型の自然エネルギー と

しては質がいいものです。私の僻みか もしれ

ませんが,ど うも廃棄物系なものですか ら政

策の谷間に置かれて,サ ーマル ・リサイクル

をいやがられたり,支 援がなされていない気

が します。燃料電池などで使ってクリー ンな

発電ができます と,支 援されない理由はまっ

たくな くなると思いますが。

食料系,畜 産系バ イオマス利用に残 る

経済性,社 会システムとの適合性

山本 廃棄物は,い ま年間4.5憶 トン,そ の約

2割 が農業系のもので,大 変な量です。 これ

は動物のふん尿などの畜産関係が中心ですの

で,こ れを堆肥 として利用するか,そ れが困

難なものは下水処理 されています。私 ども通

産省がなかなか手を出しに くい分野ですが,

エネルギーの有効利用の点から,バ イオマス

ガスなどの技術は出てきていますので,エ ネ

ルギー利用などもう少 し何 とかできないか と

思っています。

山地 私は,木 材系,食 料系のバイオマスの循

環量についての調査 をしています。 日本には

エネルギー専用のバイオマスはありませんが,

非エネルギー用の木材系,食 料系のバイオマ

スでみましても,副 産物 を主体 とした廃棄物
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系で石油換算4,000万 トンぐらいあ ります。耕

地鋤込み とか,ウ エ ットな畜産系廃棄物があ

ることで,エ ネルギーを全部 回収できるとは

思いませんが,そ の鋤込み量などを何 とか計

算 して,ウ エ ットなものはバイオガス化 ぐら

いでメタンになる割合を考 えて も,大 ざっぱ

に見 て半分 の2,000万 トン ぐらいはエネル

ギー用に利用できると思われます。そのうち,

黒液 と廃棄物発電で石油換算600万 トン ぐら

いを利用 しているのが現状で,ま だ1,000万 ト

ン ぐらいは増やせ ると思います。 日本のエネ

ルギー消費量は年間で石油換算5億2,000万

トン,そ れ と較べ ると小 さなものですが,た

だ,自 然エネルギーの中では本当に貴重なも

のです。また,燃 料 として使えるので,安 定

的で質の高いエネルギーになり得 ます。

山本 最近,自 民党に有機資源の有効利用に

関す る議員連盟が結成され,食 品廃棄物のリ

サイクル として,堆 肥,肥 料,飼 料 などのマ

テ リアル中心の リサイクルの推進が提唱され

ました。先ほどお話のあ りましたバ イオマス

関係のエネルギーは,発 生場所が分散型です

か ら,回 収 し集約化 して,コ ス トが安 いエネ

ルギーに転換できるかが問題です。技術はあ

るので しょうが,経 済性,あ るいは社会シス

テムへの適合性にどう対応してい くかが課題

と思います。

山地 経済性は何 と比較 す るかに よ ります

が,微 妙でしょう。例 えば,畜 産系バイオガ

スの場合は,消化液の液体廃棄物が問題です。

バ イオガス化 してエネルギーを回収すれば,

有機物は減っているはずですが,廃 棄物処理

がしに くい組成になります。液肥で撒ける北

海道や ヨー ロッパは別にして,液 肥 としては

使えないところは汚水処理になって,も のす

こいコス トがかかる可能性があります。この

場合には,廃 棄物処理 コス トとしての比較が

必要になるでしょう。

EPRの 考え方の導入 と

リサイクル生産技術のブラッシュア ップを

司会 循環型社会の形成にかかわる技術的側

面について,生 産者 としての企業においても

設計からリサイクルに至 るまでの新たな取 り

組みが必要かと思いますが,そ の際留意すべ

き点につきお伺い したいと思います。

中條 モノづ くりとリサイクルが不可分にな

りつつあり,製 造業の中に リサイクル機能 と

いうか,リ サイクル ビジネスが潜在化 してい

るのが現状 と思います。 目下,設 計面,製 造

面に,リ デュース,リ ユース,リ サイクルの

3Rを どのように取 り込むかが現在の最大の

課題です。 これまで,モ ノの売買の時点で品

質が一番よ くなるように設計されていました

が,今 後は使用に入った後も,ラ イフサイク

ル全体 を通 して品質が維持 され,使 用後の リ

サイクルにも配慮された設計が非常に重要な

課題になってきます。

先ほ ど山本室長が述べ られた 「資源有効利

用促進法」によ り,EPR(拡 大生産者責任)

の考えが取 り入れ られます。生産者は使用済

み製品の処理,リ サイクルに一定の責任 を持

つことにな り,そ れ を前提 にした設計では,

性能だけではなく,環 境負荷,環 境コス トを

含めたライフサイクル ・エンジニア リング能

力が求め られて きています。

また,廃 棄物処理の面か ら見 ます と,適 正

処理が大原則なのはもちろんですが,リ サイ

クルに より原料 をつ くることにな りますか

ら,生 産技術 として どの ようにブラッシュ

第23巻 第4号(2001) 一23一



アップするかが重要になってきます。今 まで

処理することに意識が向いていましたが,モ

ノをつ くるとい う意味合 いで,廃 棄物 をどの

ように転換 し易 くす るか というスタンスでの

技術が求められてきます。

さらに,モ ノの廃棄 とリサイクルによる生

産の間をつな ぐということでは,量,質,時

間のマ ッチングが重要な課題になります。静

脈物流のハー ドウェアにはバ ッファ的な機能

も必要ですし,リ サ イクル可能な廃棄物がど

こで出て,ど こで求められているか という情

報面でのマッチングも必要 と思っています。

消費者に求め られる

グリーン購入の重要性の認識

司会 消費者 もしかるべ き役割を社会の中で

果たしてい くことが求め られるのではないか

と思いますが,こ の点についてはいかが で

しょうか。

山本 循環型社会における消費者の役割は,

一つは製品の購入面にあります。これは,購

入に当た り,リサイクルに容易な製品なのか,

リサイクルに配慮 した製品なのか,環 境配慮

型の製品になっているのか をきちっと見極め

て選んでいただ くことで,こ の選択は,ひ い

ては環境に配慮 している企業を選別 していく

ことにな りますから,消 費者は物の購入 とい

う手段 を通 じて循環型社会形成の役割を担 う

ことにな ります。

また,ご み を出す段階の問題があ ります。

これは,先 ほど大変苦労が多い というお話が

ありましたけ ど,分 別排出として,ペ ッ トボ

トルとか罐 とか を分けて出 していただ くこと

も非常に大 きな役割です。 まとめて後 で分別

するのは,大 変なコス トと労力を要 しますか

ら,排 出段階で分けていただ くということが

重要です。

もう一つ,コ ス トの負担があ ります。 この

リサイクル費用の負担は,容 器包装のように

製品価格に上乗せする場合 と,家 電製品のよ

うに排出するときにお金を払って もらう場合

とあ ります。いずれにせよ,最 終的には製品

の受益者負担 ということで,製 品の原材料費

や加工 ・組立費などの製造 コス トと同様に,

リサイクル費用 を消費者に負担いただ くこと

にな ります。その意味で,消 費者の役割は大

変重要です。

今述べましたような行動 を消費者にとって

いただ くことが重要です。理想 を申します と,

「グ リーン ・コンシューマー」 という言葉が

ありますが,グ リーンな商品をどう見分けて

いただ くか,グ リーン調達 していただ く消費

者 をどのように増 してい くか ということで

す。 このような観点か ら,い ろいろな法律の

中で消費者の役割を決めてお り,例 えば 「容

器包装 リサイクル法」の中では,消 費者に リ

サイクルの一端 として分別排出などの役割を

担っていただ くことにしています。あわせて,

消費者に環境や リサイクル問題に関心 を持っ

てもらうといいますか,各 種の情報提供 を通

じてグリーン購入の重要性 を認識 していただ

くことが重要 と考 えています。

将来への展望

英知と決意が間われる社会実験

国民の価値観,意 識構造の改革から

司会 最後に循環型社会構築の将来展望につ
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いて,長 期の観点,ま た国際的な視点なども

含めての皆様のお考 えをお聞かせ いただきた

い と思います。

平岡 戦後50年 続いたわが国の社会システム

を循環型に変換す るのですか ら,い わば大 き

な社会実験 をやっていると思っています。そ

のためには,教 育,学 習を通 じて,国 民の価

値観,意 識構造をまず変革 してい くことが必

要です。21世 紀に,経 済社会 をより高次なも

のに発展 させていけるか どうか問われている

試金石で,超 長期的な課題 と思っています。

ドイツでは,リ サ イクル運動 の創始時 に

行 ったシンポジウムで,10年,20年 かけても

や ると宣言していました。 日本です と,ペ ッ

トボ トルが溜 ったとき,す ぐマスコミが非難

しましたけど,長 期にわたった人間の英知 と

決意が問われているわけですから,実 現に向

けてのあらゆる努力が必要です。

温暖化防止につながる

循環型社会構築への賛同

山地 地球温暖化問題のような,全 人類に対

する普遍的な課題に対するときには,循 環型

社会の構築が重要だと思います。ただ,若 干

危惧 しますのは,狭 くて短期的なイメー ジで

の循環型社会の構築が自己目的化 します と,

話はややこしくなってきます。サーマル ・リ

サイクルも取 り込んだ,少 し広 くとらえた循

環型社会 をライフサ イクル評価の視点か ら吟

味して,ス テップ ・バ イ ・ステップで目指 し

てい くべ きと思います。

私が期待 していますのは,地 球温暖化対策

の中で最 も政策手段のないライフスタイルの

変更に関 してです。多 くの方がその必要 を唱

えられますが,政 策的には具体的になかなか

難 しく,ラ イフスタイルの変更 といっても大

きなインパ クトは期待できません。

しか し,ラ イフスタイルなどと言わず,循

環型社会の構築 とい うことであれば,お そら

く大勢の方の賛同が得 られ ると思い ますの

で,そ れによって身の周 りの生活様式が変わ

ります と,そ れ を通 して省エネにプラスしま

す。 しか し,教 条的に何が何んでも循環型社

会 というように集中しす ぎます と,か えって

視野が狭 くなって非効率的になるように思い

ます。広い視野で循環型社会 を望めば,非 常

にスムースに温暖化防止につながってい くか

と考えます。

横 山 石油や天然ガスは,枯 渇が遠か らず到

来する状況にあり,再 生可能な資源であるバ

イオマスの持続的利用は,循 環型社会の構築

に とって大事です。とにか く,最 近,北 海道,

岩手,兵 庫,岡 山,大 阪などの地方 自治体や

森林組合の中にバ イオマスをエネルギーに

使って循環型社会づ くりに貢献 しようという

動きが出てきて,私 としては心強 く思 ってい

ます。将来的には,バ イオマスを石油代替に

使 うことで,CO2削 減に寄与できる 日本の技

術が,国 際社会でも大いに貢献することを期

待 しています。

国内だけで閉 じないリサイクル,

動脈 ・静脈の物流を合わせた最適化 と

リユース情報提供のインフラ整備を

中條 国際的な観点,グ ローバル化の関係 で

申しますと,廃 棄物の輸出になってはいけま

せんが,リ サイクルを日本だけで閉 じられる

のか,難iし い面がある気がします。例えば,

有機系で,食 料,飼 肥料などを大量に輸入し

ていることを考えると,そ のアウ トプットを
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日本の中だけで閉じるのはそもそも無理があ

りますので,近 隣諸国を含めた もう少 し広い

範囲での リサイクルを考える必要があるか と

思います。

それから,情 報技術の面で3Rを 考 えます

と,物 流が非常に重要です。現在は,動 脈物

流が動脈だけで最適化されていますが,静 脈

物流 を含めます と,お そらく,全 体最適には

なっていません。動脈 と静脈をあわせ た最適

化を探 る必要があると思います。

また,リ ユースに関す る情報では,今 す ぐ

できるというわけではないで しょうが,個 別

の製品を識別 して性状 を評価 し,そ の情報を

や りとりして リユースを促進す るインフラが

今後必要になって くると思います。

ま と め

魂を入れるのはこれか ら

事業者・消費者・行政のパー トナーシップを

司会 それでは,最 後に,山 本室長か らまと

めのお言葉 をお願いいた します。

山本 わが国では,循 環型社会の形成に向け

法律はできましたが,魂 を入れるのはこれか

らです。地球環境問題や廃棄物 ・リサイクル

問題は,そ の影響が極めて広範囲で,時 間的

にも長期にわたるもので,こ れまでの取組 と

は異なるアプ ローチが必要です。また,原 因

者 と被害者が同一 となることもあり,特 定の

者に対する対策だけでは不十分です。さらに,

これを実現す るには,事 業者,消 費者,行 政

の3者 がそれぞれの役割分担の下でパー ト

ナー シップ を組 まなければ進みません。

さらに,こ の問題は日本国内だけの問題で

はな く,日 本は資源を大量に輸入 していると

いう先ほ どのお話を考えましても,循 環型社

会への取組 というのは,エ ネルギー問題への

取組 と同様に,近隣諸国 との,あ るいはグロー

バルな視点でや ってい くことも必要 と考えま

す。

21世紀は,環境の世紀 とも呼ばれています。

今後,将 来にわたって,環 境問題や資源 ・エ

ネルギー問題が世界の経済発展の制約 となら

ないように,こ れ らの問題をいかに克服 し,

経済システムの中にビル トインしてい くかが

重要な課題です。その中で,日 本 として何が

できるのかが,こ れからの大 きな長期的な課

題で して,資 源 ・エネルギー と環境の両方の

問題を含めて考えていかなければいけないと

思っています。

司会 本 日は,皆 様から大変すばらしいお話

を伺 うことができました。非常に幅広いテー

マで したので,ま だまだ語 り尽 くせ ないこと

も多いかと思いますが,時 間が参 りましたの

で,こ のあたりで終 らせていただきます。

どうもあ りが とうございました。
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〔調査研究報告〕

電解酸素 を用いた石炭ガス化による

水素・メタノール製造プロセスの経済性検討

片 山 優 久 雄(㈲ エネルギー総合工学研究所プロジェクト試験研究部 部長)
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1.は じ め に

新エネルギー ・産業技術総合開発機構(N

EDO)は,2000年6月,太 陽熱エネルギー

を用いて石炭 と天然ガスか らメタノールを製

造する 「石炭 ・天然ガス活用型二酸化炭素 回

収 ・利用技術開発」 を公募 した。当所はこれ

に応募す るため,海 外のサンベル ト地域にお

ける太陽熱エネルギーを直接用いて石炭 を水

蒸気改質ガス化す る方法に よる水素 ・メタ

ノール製造プロセスの検討を行 った。

太陽熱 を直接利用する場合においては,以

下の解決 を要する重要 な課題が存在す る。そ

の第1が,数 秒の短時間で一酸化炭素(CO)

と水素を製造する石炭の水蒸気改質反応エネ

ルギー を,太 陽熱エネルギーのみで供給する

とした場合のガス化炉入熱量は,蒸 気温度 を

2,800℃ 程度 にするエネルギー量が必要 とさ

れることである。第2が,石 炭の水蒸気改質

ガス化等のガス化において,雲 等による太陽

光の遮蔽による急激な熱変動は,ガ ス化炉閉

塞等の トラブルを惹起するため回避すべ き重

要 な要因となることである。

また,太 陽熱エネルギーは,日 中10時 間ほ

どしか利用できない。 したがって,装 置費の

嵩む石炭ガス化設備や天然ガスの水蒸気改質

設備 を稼働率40%以 下で操業す るこ ととな

り,燃 料費がたとえゼロであって も経済性に

乏 しくなる。それ故,24時 間操業を前提に,

太陽エネルギー を取 り込む方法について検討

を行った。その結果,太 陽エネルギー を電気

に変え,そ の電力を用いて水 を電解 して酸素

と水素 を製造す ることとした。この酸素 を用

いて石炭 をガス化 し,得 られたCOと 水素に,

さらに電解で得 られた水素 を加 えてメタノー

ルを製造する方法 を創 出した。

そこで,最 初に電解酸素 を用いる石炭ガス

化 により得 ちれ るCOの シフ ト反応に よって

水素 を製造す るプロセス 「電解酸素利用石炭

ガス化水素製造プロセス」について,従 来方

式の深冷分離酸素利用石炭ガス化水素製造プ

ロセス及び電解水素製造プロセス との経済性

比較を実施 した。次いで,石 炭ガス化により

得 られたCOと 水素に,水 を電解 して得 られた

水素 を加 えてメタノールを製造す る場合の

「電解酸素利用石炭ガス化 メタノール製造プ

ロセス」について,電 解水素 と炭酸ガスを利

用 してメタノール製造する電解水素 ・炭酸ガ

ス利用 メタノール製造プロセス,及 び通常の

深冷分離酸素利用石炭ガス化 メタノール製造

プロセスとの経済性比較を行 った。それらの

試算結果 を以下に紹介する。
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2.電 解酸素利用石炭ガス化 プロセスの特徴

時々刻々変動する太陽や風力などのエネル

ギー を直接一般電力 として用いるには,蓄 電

設備,イ ンバー ター等の高額 な付帯設備が必

要なため,電 力コス トは火力発電や原子力発

電か らの電力 と比べて割高となる。 しか し,

本検討プロセスでは,こ れらの付帯設備を設

けず,変 動にかかわりな く,発 生する直流電

力 を用いて水 を電解す ることにより,酸 素 と

水素 を製造す る。

電力の変動は,電 解量の差 となるのみで,

発電量が多ければ,電 解生成物である酸素 と

水素の量が多 くなるだけで,比 較的低 コス ト

で設置できるガスホルダーに余力を持たせれ

ば石炭ガス化プロセスへの影響は皆無 といえ

る。 この貯蔵 された電解酸素 を用いて石炭 を

ガス化 し,か つ電解により併産 される水素 も

利用するのが本稿で提唱する電解酸素利用石

炭ガス化プロセスである。

自然再生エネルギーの中で最 も安定 した電

力が得 られる水力によって,水 の電解 を行 う

場合 は不要であるが,風 力エネルギーや太陽

エネルギーによって製造される電力は変動が

大きいために,水 の電解によって製造 される

酸素量は,石 炭ガス化炉を24時 間運転するに

十分必要な量をガスホルダーに確保す ること

が前提 となるのが特徴である。

3.水 素製造3プ ロセスの比較

3.13プ ロセスの概要

水素製造 コス トの比較検討に先立 ち,現 状

技術による2プ ロセス及び今回の提唱プロセ

スについて,そ れぞれのプロセスの概要を説

明 す る(図1参 照)。

① 電解水素製造プロセス

当該プロセスを図1の1に 示す。太陽,風

力,水 力などより発電した直流電力を用いて,

固体高分子電解質タイプの電解装置で水素,

酸素 を発生 させ,ガ スホルダーに貯蔵 し利用

するシステムである。

② 深冷分離酸素利用石炭ガス化水素製造プ

ロセス

当該プロセスを図1の2に 示す。石炭ボイ

ラで蒸気 を発生させ,そ の蒸気によるター ビ

ン駆動機で空気の深冷分離装置を駆動させ,

酸素を製造する。プラン ト規模が小 さい場合

には,プ レッシャー ・スイング法 を用いて空

気か ら酸素 を製造す る設備が用いられること

も多い。深冷分離による酸素 を用いて石炭 を

ガス化する。ガス化炉への石炭供給は,通 常

は加圧窒素ガスにて行 なわれているが,後 段

における水素の精製を考慮 し,本 プロセスで

は300℃ の蒸気による供給 とした。また,ガ ス

化炉壁の保護冷却用 として300℃ の蒸気 を吹

き込む。本試算における石炭供給用 と冷却用

の蒸気比は,3:7で ある。ガス化炉か ら出た

ガス化ガスは,廃熱回収 ボイラで熱回収され,

脱硫などのガス処理 を行 うガス精製工程に入

る。なお図1で は,こ れ らを一一括 して熱回収・

ガス精製設備 としている。その後,COを 水素

に転化するためにCO転 化器(シ フ ト反応器 と

もいう)に入 り,COと 水の反応によって水素

とCO2に 転化 され る。その後,二 酸化炭 素

(CO2)除 去のために酸性ガス除去塔に導か

れ,CO2が 除去 され製品水素 となる。

③ 電解酸素利用石炭ガス化水素製造プロセ

ス
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1.電解水素製造 プロセス

水素ガスホルダー

電気
電解装置

酸素ガスホルダー

歯
2.深冷分離酸素利用石炭ガス化水素製造プ ロセス

石炭
石炭ボイラ

蒸気
深冷分離装置レ レ

》

空気

i餅 分緻 剰
咽

石炭ガス化炉 熱回収・ガス精製設備石炭 レ

蒸気 レ

レ

酸性ガス除去塔 CO転 化器 ぐぐ

▼

薩
3.電解酸素利用石炭ガス化水素製造 プロセス

圏
幽

石炭ガス化炉 熱回収・ガス精製設備石炭 レ

蒸気 レ

レ

酸性ガス除去塔 CO転 化器ぐ

ご[亟 國

《

團

図1水 素製造プロセスフロー

当該プロセスを図1の3に 示す。前記①項

の電解水素製造プロセスで作 られた酸素 を用

いるので,② 項のプ ロセスで必要な石炭ボイ

ラと深冷分離装置が不要 である。その代わ り,

第23巻 第4号(2001)

①項のプロセスと同じ設備が必要 となる。石

炭ガス化炉以降は,② の諸設備 と同 じである

が,異 なるのは製品水素に電解からの副生水

素が付加 されることである。
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表1酸 素吹 き石炭ガス化プロセスの基本物質 ・熱収支

ガス化炉入ロ ガス化反応ゾー ン ガス化炉出口

t/h t・mol/h t/h t・mol/h t/h t・mol/h

原

料

石

炭

石炭(DAFべ 一スり% 91.1

C=83.64 76.2 6.3 Cロ ス 1.0%

H=5.16 4.7 2.3

N=1.32 1.2 0.0

S=1.10 1.0 0.0

0=8.78 8.0 0.2

灰 分8.90 8.9 8.9 8.9

水 分0.00 0.0

合 計 100.0 9.0

燃焼用 酸 素 77.0 2.4

窒 素 0.0 0.0

ア ル ゴン 1.0 0.0

噴霧用蒸気(300℃) 15.0 0.8

冷却用蒸気(300℃) 35.0 1.9

合 計 128.0 5.2

転

換
処

理

後
の

ガ
ス

組

成

Cロ ス 9.77 0.06 0.00 0.00

H2 7.59 3.76 7.59 3.76

CO 159.64 5.70 159.64 5.70

CO2 24.61 0.56 24.61 0.56

CH4 0.34 0.02 0.34 0.02

COS 0.05 0.00 0.05 0.00

H2S 1.04 0.03 1.04 0.03

N2 1.21 0.04 1.21 0.04

Ar 1.96 0.05 1.96 0.05

H20 22.87 1.27 22.87 1.27

合 計 220.07 11.50 219.30 11.44

温 度
℃ σK ℃ 。K ℃ .K

25 298 1,300 1,573 1,200 1,473

*DAF:無 灰状態

3.2水 素製造3プ ロセスの物質 ・熱収支

① 石炭ガス化 プロセスの物質収支

表1に,水 素 ・メタノール製造プロセスの

基礎 となる酸素吹き石炭ガス化の物質収支 を

示 した。この計算結果が示すガス組成をべ一

スに,通 常の深冷分離酸素(98%酸 素純度)

を用いる石炭ガス化炉周 りの物質収支 を表2

に,ま た電解からの酸素(100%酸 素純度〉を

用いる石炭ガス化炉周 りの物質収支 を表3に

示 した。

② 石炭ガス化炉の総合熱効率

石 炭 ガ ス化 の 総 合熱 効 率 を両 者 で比 較 す る

と,深 冷 分 離 酸 素 を用 い るケ ー ス は,原 料 石

炭 の 熱 量7,340Gcal/日 と プ ロ セ ス 全 体 の 消

費 燃 料1,650Gca1/日 を加 え た値8,990Gca1/

日で,製 品 ガ ス の 総 発 熱 量6,505Gcal/日 を割

る総 合 熱 効 率 は,72.4%と な っ て い る(表2)。

一 方
,電 解 酸 素 を用 い る ケー ス の 総合 熱 効

率 は,原 料 石 炭 の 発 熱 量7,340Gcal/日 とプ ロ

セ ス 全 体 の 消 費 燃 料850Gcal/日(深 冷 分 離 装

置 駆 動 用 エ ネ ル ギー が 不 要 な ため に 少 な い)

と電 解 に 消 費 さ れ た 電 気 エ ネ ル ギー 量3,523
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表2深 冷分離酸素利用石炭ガス化プロセスの物質収支

ガス化炉 ガス化炉 ガス精製

セ クシ ョン 入 り 口 出 口 出 口

t・mol/day t・mol/day t・mol/day

原 料処 理 量1,000t/day

構 成 元素 比(DAF)C=83.64 63.4

原 H=5.16 23.3

料 N=1.32 0.4

S=1.10 0.3
石 0=8.78 2.5

炭 灰 分(%)8.90 89.0

水 分(%)0.00 0.0

発 熱量(HHV:7,340kcal/kg)

ノ ・ミ 燃焼用 酸素(40℃) 24.1

i 噴霧用 蒸気(300℃) 8.3

ナ 冷却用 蒸気(300℃) 19.4

電気分解余剰H、 0.0 0.0

Cロ ス 0.6 0.0

転 H2 37.6 37.6
換 CO 57.0 57.0
処
理 CO2 5.6 0.0

後 CH4 0.2 02

の H2S 0.3 0.0

ガ N2 0.4 0.4
ス
組
成

Ar

H20

0.5

12.7

0.5

0.0

合 計 115.0 95.8

生成ガスの総発熱量(Gcal/day) 6,505.5 6,505.5

① プ ロ セ ス消 費 燃料(Gca1/day) 1,650,000

冷ガス効率

(出ロガス/入 口原料石炭)
88.6%

熱効率(石炭べ一ス)

(出ロガス)/(入 口石炭+①)
72.4%

Gcal/日(酸 素lmol当 り146kcal/mo1)の 合

計値11,713Gcal/日 で,電 解 副 生 水 素 を加 え

た 製 品 ガ ス の 総 発 熱 量9,793Gcal/日 を 割 る

と,83.6%と,11%も 高 くな って い る(表3)。

なお,表2,表3の 相 違 点 は,深 冷 分 離 酸

素 利 用 の 表2の 結 果 に,ア ル ゴ ン の0.49t・

mol/日 が加 算 さ れ て お り,表3に は,電 解 か

らの 副 生 水 素48.12t・mol/日 が 加 算 さ れ て い

る点 で あ る。

③ プ ロセ ス の フ ロー デ ー タ

水 素 生 産 量5,000,000Nm3/日(石 炭 消 費 量

1基100t/時 の,現 状 技術 で最 大 規 模 の ガ ス化

炉)の 石 炭 ガ ス化 水 素 製 造 プ ロ セ ス に つ い て,

各 ユ ニ ッ トプ ロ セ ス の 入 口 ・出 口の 物 質 収 支

を,そ れ ぞ れ 表4,表5に 示 し た。

3.3水 素製造3プ ロセスの コス ト試算結果

表6に,既 存海外文献に出ているプラン ト

コス トをべ一スに国内価格に換算 した,水 素

製造3プ ロセスの設備 コス トを示す。

表7に,水 素製造3プ ロセスの耐用年間平

均水素製造原価 を示す。算出には,表4,表

5の 物質収支デー タと表6の 設備 コス トデー

タを用い,水 素製造地は産炭地,プ ラント規

模 を水素生産量5,000,000Nm3/日,石 炭価格

を トン当 り1,500円,プ ラン トの耐用年数14

第23巻 第4号(2001)
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表3電 解酸素利用石炭ガス化プロセスの物質収支

ガス化炉 ガス化炉 ガス精製

セ ク シ ョ ン 入 り 口 出 口 出 口

t・mol/day t・mol/day t・mol/day

原料 処 理 量1,000t/day

構 成 元 素 比(DAF)C=83.64 63.4

原 H=5.16 23.3

料 N=1.32 0.4

S=1.10 0.3
石 0=8.78 2.5

炭 灰 分(%)8.90 89.0

水 分(%)0,00 0.0

発 熱 量(HHV:7,340kcal/kg)

ノ ・ミ 燃焼用 酸素(40℃) 24.1

! 噴霧用 蒸気(300℃) 8.3

ナ 冷却用 蒸気(300℃) 19.4

電気分解余剰H, 0.0 48.1

転
換

Cロ ス

H2

0.6

37.6

0.0

37.6

処 CO 57.0 57.0

理 CO2 5.6 0.0

後 CH4 0.2 0.2
の
ガ
ス

H2S

N2

0.3

0.4

0.0

0.4

組 H20 13.0 0.0

成 合 計 114.8 143.4

生成ガスの総発 熱量(Gca1/day) 6,505.5 9,793.4

① プ ロセ ス 消 費燃 料(Gcai/day) 850.0

② 電気分解使用エネルギー(Gca1/day) 3,522.5

冷 ガス効率

(出ロガス/入 ロ原料石炭)
133.4%

熱効率(石 炭ベース)

(出ロガス)/(入 口石炭+①)
119.6%

総合熱効率
[(出 ロガス)/(入 口石炭+①+②)

83.6%

年,金 利4%,修 繕 費 を建 設 費 の3%,保 険

料 を 簿 価 の0.77%,固 定 資 産 税 を 簿 価 の

1.4%,イ ン フ レ率0%,電 力 価 格4円/kWh

と し た。 ま た,地 球 環 境 対 策 と して,プ ロ セ

ス で 発 生 す るCO2は,液 化CO2と して 回収 し,

地 中 若 し くは 深 海 底 に処 理 す る こ と と して,

表7に は 回収,処 理 コ ス トを そ れ ぞ れCO21

トン あ た り3,000円,2,000円 を計 上 した 。

表7の 変 動 費 の 中 に あ る燃 料 は,ガ ス 化 原

料 と な る石 炭(発 熱 量HHV=7,340kcal/kg)

を用 い る と してCO、 発 生 量 を計 算 し,ガ ス 化

か らの 回収CO2に 加 え て 回収 ・処 理 費 用 を求

め た 。

3.4水 素製造プロセスの経済性についての感

度解析結果

①CO、 回収処理 を行わないケースの電力価

格 と水素製造 コス ト

水素製造 コス トと電力価格 との相関関係を

図2に 示 した。電解酸素利用石炭ガス化法か

らの水素製造 コス トが深冷分離酸素利用石炭

ガス化プロセス法より安価 となるのは,電 力

価格が2円/kWh以 下の ときである。電解水

素は,2種 類の石炭ガス化法か ら作 られる水
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表4深 冷 分 離 酸 素 利 用 石 炭 ガ ス 化 水 素 製 造 プ ロセ ス の 物 質 収 支 表

(基準=水 素生産量:5,000,000Nm3/day)

工程番号 1 2 3 4 5 6 7

物 質 名
深冷分離

酸素

ガス化炉用

原料炭

噴霧用

スチーム

冷却用

スチー ム

ガス化炉

出 ロガ ス

CO転 化 器用

スチーム

CO転 化 器

入 ロガス

状 態 ガ ス 固 体 ガ ス ガ ス ガ ス ガ ス ガ ス

元素等 分子量 t4nol/dmoL% t/d wt.% t/d wt.% t/d moL% レmol/d moL% むmo1/d mol.% t・mol/d moL%

H2 2.0 88.8 32.9 88.8 18.2

CO 28.0 134.5 49.8 134.5 27.6

CO2 44.0 132 4.9 13.2 2.7

CH4 16.0 0.5 0.2 0.5 0.1

COS 60.1 0.0 0.0 0.0 0.0

H2S 34.1 0.7 0.3 0.7 02

02 32.0 56.8 99.0

H20 18.0

1

354.0 100 826.1 100 30.0 11.1 217.0 100 246.9 50.7

CH30H 32.0

C℃ 12.0 1,798 76.2

C-H 2.0 111 4.7

C-N 28.0 28 1.2

C-S 32.1 24 1.0

C-0 32.0 189 8.0

灰 分 210 8.9

合 計 57.4 100 2,360 100 354.0 100 826.1 1001269・9 100 217.0 100 486.9 100

工程番号 8 9 10 11 12 13

物 質 名
CO転 化 器

出 ロガ ス

酸性ガス除去塔

出ロガス

酸性ガス除去塔

除去ガス
製品水素 回収硫黄 回収二酸化炭素

状 態 ガ ス ガ ス ガ ス ガ ス 固 体 液 体

元素等 分子量 t・mol/d mol.% t・mo1/d moL% t・mol/d mol.% t・mol/d moL% t/d wt.% t・mol/d moL%

H2 2.0 222.0 45.6 219.8 97.6 219.8 98.5

CO 28.0 1.3 0.3 1.3 0.6 1.3 0.6

CO2 44.0 146.4 30.1 1.5 0.6 144.9 99.5 1.5 0.7 144.9 100

CH4 16.0 0.5 0.1 0.5 0.2 0.5 0.2

COS 60.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

H2S 34.1 0.7 0.2 0.0 20ppm 0.7 0.5

02 32.0

H20 18.0 113.8 23.4

CH30H 32.0

C℃ 12.0

C-H 2.0

1

C-N 28.0

C-S 32.1

1

22.5 100

C-0 32.0

灰 分

合 計 486.9 100 225.3 100 145.6 100 223.1 100 22.5 100 144.9 100
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表5電 解 酸 素 利 用 石 炭 ガ ス化 水 素 製 造 プ ロセ スの 物 質 収 支 表

(基準1水 素生産量=5,000,000Nm3/day)

工程番号 1 2 3 4 5 6 7

物 質 名
電気分離

水素

電気分解

酸素

ガス化炉用

原料炭

噴霧用

スチーム

冷却用

スチーム

ガ ス化炉

出 ロガ ス

CO転 化 器用

スチーム

状 態 ガ ス ガ ス 固 体 ガ ス ガ ス ガ ス ガ ス

元素等 分子量 むmol/d moL% レmol/d moL% t/d wt.% t/d wt.% t/d moL% レmol/d moL% 卜mo1/d moL%

H2 2.0 75.3 100 58.9 32.9

CO 28.0 89.1 49.8

CO2 44.0

1

8.7 4.9

CH4 16.0 0.3 02

COS 60.1 0.0 0.0

H2S 34.1 0.5 0.3

02 32.0 37.6 100

H20 18.0 234.6 100 547.4 100 19.9 11.1 143.8 100

CH30H 32.0

C-C 12.0 1,192 76.2

C-H 2.0 74 4.7

C-N 28.0 19 1.2

C-S 32.1 16 1.0

C-0 32.0 125 8.0

灰 分 139 8.9

合 計 75.3 100 37.6 100 1,564 100 234.6 100 547.4 100 178.9 100 143.8 100

工程番号 8 9 10 11 12 13 14

物 質 名
CO転 化 器

入 ロガ ス

CO転 化器

出ロガス

酸性ガス除去塔

出ロガス

酸性ガス除去塔

除去ガ ス
製品水素 回収硫黄 回収二酸化炭素

状 態 ガ ス ガ ス ガ ス ガ ス ガ ス 固 体 液 体

元素等 分子量 t-mo1/dmol.% t・mo1/d mo1.% t・mo1/d mo1.% t-mo1/dmoL% 亡一mol/d mo1.% t/d wt.% t・mo1/d mo1/%

H2 2.0 58.9 18.2 ユ47.1 45.6 147.1 97.6 220.9 99.0

CO 28.0 89.1 27.6 0.9 0.3 0.9 0.6 0.9 0.4

CO2 44.0 8.7 2.7 97.0 30.1 1.0 0.6 96.0 99.5 1.0 0.4 97.0 100

CH4 !6.0 0.3 0.1 0.3 0.1 0.3 0.2 0.3 0.1

COS 60.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

H2S 34.1 0.5 0.2 0.5 0.2 0.0 20ppm 0.5 0.5

02 32.G

H20 18.0 163.6 50.7 75.4 23.4 、

CH30H 32.0

C-C 12.0

C-H 2.0

C-N 28.0

C-S 32.1 14.9 100

C-0 32.0

灰 分

合 計 322.6 100 322.6 100 ユ50.8 100 96.5 100 223.1 100 14.9 100 97.0 100
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表6水 素 製 造 プ ロセ ス 設 備 コス トの 試 算 結 果

(水素生産量:5,000,000Nm3/day)
(単位:億 円)

プロセス

設 備 名
電解水素法

深冷分離酸素利用
石炭ガス化法

電解酸素利用
石炭ガス化法

石炭前処理 115 80

石炭ガス化 255 180

熱回収/ガ ス精製 215 150

熱回収
水洗浄
酸性ガス除去

空気分離 230

電気分解 550 200

水処理/排 水/ボ イラ等 20 85 60

タ ン クヤー ド 50 35 30

その他 20 70 50

合 計 640 1,005 750

表7水 素 製 造3プ ロセ ス の 経 済 性 検 討 結 果

(水素生産量=5,000,000Nm3/day)

モ ー ド
部分燃焼 ガス化法

(深冷 分離法)
部分燃焼 ガス化法

(電解 酸素法)
電解酸素製造法

項 目 単価/方 式 年間数量
年 間経費

(100万 円)
年間数量 年間経費

(100万 円)
年間数量

年間経費

(100万 円)

1.変 動費

原料石炭(DryBase)* 1,500円/ton 787×103ton 1,180 521×103ton 782 0 0

用役

工業用水 13.75円/ton 4,320× ユ03ton 59 4,000×103ton 55 ユ,600× ユ03ton 22

燃料 214円/106kcal 1,280×109kcal 274 440×109kca1 94 0 0

触媒 ・ケ ミカルズ 円/kg 一 237 一 229 } 30

電力 4.0円/田 0 0 2,137×106kW・h 8,547 12,667×106hV・h 50,667

変動費小計㈹ 1,750 9,707 50,719

2.固 定費

人件費 780万 円/人 ・年 80人 624 45人 351 15人 117

資本費

減価償却費 建設費×8.92% 健 設費:' 8,965
'建 設費:'

6,690 健 設費:' 5,709

金利

修繕費

4%

建設費×3.0%

1,005億 円

簿価:

553億 円.

一

3,015

750億 円

簿 価:

、413億 円.

一

2,250

640億 円

簿価:

、352億 円.

一

1,920

保険費 簿 価 ×0.77% 426 318 271

固定資産税 簿価 ×1.4% 774 578 493

諸雑費
一般管理費

建設費×0%

人件費×20.0% (人件費:624百万円)

0

125 (人件費:351百万円)

0

70 (人件費:117百万円)

0

23

固定 費小 計(B) 13,928 10,256 8,533

3.CO2回 収 ・処 理 費

CO、回収費 3,000円/ton 2,619×103ton 7,857 1,594×103ton 4,781 0 0

CO、処理費 2,000円/ton 同上 5,238 同上 3,188 0 0

回収処理 費小計(C) 13,095 7,969 0

年間総経 費(D)=(A)十(B)十(C) 28,774 27,933 59,252

年間水素製造量(E) 1,667x106Nm3

水素製造 原価(F)=①)/(E) 17.26円/Nm・i16.76円/Nm・135.55円/Nm・

*DryBase:無 灰 状 態
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素 よりも高価で,電 力価格が1円/kWhで も

水素製造 コス トは12.75円/Nm3で あ り,電

力価格が4円/kWhの 時の電解酸素利用石炭

ガス化法 か ら作 られ る水 素価格11.98円/

Nm3よ りも高い価格 となっている。

②CO,回 収処理を行 うケースの電力価格 と

水素製造コス ト

CO2回 収 ・処理費用 を計上 した場合の水素

製造 コス トと電力価格 との相関を図3に 示 し

た。この場合,電 力価格が4円/kWhで あって

も,電 解酸素利用石炭ガス化法による水素価

格は,16.76円/Nm3で あ り,深冷分離酸素利

用ガス化法か らの水素製造 コス ト17.25円/

Nm3と 比べ,僅 かに安価になっている。電解

水素は,電 力価格が1.6円/kWh以 下でないと

深冷分離酸素利用石炭ガス化法による水素 と

競争できないことを示 している。

③CO2回 収処理を行 うケースのプラン トコ

ス トと水素製造 コス ト

図4に,地 域補正や海外設備調達などによ

価

㏄

舖

卸

篇

却

隠

旧

㏄

㎝

電
力
価
格
(円
/

k
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)

■11

石炭 価格=1,500円/ト ン
」ぐ 〉
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水 素 製 造 コ ス ト(円/N㎡)

35,00 40,00a

図2電 力 価 格 と水 素 製 造 コ ス ト

CO2回 収処 理 の な い ケー ス

(水 素 生 産 量=5,000,000Nm3/day)

電
石

妬

姻
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舗

価

四

隠

田
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/
k
W
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肪

㏄
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石 炭価格 司,500円/ト ン

CO2回 収処 理費=5,000円/ト ン
電解酸素利用

石炭ガス化法 深冷分離酸素利用

石炭ガス化法＼ 《

r
)

/

ノ L /
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＼ 電気分解水素製造法

κ 、レ

15.00 20.0025.0030.00

水 素 製 造 コ ス ト(円/N㎡)

図3電 力 価 格 と 水 素 製 造 コ ス ト

CO2回 収処 理 を行 うケ ー ス

(水 素生 産 量=5,000,000Nm3/day)

35.00 40.00
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図4プ ラ ン ト コ ス ト と 水 素 製 造 コ ス ト

CO2回 収 処 理 を行 うケ ー ス

(水 素 生 産 量=5,000,000Nm3/day)

石 炭価 格 一1,56・ 円/ト ン,'動 価 格 一2.5円/kWhl

co2回 収処 理費 用=5,boo円/ト ン_

/
深冷分離酸素利用石炭ガス化法

ノ＼
電気分解水素製造法
1 μ

!
＼
電解酸素利用石炭ガス化法

t

るプラン トコス ト変動が,水 素製造 コス トに

与える影響について示 した。前提 として,海

外の水力発電の発電 コス トは,2～2.5円/

kWhの ところ も多いことか ら電力価格 を2.5

円/kWh,石 炭価格 を1,500円/ト ンとして計

算 した。なお,図4の グラフにおいて各プロ

セスのプラン トコス ト最高値が表6の 値であ

る。プラン トコス トの変化に対する水素製造

コス トの変化 は3種 類 とも同 じ傾向である

が,電 解酸素利用ガス化法が一番有利である

ことを示 している。

3.5経 済性感度解析結果の まとめ

図2～4は,3種 類のプロセスにおける水

素製造 コス トについて,環 境負荷が最 も小さ

い自然再生エネルギーか らの電力を用いる電

解水素製造法は,水 素製造 コス トにおいて深

冷分離酸素利用石炭ガス化法に対 して競合不

能であるが,副 生 される酸素 を石炭ガス化に

用い,石 炭ガス化プロセスから生産される水

素 と電解から生産 される水素 を混合利用する

ことに より競合可能 となることを示 してい

る。 また,電 力価格が2円/kWh以 下では,

CO2の 回収処理 を行わない場合にも,深 冷分

離酸素利用石炭ガス化法 よりも経済的に有利

なことを示 している。

4.メ タ ノ ール 製 造 プ ロセ ス に つ い て

水素 をエネルギー として使用するインフラ

が未整備の現状においては,第3章 に示すプ

ロセスから製造された水素 を海外の産炭地か

ら消費地に輸送す るには,メ タノールかヂメ

チルエーテル(=DME)に 変換 して運搬す

る方法が考 えられる。さらに,メ タノールや

DMEは,低 公害輸送用燃料 としても,ま た,

近い将来の燃料電池用燃料 としても有望視 さ

れていることか ら,メ タノール製造プロセス

についての経済性検討を行った。

4.1メ タノール製造3プ ロセスのフロー

電解による水素 とCO2を 利用 してメタノー

ルを製造するプロセス,通 常の深冷分離酸素

を用いる石炭 ガス化 メタノール製造プ ロセ
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ス,電 解 による酸素 と水素 を用いる石炭ガス

化 メタノール製造プ ロセスについて検討 を

行った。各フロー を図5に 示 した。

① 電解水素メタノール製造 プロセス

3.1で紹 介 した電解水素製造プ ロセスか ら

の水素 を用いて,CO2か らメタノールを製造

するシステム とした。電解水素 とCO2は,メ タ

ノール合成触媒が充填 されたメタノール反応

塔でメタノールとな り,反 応副生物の水は脱

水塔で除去 されて製品メタノールとなる(図

5の1)。

1.電 解 水 素 利用 メ タ ノー ル製 造 プ ロセ ス

魎
レ

メタノール反応塔 脱 水 塔
炭酸ガス

レ レ

レ

製品メタノール

2.深 冷分離酸素利用石炭ガス化 メタノール製造プ ロセス

石炭
石炭ボイラ

蒸気

空気

深冷分離装置

深冷分離酸素

炭

気

石

蒸

L瞬

石炭ガス化炉 熱回収・ガス精製設備

レ

)

酸性ガス除去塔 CO転 化器ぐ ▲ ぐ

↓

メタノール反応塔 脱 水 塔 製晶メタノール

3.電解酸素利用石炭ガス化 メタノール製造 プロセス

画
炭

気

石

蒸

璽 鵬 ・タ・一ル1

図5メ タ ノ ー ル 製 造 プ ロセ ス フ ロー
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水素 とCO2と のメタノール化反応は,以 下

の とおりである。

CO2十3H2→CH30H一 トH20

② 深冷分離酸素利用石炭ガス化メタノール

製造プロセス

図5の2に プロセスフロー を示す。 このフ

ローは,深 冷分離酸素利用石炭ガス化水素製

造プロセス とCO転 化器に入 る前 まで同 じで

あるが,合 成ガス(CO十H2)か らのメタノー

ル化反応は,

CO十2H2→CH30H

であるために,COと 水素の容積比率が1:2

になるように,ガ ス化ガスの45.5%がCO転 化

器に入 り,COは 水 と反応 して水素 とCO2に 変

わる。残 りの54.5%の ガス化ガスがCO転 化器

をバイパスし,CO転 換器出ロガスと合流 し,

CO2除 去のために酸性ガス除去塔に導かれ,

CO2が 除去 され,COと その2倍 量の水素は,

メタノール合成触媒が充填 されたメタノール

反応塔でメタノール とな り,そ の後,反 応副

生物の水は脱水塔で除去 され,製 品メタノー

ル となる。

③ 電解酸素利用石炭ガス化 メタノール製造

プロセス

図5の2に プロセスフローを示す。電解酸

素利用石炭ガス化水素製造プロセス とCO転

化器に入る前 まで同 じであるが,ガ ス化ガス

(=合 成ガス)の17%がCO転 化器に入 り,CO

は水 と,

CO十H20→CO2十H2

の反応によって,水 素 とCO2に なる。残 りの

83%の ガス化ガスがCO転 化器をバ イパス し,

CO転 換器出ロガスと合流し,CO2除 去のため

に酸性ガス除去塔 に導かれ,CO2が 除去 され,

COと 水素になる。ここで電解副生水素 と混合

され,COと そ の2倍 量 の 水 素 ガ ス とな る。そ

の 後 メ タ ノー ル 反 応塔 を経 て脱 水 塔 で脱 水 処

理 さ れ,

CO+2H、 →CH,OH

の 反 応 に よ り製 品 メ タ ノー ル と な る。

4.2メ タ ノー ル製 造3プ ロセ ス の物 質 ・熱 収 支

深 冷 分 離 酸 素 利 用 及 び電 解 酸 素 利 用 に よ る

石 炭 ガ ス 化 メ タ ノー ル 製 造 プ ロ セ ス に つ い

て,メ タ ノー ル 生 産 量2,400ト ン/日 の 各 ユ

ニ ッ トプ ロ セ ス の 入 口 ・出 口の 物 質 収 支 を そ

れ ぞ れ 表8,表9に 示 した。

4.3メ タ ノ ー ル製 造 コ ス トの 試 算 結 果

表10に,前 章 同様,既 存 海 外 文 献 の プ ラ ン

トコス トをべ 一 ス に 国 内価 格 に換 算 し,3種

類 の メ タ ノー ル 製 造 プ ロ セ ス 設 備 コス トを示

した。な お,表10に お い てCO2と 電 解 水 素 か ら

メ タ ノー ル を 製 造 す る プ ロセ ス の 設備 コ ス ト

は,合 成 ガ ス か らの メ タ ノー ル 合 成 プ ロセ ス

の 設備 コ ス トと同 じ と仮 定 し た。

また,表11に メ タ ノー ル 製 造3プ ロセ ス に

つ い て,耐 用 年 間 平 均 の メ タ ノー ル 製 造 原 価

を示 し た。

算 出 に は,表8～9の 物 質 収 支 デ ー タ と表

10の 設備 コ ス トデ ー タ を用 い,メ タ ノー ル の

生 産 は 産 炭 地,そ の 他 の 条 件 は水 素 製 造 の経

済 性 検 討 と同様 に,メ タ ノー ル 生 産 量2,400ト

ン/日,石 炭 価 格 を トン 当 り1,500円,プ ラ ン

トの 耐 用 年 数14年,金 利 を4%,修 繕 費 を建

設 費 の3%,保 険 料 を簿 価 の0.77%,固 定 資

産 税 を簿 価 のL4%,イ ン フ レ率0%,電 力 価

格4円/kWhと した 。また,プ ロ セ ス で 発 生 す

るCO2は,水 素 製 造 の 経 済1生検 討 と同 様 に 回

収 処 理 す る と して,回 収,処 理 コ ス トをCO21
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表8深 冷 分 離 酸 素 利 用 石 炭 ガ ス化 メ タ ノ ール 製 造 プ ロセ ス の 物 質 収 支 表

(基準=メ タノール生産量=2,400t/day)

工程番号 1 2 3 4 5 6 7

物 質 名
深冷分離

酸素

ガス化炉用

原料炭

噴霧 ・冷却用

スチーム

ガス化 炉

出ロガス

CO転 化器用

スチー ム

CO転 化器

入 ロガ ス

CO転 化器

出ロガス

状 態 ガ ス 固 体 ガ ス ガ ス ガ ス ガ ス ガ ス

元素等 分子量 レmol/d mol.% t/d mol.% t/d mol.% t・mol/d moL% tmol/d moL% tmol/d moL% しmol/d mol.%

H2 2.0 90.0 32.9 41.0 17.1 102.4 42.7

CO 28.0 136.3 49.8 62.0 25.8 0.6 0.3

CO2 44.0 ユ3.4 4.9 6.1 2.5 67.5 28.1

CH4 16.0 0.5 02 0.2 0.1 0.2 0.1

COS 60.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

H2S 34.1 0.7 0.3 0.3 0.1 0.3 0.1

02 32.0

1

57.6 99.0

H20 18.0 1,196 100 30.4 11.1 98.9 100 129.3 53.9 67.9 28.3

CH30H 32.0

C-C 12.0 1,823 76.2

C-H 2.0

.

112 4.7

C-N 28.0 29 1.2

C-S 32.1

.

24 1.0

C-0 32.0 191 8.0

灰 分 213 8.9

合 計 58.1 100 2,392 100 1,196 100 273.6 100 98.9 100 240.0 100 240.0 100

工程番号 8 9 10 11 12 13 14

物 質 名
CO転 化器

バ イパスガス

酸性ガス除去塔

出ロガス

酸性ガス除去塔

除去ガス

メタノール反応塔

入ロガス
製品メタノール 回収硫黄 回収二酸化炭素

状 態 ガ ス ガ ス ガ ス ガ ス 液 体 固 体 液 体

元素等 分子量 しmo1/d moL% tmol/d moL% t・mo1/d moL% トmol/d moL% t/d wt.% t/d wt.% tmol/d moL%

H2 2.0 49.1 37.0 149.9 66.1 149.9 66.4

CO 28.0 74.3 56.1 74.9 33.0 74.9 33.2

CO2 44.0 7.3
1

5.5 0.5 0.2 74.8 99.0 0.5 02 74.8 100

CH4 16.0 0.3 0.2 0.3 0.1 0.3 0.1

COS 60.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

H2S 34.1 0.4 0.3 20ppm 0.7 1.0

02 32.0

H20 18.0

CH30H 32.0 2,400 100

C-C 12.0

C-H 2.0

C-N 28.0

C-S 32.1 23.2 100

C-0 32.0

灰 分

合 計 132.5 100 226.9 100 75.5 100 225.6 100 2,400 100 23.2 100 74.8 100
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表9電 解 酸 素 利 用 石 炭 ガ ス 化 メ タ ノー ル 製 造 プ ロセ ス の 物 質 収 支 表

(基準=メ タノール生産量:2,400t/day)

工程番号 1 2 3 4 5 6 7

物 質 名
電気分解

水素

電気分解

酸素

ガス化炉用

原料炭

噴霧 ・冷却用

スチー ム

ガ ス化炉

出 ロガ ス

CO転 化 器用

スチーム

CO転 化器

入 ロガス

状 態 ガ ス ガ ス 固 体 ガ ス ガ ス ガ ス ガ ス

元素等 分子量 伽ol/d moL% むmol/d mol.% t/d moL% t/d mol.% しmol/d moL% tmol/d mol.% しmol/d mol.%

H2 2.0 76.0 100.0 59.5 32.9 10.1 5.2

CO 28.0 90.1 49.8 15.3 7.9

CO2 44.0 8.8 4.9 1.5 0.8

CH4 16.0 0.3 0.2 0.1 0.0

COS 60.1 0.0 0.0 0.0 0.0

H2S 34.1 0.5 0.3 0.1 0.0

02 32.0 38.0 100

H20 18.0 790.2 100 20.1 11.1 145.3 100 165.3 85.8

CH30H 32.0

1

C-C 12.0 1,204 76.2

C-H 2.0 74 4.7

C-N 28.0 19 1.2

C-S 32.1 16 1.0

C-0 32.0

.

126 8.0

灰 分

I

I

141 8.9

合 計 76.0 100 38.0 100 1,580 100 790.2 100 180.7 100 145.3 100 192.6 100

工程番号 8 9 10 11 12 13 14 15

物 質 名
CO転 化器

出ロガス

CO転 化器

バイパスガス

酸性ガス除去塔

出ロガス

酸性ガス除去塔

除去ガス

メタノール反応塔

入 ロガ ス
製品メタノール 回収硫黄 回収二酸化炭素

状 態 ガ ス ガ ス ガ ス ガ ス ガ ス 液 体 固 体 液 体

元素等 分子量 t・mol/d mo1.% 卜mol/d mo1/% t-mo1/dmoL% t・mo1/d moL% t・mo1/d moL% t/d wt.% t/d wo.% t釦ol/d moL%

H2 2.0 25.3 13ユ 49.4 37.0 73.9 49.1 149.9 66.6

CO 28.0 G.2 0.1 74.8 56.1 74.9 49.8 74.9 33.2

CO2 44.0 !6.7 8.6 7.3 5.5 0.2 0.1 24.0 97.9 0.2 0.1 24.0 100

CH4 16.0 0.1 0.0 0.3 0.2 0.3 0.2 0.3 0.1

COS 60.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0」

H2S 34.工 0.1 0.0 o.4 0.3 20ppm 0.5 2.0

02 32.0

H20 18.0 150.2 78.0

CH30H 32.0 2,400.1 100

C-C 12.0

C-H 2.0

C-N 28.0

C-S 32.1 15.3 100

C-0 32.0

灰 分

合 計 192.6 100 133.4 100 150.5 100 24.5 100 225.3 100 2,400.1 100 15.3 100 24.0 100
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表10メ タ ノ ール 製 造 プ ロセ ス 設 備 コス トの 試 算 結 果

(メタノール生産量=2,400t/day)
(単位:億 円)

プ ロセス

設 備 名
電解水素法

深冷分離酸素利用
石炭ガス化法

電解酸素利用
石炭ガス化法

石炭前処理 115 80

石炭ガス化 255 180

熱回収/ガ ス精製 215 150

熱回収

水洗浄

酸 性ガス除去

空気分離 230

電気分解 550 200

メ タ ノー ル製 造 100 100 100

水処理/排 水/ボ イラ等 70 90 60

タ ン クヤ ー ド 80 35 30

その他 30 70 50

合 計 830 1,110 850

表11メ タ ノー ル 製 造3プ ロセ ス の経 済 性 検 討 結 果

(メタノール生産量=2,400t/day)

モ ー ド
部分燃焼 ガス化法

(深冷分離法)
部分燃焼ガ ス化法

(電解酸素法)
電解酸素製造法

項 目 単価/方 式

1

年間数量
年間経費
(100万 円) 年間数量

年間経 費
(100万 円) 年間数量

年 間経 費

(100万 円)

1.変 動 費

原料石炭(DryBase)孝 1,500円/ton 797×103ton 1,196 527×103ton 790 0 0

用役

工業用水 13.75円/ton 5,200×103ton 72 4,800×103ton 66 2,000×103ton 28

燃料 214円/106kca1 1,440×109kca1 309 640×109kcal 137 0 0

触媒 ・ケ ミカルズ 円/kg
一 237 一 229 一 30

電力 4.0円 側 0 0 2,159×106憾V・h 8,636 12,759×106憾V・h 51,036

CO2 0円/ton 一 一 一 }

1,099×103ton 0

変動 費小計(A) 1,813 9,858 51,093

2.固 定 費

人件費 780万 円/入 ・年 80人 624 45人 351 25人 195

資本費

減価償却費 建設費×8.92%
'建 設費

:- 9,901
'建設 費:'

7,582
'建設 費:'

7,404

金利

修繕費

4%

建設費×3.0%

1,110億 円

簿価:

.611億 円.

一

3,330

850億 円

簿価:
468億 円.

一

2,550

830億 円

簿価:
457億 円.

『

2,490

保険費 簿 価 ×0.77% 470 360 352

固定資産税 簿価 ×L4% 855 655 639

諸雑費
一般管理費

建設費×0%

人件費×20,0% (人件費:624百万円)

0

125 (人件費:351百万円)

0

70 嶋 翫円)
0

39

固定 費小 計(B) 15,305 11,568 11,118

3.CO、 回 収 ・処 理 費

CO2回 収費 3,000円/ton 1,371×103ton 4,114 413×103ton 1,239 0 0

CO2処 理費 2,000円/ton 同上 2,743 同上 826 0 0

回収処理費小計(C) 6,857 2,065 0

年間総経 費 ⑪=(A)+(B)+(C) 23,974 23,491 62,211

年間 メタノー ル製造量(E) 800×103ton

メタノー ル製造 原価(F)=⑪/(E) 29.97円/kg29.36円/kg77.76円/kg

*DryBase:無 灰 状 態

一42一
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トン あ た りそ れ ぞ れ3,000円,2,000円 を計上

し た。

表11の 変 動 費 の 中 の 燃 料 は,表7と 同 様 に,

ガ ス化 原 料 と な る石 炭(発 熱 量HHV=7,340

kca1/kg)を 用 い る と し てCO2発 生 量 を 計 算

し,ガ ス化 か ら のCO2に 加 えて 回収 ・処 理 費 用

を求 め た。

4.4メ タノール製造3プ ロセスの経済性につ

いての感度解析結果

①CO、 回収処理 を行わないケースの電力価

格とメタノール製造 コス ト

メタノール製造 コス トと電力価格 との相関

関係を図6に 示 した。電解酸素 を用いる石炭

ガス化メタノール製造プロセスの製造 コス ト

が,深 冷分離酸素利用石炭ガス化プロセスの

製造コス トより安価 となるのは,前 章の水素

製造 と同様,電 力価格が2円/kWh以 下の と

きである。電解水素 とCO2よ り作 られるメタ

ノールは,2種 類の石炭ガス化プロセスから

作 られるメタノールよりも高価で,電 力価格

が1円/kWhで もメタ ノール製造 コス トは

29.92円/kgと 電力価格 が4円/kWhの 電解

酸素利用石炭ガス化 メタノール製造プロセス

か ら作 られ るメタノール価格26.78円/kgよ

りも高い価格 となっている。

②CO2回 収処理を行 うケースの電力価格 と

メタノール製造 コス ト

CO2回 収処理 費用 を計上 した場合の メタ

ノール製造 コス トと電力価格 との相関を図7

に示 した。電力価格が4円/kWhで あっても,

電解酸素利用石炭ガス化法によるメタノール

価格は,29.36円/kgで あって深冷分離酸素利

用 ガス化 法か らの メタ ノール製 造 コス ト

29.97円/kgと 比べ僅かに安価である。電解水

素 とCO2か ら作 られるメタノールは,CO2費

用がゼ ロに もかかわらず,電 力価格が1円/

kWh以 下でない と石炭ガス化 メタノール製造

プロセスからの メタノールとは競争が困難な

ことを示 している。

③CO2回 収処理を行 うケースの プラン トコ

ス トとメタノール製造 コス ト

図8に,地 域補正や海外設備調達などによ

るプラントコス トの変動が,メ タノール製造
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50.0095.0060.GO

図8プ ラ ン トコ スFと メ タ ノ ー ル 製 造 コ ス ト

CO2回 収 処理 を行 うケ ー ス

(メ タ ノー ル生 産 量:2,400t/day)

コス トに与える影響について図示 した。前章

の図4同 様,電 力価格 を2.5円/kWh,石 炭価

格 を1,500円/ト ンとして算出 した(図8の グ

ラフにおいて各プロセスの コス ト最高値が表

10の値である)。図8か ち,プ ラン トコス トの

変化に対す るメタノール製造 コス トの変化は

3種 類 とも同じ傾 向にあるが,電 解酸素利用

石炭ガス化法が一番有利であることを示 して

いる。

4.5経 済性感度解析結果の まとめ

図6～8は,3種 類の製造プロセスか らの

メタノール製造 コス トに関 して,環 境負荷の

最 も小 さい自然再生可能エネルギーか らの電

力を用いる電解水素 とCO2を 反応させ るメタ

ノール製造プロセスでは,深 冷分離酸素利用

石炭ガス化法に対 して競合困難なことを示 し

ている。 しか し,電 解酸素利用石炭ガス化法

であれば,電 解プロセスか らの酸素を石炭ガ

ス化に用い,ガ ス化プロセスから生産される

一44一 季報エネルギー総合工学



水素,COと,電 解か ら生産され る水素を混合

利用することによって,深 冷分離酸素利用石

炭ガス化法 と競合可能なことを示 してお り,

電力価格が2円/kWh以 下ではCO2の 回収処

理 を行わない場合にも有利になっている。

5.ま と め

石炭ガス化の総合熱効率は,深 冷分離酸素

を用いるケースが72.4%,電 解酸素を用いる

ケースが83.6%と,11%も 良 くなっている。

この効率の差が反映 され電解に よる コス ト

アップを吸収 し,か つ,併 産 される水素が利

用 されることから,電 解酸素 ・水素利用石炭

ガス化プロセスの導入可能性が高いことが,

今 回実施 した一連の試算に よって明 らか と

なった。

水素製造や メタノール製造において電力価

格が2円/kW以 下のケースでは,深 冷分離法を

用いる現状の石炭ガス化 システムよりも電解

酸素 ・水素 を用 いる石炭ガス化 システムが経

済性に優れ,CO2回 収処理 を必要 とする場合

には,電 力価格が4円/kWで も経済的に優れて

いる結果 となった。このことは,水 力の豊富

なカナダや イン ドネシア等の産炭地で電解酸

素 ・水素 を用いる石炭ガス化 システムを用い

たメタノール製造の立地可能性 を示 している

と考えられる。

また,本 試算結果は,自 然再生可能エネル

ギーか ら作 られた電力による電解酸素 ・水素

を石炭ガス化 ガスに使用することによって,

ガス化原料石炭の熱量を20%程 度嵩上げした

クリンガス(COと 水素の混合 ガス)や メタ

ノールの生産を可能 とす るため,石 炭のCO2

排出量 を石油並に削減で きることも示 してお

り,次 世代の石炭転換プロセスとなる可能性

を示唆す るもの と考えている。

鋭
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磁気冷凍法による水素液化技術の

基礎研究開発

革新的な液化技術の実現を目指 して

上 岡 英 之(働 エネルギー総合工学研究所WE-NETセンター 主任研究員)

1.は じ め に

当研究所は,平 成12年 度よ り,米 国のクラ

イオ ・フユーエル ・システム社 と磁気冷凍法

による水素液化技術の研究開発に取 り組んで

いる。

磁気冷凍法により常温から水素 を液化する

技術は,既 存のガスサイクル冷凍技術 に対 し

て,高 いプロセス効率 と経済性の向上が期待で

きる,世 界的に研究報告例がない技術である。

本研究開発は,当 所が新エネルギー ・産業

技術総合開発機構(NEDO)か ら受託 した

「水素利用国際 クリーンエネルギー システム

技術(WorldEnergyNetwork:WE-NE

T)第II期 研究開発」の一環 として実施 され

ている。

本研究開発の目的は,室 温の水素 を磁気冷

凍法のみによる液化の可能性 を検証 し,実 用

化研究のための技術開発課題の抽出にある。

2.基 礎研 究テーマの選定理由

(1)液 体水素の優位性

水素は,液 体,圧 縮水素,水 素吸蔵合金な

どの形態で貯蔵することがで きる。液体水素

以外での貯蔵は,エ ネルギー密度が相対的に

低いため,容 積および重量エネルギー密度が

重視 される用途には,使 用条件の観点から,

液体水素の形による貯蔵が選ばれる。

表1は,水 素吸蔵合金 タンク(MHタ ンク),

圧縮水素 ボンベおよび液体水素タンクについ

て水素貯蔵重量%,貯 蔵容積効率 の比較 を

行った例 である。本表か ら,水 素を貯蔵 ・輸

送す る場合,液 体水素の形態が,単 位重量 ・

容積当 りの貯蔵量が大 きく,積 載重量 ・容積

を小 さくできるため有利なことが分かる。

表1固 体高分子型燃料電池車用水素タンク比較

MHタ ング 圧縮ボンベ** 液体水素タング

水素貯蔵量kg

Nm・

1

5

56

5

56

(250kg/c㎡)

5
56

(70L)

容器サイズL 160 277 140

容器重量kg

50

(タンク重量)

170恰 金)

68

(ボンベ重量)

50

(総重量)

水素貯蔵重量% 合金3

総重量2.3

6.8 10

貯蔵容積効率

9(H、)/L
31.3 18.1 35.4

*:タ ス ク11調 査WG試 算 例

**:DynetekIndustriesLtd
.(カ ナ ダ)

水素は,現 状,圧 縮水素 と液化水素の2形

態で貯蔵 される割合が高い。水素の圧縮 液

化に要す るエネルギー を比較す ると,液 化工
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ネ ル ギ ー は 圧 縮 エ ネ ル ギー よ り大 き くな る。

液 体 水 素 を選 択 す る うえ で,こ の液 化 エ ネ ル

ギー を いか に小 さ くで き るか が 重 要 な 課 題 の

1つ で あ る。

図1に,水 素 を25MPaに 圧 縮 した場 合 と液

化 した 場 合 に お け る圧 縮 液 化 エ ネ ル ギー を

比 較 した 。25MPaま で の圧 縮 エ ネ ル ギ ー は 約

0.5kWh/Nm3,液 化 エ ネ ル ギー は1.27～1.98

kWh/Nm3で あ り,水 素 液 化 に は圧 縮 エ ネ ル

ギー の 約2～4倍 の エ ネ ル ギ ー が 必 要 で あ

る。 な お,水 素 液 化 装 置 は,一 般 的 な 水 素 膨

張 タ イプ の もの を対 象 と して い る。

約0.5

kWh/N㎡

25MPa

圧縮

D竃 縮エネルギ})

レシプロ式

水素圧縮機

素

ス

水

ガ

縮

素

圧
水

液化

鷹
}

水素膨張型

液化装置

(=液 化 エネルギー)

「 憲齋 一

__塗竺 量一

体

素

液
水

気冷凍法による水素液化装置のプロセス効率

は約60%と された。表2の とお り,既 存のガ

表2磁 気冷凍技術の経済性調査結果

水素液化規模300t/日

磁気冷凍* ガスサイクル冷凍**

プロセス効率% 60 45

設 備 費% 30 100

*平 成9年 度FS実 施時の設計 レベ ル

**平 成10年 度サブ タスク3
,全 体 システム概念設計値

図1液 化 ・圧縮エネルギーの比較

この液化エネルギー を圧縮エネルギー と同

等程度 まで減少できれば,液 体水素の利用価

値が高 り,液 体水素の もつ優位性 を発揮させ

うるもの と期待 される。

(2)水 素液化における磁気冷凍技術の有望性

クライオ ・フユーエル ・システム社の創設

者にしてビクトリア大学低温工学専攻のジョ

ン ・バークレイ教授 らにより,平 成9年 度に

実施 された新技術提案 「磁気冷凍技術 による

大規模な水素液化の経済性調査」の結果,磁

第23巻 第4号(2001)

スサイクル冷凍技術を用いた研究開発 による

液化設備のプロセス効率が約45%で あるのに

対 して,磁 気冷凍を応用 した水素液化装置の

効率は,約60%が 期待できるため,液 化エネ

ルギーを在来液化機 より小 さくす ることが可

能である。

この磁気冷凍水素液化装置が実現で きれ

ば,圧 縮エネルギー と同等程度のエネルギー

で液体水素が得 られる可能性があ り,液 体水

素 を選択す る意義が大 きくなる。 また,在 来

液化機に比べ,低 コス ト水素液化 システムの

実現が期待できる。

WE-NET第II期 研究開発 における300

t/日の水素液化設備 の開発では,遠 心式水素

圧縮機 などの各要素技術の向上 を目指す研究

開発 を行 うことを前提 として,表2に 示す約

45%の プロセス効率が期待 されている。

しか しながら,50%以 上のプロセス効率 と

設備 コス トの飛躍的な改善のためには何 らか

の新技術が必要 と考えられる。その一つが磁

気冷凍法による水素液化技術である。

3.磁 気冷凍法 による水素液化技術

(1)在 来型水素液化システム とその効率

従来の水素液化方法は,往 復 コンプレッサ
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も し くは 遠 心 コン プ レ ッサ,ジ ュ ー ル ・ トム

ソ ン膨 張弁,タ ー ビ ン,熱 交 換 器,絞 り弁 な

ど,多 くの コ ン ポ ー ネ ン トを組 み 合 わせ た複

雑 な 熱 力 学 シ ス テ ム で あ り,そ れ ら の コ ン

ポー ネ ン トは そ れ ぞ れ 個 別 の コ ス トが か か

り,総 合 効 率 と シス テ ム の信 頼1生 を分 担 し て

い る。

水 素 液 化 機 は,現 在,世 界 中 に さ ま ざ ま な

規 模 の もの が 存 在 す る。 例 えば,大 型 液 化 プ

ラ ン ト と して,エ ア ー ・プ ロ ダ ク ト・ア ン ド・

ケ ミカ ル ズ社 の ニ ュ ー オ リン ズ ・プ ラ ン ト,

エ アー ・リキ ッ ド ・ワ ジ ェ プ ラ ン ト,日 本 で

は太 平 洋 水 素 の プ ラ ン トな どが 存 在 し,そ れ

ぞ れ の 液 化 規 模 と推 定 プ ロセ ス効 率 は,表3

の とお りで あ る。

大 型 設 備 の大 部 分 は,ク ロー ド ・サ イ クル

表3大 型水素液化プラントの例

社 名 APCI エアー リキッ ド 太平洋水素

所 在 地 米国 ニュー才リンズ フランス,ワ ジェ 日本,大 分

液化能力t旧 54.4 10 1.5

型 式 水 素 クロー ズ ドサ イ クル

稼 動 年 1966.1977 1987 1987

効 率% 約32 約28 約22

出所:NEDOサ ブタス ク5平 成5年 度成果報告書より作成

をべ 一 ス に して お り,気 体 の 圧 縮 ・膨 張 を基

本 に して い る こ とか ら類 似 し た コン ポ ー ネ ン

トで構 成 さ れ て い る。そ の 一 例 を図2に 示 す 。

そ れ よ り小 規 模 の 水 素 液 化 機 は,ク ロー ド/

J-Tサ イ クル あ る い は ス ター リン グサ イ ク ル

のヘ リウム 冷 凍 機 をべ 一 ス に し た もの が あ る。

米 国 の ナ シ ョナ ル ・イ ンス テ ィ テ ユ ー ト ・

オ ブ ・ス タ ン ダー ド ・テ ク ノ ロ ジー(NIST)

L

窯素サイクル

圧縮機/

原料水素ガス

メタン

気液分離

〆!1「 高温 部
コール ドボ ックス

」

膨張エンジン

＼ 低温部

コール ドボックス

液体水素

球形タンク

出展:NEDOサ プタスク5平 成6年 度成果報告書

図2APClニ ュ ー オ リンズ ・プ ラ ン ト水 素 液 化 プ ロセ ス の 概 略 フ ロー
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イスが強磁 性体 で発見した ものである。磁性

体である強磁性ニ ッケルに磁場 をかけた り取

り除いたりすると,強 磁性ニッケルが可逆的

に熱 した り冷めた りする磁気熱量効果現象を

実験で観察 した。ジオークとデバイによ り,

1926年,磁 気冷却の提案が行われ,1933年,

0.26K(OK=-273℃)の 極低温が磁気冷却

により達成 された。

1960年 代 に発達 した超伝導磁石技術によっ

て,数 テスラ(T)か ら数10Tの 高い磁場が

使用できるようにな り,よ り高性能の断熱消

磁が可能 となった。

この時期,磁 気冷却は,物 理学上の研究用途に

1K以 下の極低温を作 り出す目的で研究された

が1970年 代中頃からは1Kよ り上の低温や室

温以上の温度から効率的に冷却できる可能性を

秘めた技術 として研究されるようになってきた。

なお,日 本における磁気冷凍の研究は,1978

年に始 まった東工大での 「誘電冷凍および磁

気冷凍の研究」が創始 とも言われている。1980

年代には,東 工大,旧 科学技術庁金属材料技

術研究所などで磁性材料等の基礎研究が行わ

れ,さ らに1990年 代にかけて重電メーカなど

により後に述べ る磁性体静止型磁気冷凍機の

研究等が行 われてきた。

最近の研究では,金 属材料技術研究所が米

航空宇宙局(NASA)な どと共同で観測衛

星に搭載する赤外線センサーの冷却装置 とし

て磁気冷却装置の開発 を行 ってお り,ま た中

部電力と東芝の共同開発では,フ ロンを使用

しない次世代冷凍 システムとして磁気冷凍技

術研究開発が実施 されている。

(3)原 理と特徴

冷凍機 は,冷 媒が低温の熱源か ら熱を吸収

して高温部へ熱を放出するサイクルで作動す

る。従来のガスサイクル冷凍機では,ガ スが

冷媒であ り,熱 の吸収 と放出に必要な温度変

化をガスの膨張 ・圧縮によって発生させ る。

これに対 して,磁 気冷凍機では,冷 媒は磁

性材料で,熱 の放出と吸収は,磁 化 と消磁に

よる磁性冷媒の温度変化によって得 られ る。

断熱磁化 と消磁 を繰 り返すことにより磁気冷

凍が達成 されるのである。

以上のことか ら,磁 気冷凍法の冷却原理は

図5の とお り,ガ スの膨張 ・圧縮 を磁性材の

磁化 ・消磁 に置 き換えたものと考 えることが

できる。

特徴 としては,下 記のことがあげられる。

① 原理的に効率が高 く,小 型化が可能であ

り,低 コス ト化が期待できる。

・高いエン トロピー密度

・磁気熱量効果による磁性体 内部の温度変

化が一様で,瞬 時に生ずる現象 を利用す

るため,従 来のガスサイクル冷凍に対し

て,コ ンプレッサーが不要でエネルギー

損失が少ない。

② 磁気熱量効果が小さいことか ら,十 分な

磁気熱量効果 を得るためには,数T以 上の

磁界 と適正な磁性材料が必要である。

(4)プ ロセ ス効 率 の 寒 義

これ ま で に使 わ れ て きた プ ロ セ ス効 率 とは

カ ル ノー 効 率 ηで あ り,次 式 で定 義 され る。

η=Wmi./Wact×100〔%〕

Wmi.:理 論 最 小 動 力 〔W〕

Wact:実 際 の プ ロ セ ス の 消 費 エ ネ ル ギー

〔W〕

冷 凍 ま た は液 化 の 場 合 の理 論 最 小 動 力 は,

次 の よ うに求 め られ る。
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ガスサイクル冷凍

発＼L]

〆 ＼

闘 幽　 首 ∴

磁 気 冷 凍

発熱煙1

〆 ＼

購↑
断 熱 磁 化 断 熱 消 磁

吸 熱

出展:「 磁気冷凍の研究動向」沼澤健則

図5磁 気冷凍 とガスサイクル冷凍の比較

【冷 凍 理 論 最 小 動 力 】

冷 凍 の た め に 必 要 な理 論 最 小 動 力 は,基 準

点 の 温 度,冷 凍 温 度 お よび 冷 凍 能 力 か ら,次

式 の よ っ て求 め られ る。

Wmin=(T。-T)/T×W,ef

Wmi.:理 論 最 小 動 力 〔W〕

T。:基 準 点 で の 温 度(=300K)〔K〕

T:冷 凍 温 度 〔K〕

W,,f:冷 凍 能 力 〔W〕

【液 化 理 論 最 小 動 力 】

液化 の た め に 必 要 な理 論 最 小 動 力 は,エ ク

セ ル ギー を用 い て 算 出 す る こ とが で き る。

エ クセ ル ギ ー とは,あ る状 態 よ り,基 準 点

で の 状 態 へ 移 行 す る ま で に 得 ら れ る 最 大 仕

事,あ る い は 基 準 点 状 態 よ り,あ る状 態 へ 移

行 させ る の に 必 要 な最 小 動 力 を表 す 。 通 常 基

準 点 に は,仕 事 と して は外 部 へ 何 も取 り出せ

な い 状 態 とい う観 点 か ら,常 圧,常 温 状 態 を

採 用 す る。

圧 力P1,温 度T、 で の エ クセ ル ギーe1は 次

式 で 表 さ れ る。

e1=H1-Ho-To(sl-so)

e、:圧 力P1,温 度T1状 態 の エ クセ ル ギー

第23巻 第4号(2001)

〔J/9〕

Hl:圧 力P、,温 度T1状 態 の エ ン タル ピー

〔J/9〕

H。:基 準 と し た圧 力P。,温 度T。 状 態 の エ

ン タ ル ピー 〔J/9〕

To:基 準 の 温 度 〔K〕

s1:圧 力P1,温 度T1状 態 の エ ン トロ ピー

〔J/9K〕

s。:基 準 と した圧 力P。,温 度T。 状 態 の エ

ン トロ ピー 〔J/9K〕

前 記 に お け る冷 凍 最 小 理 論 動 力 と同 一 基 準

とな る よ う基 準 点 を1atm(101kPa),300Kと

す る。

あ る気 体 を液 化 能 力K〔g/s〕 で液 化 す る場

合 の 液 化 理 論 最 小 動 力Wmi,は,

Wmin=elK〔W〕

とな る。

(5)磁 気冷凍機の種類

種類は,磁 性体静止型と移動型に,さ らに

磁性体移動型は,上 下動型 と回転型に区分 さ

れ,3タ イプに分類できる。

① 磁性体静止型
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② 磁性体移動型 上下動型

③ 〃 回転型

① 磁性体静止型

1982年 に東工大 と東芝は共同開発により20

Kか ち4.2Kの 磁性体静止型のヘ リウム液化

試験装置 を製作 してお り,そ のカルノー効率

約50%が 確認されている。さらに,1995年 頃

には,三 菱重工業長崎研究所において,磁 気

冷凍による水素液化試験装置の研究が行われ

ていた。

このタイプは,電 磁石の磁界印加を周期的

に行い,磁 性体 に磁界変化を与えることによ

り,磁 気熱量効果 を得ている。(図6参 照)

② 磁性体上下動型

中部電力 と東芝が共同研究 を行 っている磁

気冷凍システムが このタイプで(図7参 照),

磁性体が磁界中を上下運動す ることによって

磁性体に磁界変化 を与え,磁 気熱量効果 を得

る。後述する回転型に比べ,冷 媒のシール構

造がシンプルである。

研究開発課題 としては,磁 界か ら磁化 した

磁性体 を引き抜 く際に磁性体が磁界に引き込

まれる力が作用す るため,そ の力を最小限に

する対策が必要である。また,磁 性体の形状

によっては熱交換面積が限られて くるので,

冷媒 との間で効率的な熱交換 を行わせ るため

に,磁 性材の形状などの工夫が必要 となる。

③ 磁性体回転型

ジョン ・バー クレイらにより提案 された磁

気冷凍水素液化装置がこの タイプに該 当す

る。(図8参 照)

磁性体が回転す るホイ～ルに収め られ,ホ

イールの回転により磁性体が磁界中'を移動す

ることにより連続的に磁気熱量効果が得 ら

れ,大 容量の液化に も適 している。

出展:三 菱重工業長崎研究所資料

図6磁 性体静止型水素液化磁気冷凍試験装置

冷却部

磁性体

コイル

缶 ジ ュース

排熱部

ポンプ

出展:中 部電力 ホー ムペー ジ

図7磁 性 体 上 下 動 型 磁 気 冷 凍 シ ス テ ム
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主なコンポーネン トは,

・磁性材料 を収める回転ホイール

・回転駆動装置

・磁性体 を磁化する超電導磁石システム
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・ヘ リウム ガ ス ル ー プ

・各 熱 交 換 器

で あ る。

水 素 ガ ス が 液 化 され る過 程 は,次 の とお り

で あ る。

〈 水 素 液 化 フ ロー 〉

回転 ホ イー ル 内の磁 性体 は,回 転 して磁 界 を出

入 りす る。

磁性体は,磁化領域で磁化され,磁 気熱量効果

による温度変化(発 熱)が 生じる。

発 熱 した磁 性体 は,ヘ リウム ガ スに よ り冷却 さ

れ吸 熱領域 に移 動 す る。

回転部 と静止部間の冷媒シール技術 および磁

性体が抱 え込む冷媒量の抑制技術の開発など

があげられる。

4.WE-NETプ ロジェク トにおける

磁気冷凍法水素液化技術の基礎研究

s

吸熱 領域 で は,消 磁 され た磁 性 体 に 温度 変 化

(吸熱)が 生 じ,ヘ リウムガ ス を冷 却す る。

冷 却 され たヘ リウム ガス は,熱 交 換器 で水 素 ガ

ス と熱交 換 を行 い,水 素 ガス を液化 す る。

研究開発課題 としては,最適磁性体の開発,

熱交換器

(He/系外)

(1)第II期 研究開発における位置付け

WE-NETプ ロジェク トは,旧 通商産業省

工業技術 院のニューサ ンシャイン計画の も

と,地 球規模のエネルギー ・環境問題解決に

資す るため,未 利用の形で世界に偏在す る再

生可能エネルギー を環境負荷の少ない2次 エ

ネルギーである水素に転換 し,発 電,輸 送用

燃料,都 市ガス等の広範な分野で利用するた

めの技術開発を行 うプロジェク トである。図

9にWE-NETプ ロジェク トの概念を示す。

1998年 度に1993年 度よりの第1期 研究開発

を終了し,現 在1999年 度 より5ヵ 年計画で各

要素技術開発 ・実証を行 う第II期 研究開発を

実施 している。

この第II期 研究開発の体制は,水 素エネル

・磯
.

水素ガス 入口

熱 交換器

(GH2/He)

ホイール駆動用装置

出展:NEDOサ プタスク9平 成9年 度成果報告書

図8磁 性 体 回 転 型 磁 気 冷 凍 機 の 概 念 図

第23巻 第4号(2001)
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囑
穐蕊

出展:WE-NET研 究開発資料

図9WE-NET概 念 図

零

4
.

慰

箋
・穐

短 期 ・中 期

書=闘

ギー技術の開発 を5項 目に区分 し,12の 研究

担当(タ スク)で 研究が実施 されている。

① システム研究

② 水素利用技術

③ 水素製造技術

④ 水素輸送 ・貯蔵技術

⑤ 革新的 ・先導的技術

革新的 ・先導的技術のタスクは,図9に 示

すWE-NETシ ステムの構成技術 を最適化す

るため,現 状の技術開発の対象外であるが将

来的に有望 な新技術 について調査研究 を行

い,そ の実現可能性 を確認す るとともに,WE

-NETプ ロジェクトのシステム技術に取 り入

れるべ きか否を明らかにす る役割を担ってい

る。

第1期 研究開発において,革 新的 ・先導的

技術 のタス クで実施 した34件 のフィジビ リ

ティ ・スタディの中から,ジ ョン ・バー クレ

イらによる 「磁気冷凍技術による大規模 な水

素液化 の経 済性調査」結果 が,従 来 のWE

-NETプ ロジェク トで検討 して きた気体冷媒

法に比べ高いプロセス効率 と経済性向上が期

待できること,お よび常温から水素液化温度

まで磁気冷凍法のみにより水素を液化するア

イデアが革新的技術であると評価され,関 係

方面 より高い評価 を得た。

第1期 研究開発では,大 規模 な水素液化を

前提 としていたが,第II期 研究開発では,水素

が優位性 を発揮できる分野への早期導入も視

野に入れることが重要であるとの観点から,

水素 自動車へ燃料 を供給す る水素供給ステー

ションの研究開発なども実施 されている。

これらの水素利用技術に対 して,水 素の貯

蔵 ・輸送の観点より液体水素の位置付けとし

て,短 期的 ・長期的な観点から高効率で経済

的な水素液化技術の確立が必要 であるとの結

論に至 った。
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〔短期的〕

液体水素は,水 素 自動車用燃料 として も考

慮されている。

〔長期的〕

水素大量貯蔵 ・利用に対 して,液 体水素は

重要なオプションである。

の研究成果をもとに小規模水素液化装置の製

作,試 験を行い,実 際に水素液化の検証を行

う予定である。

現状の研究概略ヌ、ケジュールは,表4の と

お り予定 している。

表4研 究概略スケジュール

(2)研 究目標

研究目標は,最 終的には室温の水素を磁気

冷凍法のみにより液化できるか どうかの実証

であるが,ま ず,第 一ステップとして,磁 気

冷凍液化装置を実現す るうえでキーポイン ト

となる要素技術研究 を行 い,年 度 ごとにその

成果を評価 しなが ら,次 のステップに進める

計画としている。なお,年 度ごとの評価結果

によっては,基礎研究の中止も当然あ り得 る。

これ らの要素技術の検証をもとに次ステッ

プとして,小 規模水素液化装置を製作 し,試

験を実施す る。最終的に,磁 気冷凍技術の成

立性を確認 し,実 用化研究に向けた技術開発

課題を抽出する。

(3)研 究開発スケジュールの概要

基礎研究の全体概略 スケジュールは,

フェーズ1要 素技術研究

フェーズII小 規模液化装置の製作,試 験

(改良を含む)お よび総合評価

に大別される。

フェーズ1で は,磁 気冷凍水素液化装置で

キーポイン トとなる要素技術研究を重点的に

行 う。要素技術研究項目としては,高 い磁気

熱量効果が得 られる磁性材料の調査,磁 性材

によるヘ リウムガス冷媒の抱え込み効果抑制

技術の研究などがある。

フェーズIIで は,フ ェーズ1で の要素技術

研究項目 H12 H13 H14 H15

〈フェー ズ1>

要 素技術 研 究 評価△

要素技術研究 評価△

要素 技術 研 究

くフェー ズII>

シス テム製作
評価△

試験
総合評価

(4)平 成12年 度の要素技術研究

本年度の要素技術研究 として,最 適磁性材

料の調査研究を実施 している。

常温(300K)か ら水素液化温度(20K)ま

で磁気冷凍法により水素液化 を行 うために,

第一に取 り組むべ き研究 として,最 適磁性材

料の探索と合成があげられた。

磁性材料は,ガ ドリニウム(Gd),ケ イ素

(Si),ゲ ルマニウム(Ge)な どの金属間化合

物 あるいは固溶体が使用され,そ れぞれの磁

性体が各冷却温度域 で最大 の磁気エン トロ

ピーを得 られるように合成 される。

水素液化 システムは,図10に 示す とお り,

現状6ス テージを予定 している。各磁性体の

配列はステージごとに異な り,さ らに特定の

ステー ジにおいても異なる磁性体が配置され

る。これは,各 磁性体 の特性,例 えば,熱 容

量や伝熱特性などが異なるためであ り,各 冷

却温度域で最大の磁気エントロピー を得 るた

めの磁性体の調査,合 成が行 われ る。
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300K

300K

300臼

300K

GH2,300K

GH2,192K

300K

300K

GH2,120K

GH2,76K

48K

32K

LH2,20K

出展:NEDOサ ブタスク9平 成9年 度報告書

図10磁 気冷凍 システム概念図

5.お わ り に

磁気冷凍技術は,磁 性体内での磁気熱量効

果 という可逆的な性質 とそれに伴 う優れた熱

伝達により,在 来型ガスサイクル冷凍機 より

も効率的,小 型および低 コス トの設備に通 じ

る技術 と期待され,そ うした有望性の結果,

水素液化装置への使用以外にも,低 温液体 の

ボイルオフ再液化装置など種々の応用が見込

まれるなど注 目を集めている技術 である。

磁気冷凍法水素液化技術の基礎研究開発で

は,要 素技術の評価 を行いながら計画を進め

ていく予定であ り,こ の研究開発 を通 じて,

水素液化の可能性 を見極め,ぜ ひ磁気冷凍法

により水素液化を実現したいと思っている。
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〔内外情勢紹介〕

わが国の高 レベル放射 性廃棄物処分

を巡 る新展開

河 本 治 巳 欄 熟 耕嬉葺総合工学研究所)

1.は じ め に

原子力発電により使用済み燃料が発生 し,

100万kW程 度の大型原子力発電所か らは約

30ト ンにのぼる。使用済み燃料自体 を廃棄物

としている国 もあるが,わ が国は,使 用済み

燃料 を再処理 し,再 び燃料 として使用できる

ウランやプル トニウムを回収する再処理 ・リ

サイクル路線を取 っている。回収後には核分

裂 によ り生 じた燃えがら(核 分裂生成物)を

約1ト ン含む廃液が残るが,こ れを安定なガ

ラスの形態に固化 したガラス固化体 を高レベ

ル放射性廃棄物(HLW)と 称 している。その

放射能は極めて高 く,時 間とともに減衰する

ものの長 く継続す ることから,そ の対策に当

たっては長期 にわたる安全確保に留意 しなけ

ればならない。 このため,わ が国を含めて諸

外国 も長い年月をかけて研究開発を進めてき

た結果,科 学技術的には高レベル放射性廃棄

物 を地層深 く埋設 し,人 間の生活環境から安

全に隔離する方法(地 層処分)が 最 も好 まし

い対策 として認め られている。

ここでは技術および制度的進展を中心に,

2000年 を節目に急速に整備が進んできた 日本

の処分事業の枠組みを紹介する。

2.日 本の高 レベル放射性廃 棄物処分

への取 り組み

わが国では,原 子力委員会の専門部会が中

心になって検討 を進めてきた。その歴史的検

討経過 を年代ごとに簡単に振 り返ってみる。

(1)1960年 代

昭和37年(1962年)4月 の原子力委員会,

廃棄物処理専門部会の中間報告で初めて検討

結果が公表され,高 レベル放射性廃棄物処分

方式について,

「処分 を行 なった後は管理 を要 しない段階

の処分方式を確立する必要がある。 この最

終処分方式 としては次の2方 式があげられ

る。

・容器に入れて深海に投棄すること。

・放射性廃棄物 を人の立ち入ることの不可

能かつ漏洩の恐れのない土中に埋没した

り,天 然の堅牢 な洞窟あるいは岩石層に

入れること。

とした」

ここでは,現 在の地層処分に近い概念と思

われる 「人の立ち入ることの不可能かつ漏洩

の恐れのない土中に埋没 した り,天 然の堅牢

な洞窟あるいは岩石層に入れること」につ い
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ては,「放射性廃棄物の処分の可能な場所の調

査発見には努力すべ きである」 として,調 査

研究の必要性 を述べている。一方,昭 和39年

(1964年)の 専門部会中間報告では,高 いレ

ベルの廃棄物 を永久貯蔵地域等に廃棄貯蔵す

る場合は閉 じこめ方式が妥当であるとしてい

る。

(2)1970年 代

昭和48年(1973年)6月 に公表された,原

子力委員会の専 門部会分科会報告書では,放

射性廃棄物の陸地処分の方法 として,具 体的

に検討された3つ の方法が提言された。

・回収 または再処分 を前提 とした,人 間の

管理下における陸地の保管施設を用いた

保管(陸 地保管という)

・地中施設への永久処分

・地中への直接永久処分(地 中埋没)

次に原子力委員会は,昭 和51年(1976年)

10月 に,高 レベル放射性廃棄物対策について

の方針 を示 した。 ここでは,初 めて 「隔離」

の概念 を明確に打ち出 し,ま た,基 本的な進

め方は高レベル放射性廃棄物は安定な形態に

固化 し,一 時貯蔵 した後,処 分す るもの とす

るとして,現 在に至る基本方針を定めた。そ

の推進方策については,

「当面地層処分に重点 をおき,わ が国の社

会的,地 理的条件に見合 った処分方法の調

査研究を早急に進め,今 後3～5年 の うちに

処分方法の方向付けを行 うものとし,さ ら

に昭和60年 代から実証試験を行 うことを目

標 とする」 とした。

1970年 代は,① 高レベル放射性廃液の固化

方法に関す る研究開発が進み,ガ ラス固化に

ついての基礎的な知見 を蓄積す る一方,② 処

分概念として生活圏か らの隔離を明確にする

とともに,③ 安定な形態に固化 し,一 時貯蔵

した後処分す るもの とす る,現 在に至 る基本

方針が定め られた年代であったと整理するこ

とができる。

(3)1980年 代

1980年 代には,カ ナダ等い くつかの国で地

下研究施設 を設置 しての研究開発がスター ト

するとともに,そ れまでの調査研究の成果を

とりまとめて,地 層処分の技術的成立性等(ス

ウェーデン1983年,ス イス1985年,な ど)が

示 され始めた。米国においては,ユ ッカ ・マ

ウンテンが処分候補地に指定され(1987年),

処分場開発に向けた活動が大 きく動 くことと

なった。

わが国では昭和55年(1980年)12月 に公表

された,原 子力委員会,放 射性廃棄物対策専

門部会の報告書で,地 層処分の基本的考え方

が次のように示されている。

「地層処分の意図するところは,地 層中に

埋設 した放射性廃棄物か らの放射能の人間

環境に対する影響が放射能の減衰によって

充分小 さくなるまでの間,人 間環境から放

射性廃棄物を隔離することであり,そ の手

段 として 「障壁(バ リア)」 と 「人間環境か

らの距離」 を利用することである」

一方で
,研 究開発の手順 を,① 可能性ある

地層の調査,② 有効 な地層の調査,③ 模擬固

化体現地調査,④ 実固化体現地調査,⑤ 試験

的処分,の5段 階を経て行 うことと定めた。

さらに,昭 和60年(1985年)に 公表された

専門部会報告書では,5段 階による地層処分

の研究開発手順 を見直 し,第2段 階以降の進

め方を次のように改めている。
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「高 レベル放射性廃棄物の処分の実施に向

けての今後の進め方は,処 分予定地の選定

(第2段 階)→ 処分予定地における処分技

術の実証(第3段 階)→ 処分場の建設 ・操

業(第4段 階)と い う段階 を踏むこととす

る」

改め られた手順に合わせた処分予定地の選

定は,動 力炉 ・核燃料開発事業団が電気事業

者など関係者の協力も得て行 うものとする一

方で,処 分を行 う主体についての検討も行い,

次のように結論 している。

「国の責任の下に処分の実施 を担当してい

く主体については,開 発プロジェク トとの

連続性の確保にも配慮 しつつ,開 発プロジ

ェク トの今後の進展状況 を見極めた上で,

適切 な時期 に具体的 に決定す るもの とす

る」

このように,1980年 代では,70年 代 を通 じ

て蓄積 されて きた研究開発の成果に基づ き,

まず,実 固化体による試験的処分を目指した

研究開発手順が示 され,そ の後,第1段 階の

「可能性のある地層の調査」成果の評価結果

に基づ き,研 究開発の手順が見直され,実 際

の処分場の開発の手順 を示す方向へ と大きな

転換が行われる一方で,処 分の実施主体 につ

いては,研 究開発の主体 とは別 に,別 途適切

な時期に具体的に決定す ることとされ,処 分

の実施に向けた制度作 りのための検討がスタ

ー トしたもの と言える。

(4)1990年 代

1990年 代に入 り技術的側面に加えて,地 層

処分 と社会 との関わ りが具体的な形で論 じら

れるようになったのが特徴的である。

国際的には,フ ランスにおける地下研究施

設立地に端 を発 したモラ トリアム と新 しい法

律の制定,米 国の科学アカデ ミーの国家研究

協議会による地層処分の 「再考」レポー トの

公表,国 際機関が取 りまとめ公表 した放射性

廃棄物処分に係わる環境 と倫理に関す る報告

書(OECD/NEA,1995)の 事例に象徴的に表

れている。

わが国では,技 術的には1992年 に,動 燃事

業団が地層処分研究の中核推進機関 としてそ

れまでの成果の第1次取 りまとめ を行 い,地層

処分の安全な実施が可能であることを示 して

国に報告 した。 これに対 して国は概ね妥当 と

の評価 を下 した。1995年9月 の原子力委員会

決定により技術的事項の検討のために設置さ

れた原子力バ ックエ ン ド対策専 門部会は,

1997年4月 にとりまとめた報告書(以 下,専

門部会報告書 という)で,次 の 目標は,そ の

後の進捗 を取 り込んで地層処分の技術的信頼

性を示す とともに,安 全基準の策定に資する

目的の 「第2次 取 りまとめ」を2000年 前まで

に作成することであると明示 した。

一方で,社 会的側面に関して,同 じく1995

年9月 の原子力委員会決定により,高 レベル

放射性廃棄物処分懇談会(以 下,処 分懇談会

という)が 設置 され,高 レベル放射性廃棄物

処分の円滑な実施の具体的取組に向け国民の

理解 と納得が得 られるよう,社 会的 ・経済的

側面を含めて,幅 広い検討 を進めることとな

った。1998年5月 に公表された処分懇談会報

告書では,廃 棄物処分の安全性の確保 と責任

体制の明確化が図られるとともに,透 明性あ

る体制の確立,国 民の理解 と信頼を得 るため

の環境の整備が必要 であるとしている。放射

性廃棄物の処分問題が一般の人々の意識か ら

は遠いところにあるとし,関 係者の努力が必

第23巻 第4号(2001)
一59一



ずしも十分でなか ったことを指摘 したこの報

告書は,広 く社会的,経 済的視点か ら,地 層

処分の問題 を検討す ることに注意を促 した と

い う意味において,時 代の要請に即 した方向

を示す ものであった。

以上の日本の高 レベ ル放射性廃棄物処分へ

の取 り組み経緯 を表1に,ま た参考 までに主

要国の取 り組み を表2示 す。

3.高 レベル放射性廃棄物処分の実施

に向けた進展

1998年6月 に原子力委員会は,処 分懇談会

報告書 を尊重 し,処 分についての国民の理解

と信頼 を得 るために一層の努力を払 うととも

に,2000年 目途の事業化に向けて,実 施主体

の設立,資 金確保等に係 る諸制度の整備 を着

実に進めること,ま た,研 究開発に引き続 き

着実に取 り組み,2000年 前までに技術報告書

を取 りまとめ ること及び安全規制に関する制

度を着実に整備すべ きであるとした。

以下では,「第2次 取 りまとめ」の作成,評

価を中心に した技術的進展,最 終処分に関す

る法律の制定 を中心にした制度整備の進展お

よび処分の安全規制に関する基本的考 え方の

検討 を中心にした規制面の進展,さ らには関

連す る国民意見の募集等,2000年 を区切 りと

して急展開 を見せ た項 目の概要 を示す(図1

参照)。

3.1技 術的進展一 「第2次 取 りまとめ」

(1)「 第2次 取 りまとめ」の概要

「第2次 取 りまとめ」の 目標である 「わが

国におけ る地層処分の技術的信頼性を示すこ

と」について,核 燃料サイクル開発機構(以

下,サ イクル機構 とい う)で は 「高レベル放

射性廃棄物 を地層処分するための,実 用可能

で合理性 を備 えた技術の存在 を明らかにする

こと,さ らにそのような技術 と適切な地質環

境によって長期にわたる地層処分の安全性が

保 たれることを,科 学的な根拠に基づいて示

すこと」と捉え,こ れに応えるため,「 わが国

の地質環境」「地層処分の工学技術」および

「地層処分システムの安全評価」 という3つ

の研究開発分野の成果を取 りまとめた(図2

参照)。

① わが国の地質環境

地質環境の長期安定性に影響 を与える可能

性のある天然現象には,地 震 ・断層活動,火

山 ・火成活動,隆 起 ・沈降 ・侵食,気 候 ・海

水準変動がある。これ らの活動の記録が残さ

れている地質や地形を対象に現地調査や年代

測定 を主体 とする事例研究を進めた。地下深

部の地質環境特性については,人 工バ リアの

設置環境や天然バ リアとしての機能の観点か

ら重要な地下水や岩盤の特性に焦点 をあて,

文献データを整備するとともに,東 濃地域や

釜石鉱 山における地層科学研究の成果 を活用

して検討を行 った。その結果,

a.わ が国における岩盤の性質は多様である

が,地 温が十分に低 く応力がほぼ均等に働

いているような岩盤が,わ が国の地下深部

にも広 く存在することが確認できた。

b.地 下深部の地下水は,還 元性になること

が実測値や理論解析により確認 された。 ま

た地下深部では,地 下水の動 きが遅 くなる

ことが確認された。 このような深部地下水

の一般的な性質は,人 工バ リアの設置環境

として重要である。
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表1HLW処 分に関する主な活動経緯(日 本および国際機関を中心に)

年代 年 日 本 の 政 府 日本の研究開発 国際機関動向等

70

73
原子力委/放 射性固体廃棄物分科会:陸 地処分

法提言

74

75 OECD/NEA発 足

76

原子力委/放 射性廃棄物対策専門部会:高 レベ
ル放射性廃棄物対策の方針提示(基 本方針,推

進方策)

ガラス固化体の組成と物性

評価検討を開始

77
OECD/NEA,Polvani報 告書,

廃棄物 管理 の 目的,概 念,戦 略

78
基本的なガラス原料組成を

確立

79

80

80
原子力委/放 射性廃棄物対策専門部会:地 層処

分の基本的考え方/5段 階の研究開発手順提示

81 ガラス固化体物性評価実施
IAEA:ベ ー シックガ イダンス

報告書

82
OECD/NEA,処 分原則 オーバ
ー ビュー

83
OECD/NEA,デ モ ンス トレー

シ ョン報告書

84

1

原子力委/放 射性廃棄物対策専門部会中間報

告:第1段 階の成果を評価。5段 階の開発方式
を見直 し,4段 階方式を提示

ガラス固化体標準組成決定

幌延町/貯 蔵工学センター
誘致決議

85

原子力委/放 射性廃棄物対策専門部会:4段 階
の開発方式を再確認 ・提示。処分予定地の選定

や実施主体についても言及

ICRPPub46(固 体廃棄物処分 に

関す る放射 線防護の諸原則)

86

87

88 釜石鉱山で原位置試験開始

89 IAEA安 全基準99(原 則 と基準)

90

90

91
OECD/NEA,長 期安全性報告
書(長 期安全は評価可能か?)

92
第1次 取 りま とめ公表,ガ

ラス固化 技術 開発施設建設
ブラジル環境サ ミッ ト

93
地層処分基盤研究施設

(ENTRY)完 成

94

原 子力 長計:処 分 実施 主体 を2000年 目安 に設

立。処分場 の操業は2030年 代か ら2040年 代 半ば

を目途

95

原子力委/高 レベル放射性廃棄物処分懇談会
(社会的 ・経済的側面等検討),原 子力バックエ
ンド対策専門部会(技 術的事項の検討)設 置

超深地層研究所構想/東 濃

地科学センターにおける地

層科学研究の協定締結

IAEA:放 射性廃棄物管理 の原

則 レポー ト

OECD/NEA:環 境 と倫理 レポ
ー ト

96

97

原 子 力委/原 子 力 バ ックエ ン ド対 策 専 門部

会:「 第2次 取 りまとめ」 に盛 り込 むべ き重点

事項報告

98
原子力委/高 レベル放射性廃棄物処分懇談会報

告書
釜石鉱山の原位置試験終了

99 「第2次 取 りまとめ」 公表 OECD/NEA:国 際評価 レポー

ト

00

特定放射性廃棄物処分法制定,実 施主体/資 金
管理主体設立

原子力委:「 第2次 取 りまとめ」評価,新 長計
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表2主 要国の地層処分計画スケジュール

＼84
85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 備 考

政府決定
に対する

対策待ち

↑ T 1 ↑
) 〉

カナダ カナダ核燃料廃棄
管理計画q978)

地層処分概念環境
影響評価パネル設圃

一

EIS作 成
指針策定

AEOLが
EI$を 提出

公衆

レビュー

パネル勧告
政府決定

米 国

L

2001年の
サイ ト勧告

に対 し
大統領が決定

↑
!、 吊 ∋↑ ) )

lNWPA(1982)1 →NWPAAI 也
1

1最終Elsサ イ ト勧制
II lI 1111

サ イ ト 特 性 化 プ ロ セ ス サイト許認可プロセス 建設

「
1

i 、

2000年6
月の政策
合意によ
り計画見
直し

[ i A A

↑

' A ≧・

1977ゴル レーベ

ドイ ツ ンカ喉 補地に旧79調査開始

1983中間報告審

2本 の立坑

掘削開始

ゴルレーペン
安全評価書

840mg40m

立坑掘削終了

政府と電力会社の合意に
より3～10年間調査中断

1
フラ ン
ス

、

法に基き2
006年に
管理方法
の総合評価
見込み

) '、 一.

全_ 一 歪 「 ノ

騰 幣 ・
陳 部サイ ト

1承認:粘 土 ,
Tキャスタン委

(198ト1984)

ゴーゲル委

(1985～1987)

許認可申請
II

陸 設開始II原位置試験開始l
lIIlI1 地下研

候補地
の選定

4地下研候補
地選定 ・調査

モラトリアム
計画見直し

3候補サイト
での特性調査

公聴会

政府検討
東部サイト地下研建設
花闘岩サイトは今後

試験,2006年 の

総合評価に備える

1器1灘
開(実 証処分)目

標

)

lHRLの 建設1HRL運 転

lll ll1 1111
ス ウエKBS-3

デ ン 処分概念報告

(1983)

2サ イト絞り込み:2001

サイ ト調査をへて更に1ヶ 所

を選定し後建設フエーズに

サイト ・フィージ

ビリティ調査1

サイ ト・フィージ
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c.物 質の移行経路 となる岩石中の粒子間間

隙や割れ 目などの分布 ・形状は,一 般に地

下水による物質の移動 を遅延させ,天 然バ

リア としての機能の面から重要である。

これらか ら,将 来十万年程度にわたって十

分に安定で,人 工バ リアの設置環境および天

然バ リア として好ましい地質環境がわが国に

も広 く存在す ると考えられる。

② 地層処分の工学技術

人工バリアや処分施設の工学技術に関して

は,わ が国の幅広い地質環境を考慮 しつつ,

現状の技術に基づ いて人工バ リアや処分施設

の設計要件 を明らかにするとともに,現 実的

なデータや信頼性の高い解析評価手法を適用

して合理的な設計を行い,人 工バ リアと処分

施設の仕様例 を示 した。

この仕様例に基づいて,処 分場の建設や操

業の各作業手順について検討 し,こ れらの作

業が独立に並行 して実施出来るような処分場

全体のレイアウ トを示 した。また,そ れぞれ

の作業について基本的に現状の技術あるいは
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篁2次 取 りまとめ 1驕蒲『 安全確保の

蕃本的考え方

、
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*技 術的信頼性の明丞 研究開
*処 分予定地選定と 発協謹

安全確保要件の提示 会
▼
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ぐ鮮1
・信頼性の検証 層処分
・安全評価手法確営 研究施設
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体系的調査 地層
・稠査技術碗立 研究施設

▼

灘 言+/婁韮
安全基準、
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▼

処分場の建設 ・操業
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半ばに操業開始

処分場
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出所:処 分懇談会報告書ほか

図1高 レベル放射性廃棄物の最終処分への取組み

わが国における地層処分の技術的信頼性

一地層処分研究開発第2次取りまとめ一

総論 レポー ト

分冊1「 わが国の地質環境」

分冊2「 地層処分の工学技術」

分冊3「 地層処分システムの安全評価」

研究成果の横断的な集約

各研究分野の課題に対する
技術的な成果

・地層処分の発想

・長期間 におよ'ぶ対策の有効性

・評価の時間枠

・その他地層処分 に関する基本的

事項や知見等

図2地 層処分研究開発 「第2次 取 りまとめ」報告書の構成

近い将来実現す ると考えられる技術で実施可

能であることを示 した。

③ 地層処分システムの安全評価

適切に設計された処分場の仕様例を示すこ

とによって明 らかになった具体的な地層処分

システムを対象 として,と くに人工バ リアと

その近傍の岩盤の領域(ニ アフィール ド)の

性能に重点をおいた評価手法 を構築 す るとと

もに,そ の手法を用いて安全評価 を実施 した。

安全評価手法については,体 系的なシナ リ

オ開発 を進め,廃 棄物 と人間との物理的な距

離が接近することによって人間の生活環境に

影響が及ぶと想定 した接近シナ リオ と,地 下
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水により放射性核種が人間の生活環境に運ば

れると想定 した地下水 シナ リオを考えた。 シ

ナ リオに従って,よ り現象に即 したモデルの

開発 とより現実的なデータの整備 を行った。

わが 国で も,地 層処 分 に適切 な地 質環 境

を選定 し,そ の地質環境に適合 した処分場

を設計 ・施工することにより,長 期間安全性

を維持できる地層処分 システムを構築するこ

とが可能であることが示 されたが,こ のよう

に構築されたシステムの長期的安全性は,ニ

アフィール ド性能 を中心 として体系的に開発

された方法論に よる評価 を通 じて確認 され

た。

④ 処分予定地選定と安全基準策定に資する

技術的検討

3つ の分野の研究開発成果 を,処 分予定地

の選定や安全基準の策定等の今後の処分の事

業や安全規制にどのように反映できるかにつ

いて検討 を行った。

まず処分地の選定が,① 処分候補地の選定,

②処分予定地の選定,③ 処分地の選定,の3

段階によって進められることを前提に,選 定

にあたって考慮すべ き地質環境上の要件 と必

要になる情報 およびこれらの重要な地質環

境情報 を取得す るために必要な調査手法 ・技

術の開発状況 を整理 した。

⑤ 結 論

a.地 層処分概念の成立に必要な条件 をみた

す地質環境がわが国に広 く存在 し,特 定の

地質環境がそのような条件を備 えているか

否かを評価する方法が開発された。

b.幅 広い地質 環境条件に対 して人工バ リア

や処分施設 を適切に設計 ・施工する技術が

開発された。

c.地 層処分の長期にわたる安全性 を予測的

に評価す る方法が開発 され,そ れを用いて

安全性が確認された。

サイクル機構 では,事 業化に向けたスケジ

ュール と整合 をとりつつ,次 段階の研究開発

を展開 してい くことが可能な状況になったと

して,わ が国においても地層処分 を事業化の

段階に進めるための,信 頼性のある技術的基

盤が整備 されたものと総括 した。

3.2「 第2次 取 りまとめ」の評価

(1)評 価の位置付け

「第2次 取 りまとめ」が,専 門部会報告書

で示された課題に応えた ものとなっているか

という観点から原子力委員会では専門部会で

評価 を行 うこととし,評 価分科会(主 査:小

島圭二地圏空間研究所代表)を 設置 して技術

的に詳細な評価 を行 った。評価に当たっては,

まず,こ れ らの各研究分野 ごとに,専 門部会

報告書で示 している 「第2次 取 りまとめ」に

盛 り込むべき事項や技術的重点課題等への対

応について詳細な検討 を行い,次 に,こ れらの

結果に基づいて,わ が国における地層処分の技

術的信頼1生についての総合的な評価 を行った。

また同時に,こ の研究開発が地層や処分場

の場所が特定 されていない段階 の ものであ

り,地 層処分の実現に向けての基盤技術的な

ものであることに留意 した。

(2)基 本的考 え方および技術的重点課題に対

する成果の評価

① 地層処分の技術的信頼性についての総合

評価

「第2次 取 りまとめ」では,ま ず,わ が国
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の地質環境 として天然現象,岩 盤及び地下水

の特性についての情報や知見が地層処分の観

点か ら整理 ・分析されている。その結果に基

づ き,地 層処分施設 を構築 す る場 として長期

にわたって安定であ り,安 全性 を確保す るた

めの人工バ リアの設置環境及び天然バ リアの

機能 としても適切な地質環境が,わ が国にも

存在 し得 ることが示 されている。 また,こ れ

までの調査研究を通 じて,地 層処分にとって

十分安定で適切な地質環境を調査するための

基盤的な知見が整備されている。

次に,想 定した地質環境に対応させて人工

バ リアや処分施設を設計 し,現 状技術及びそ

の改良技術により処分施設の建設 ・操業 ・閉

鎖 を安全かつ合理的に行 うことが可能である

ことが示 されている。 また,人 工バ リア性能

は,わ が国の地質環境に柔軟に対応できるよ

うに安全裕度を十分に見込んだ評価 に基づ く

設計が可能であることが示されている。さら

に,将 来起 こり得る地質環境の変化,人 工バ

リア機能の変化,あ るいは発生の可能性が小

さい著 しい隆起 ・侵食や偶発的な人間侵入な

どを考慮 した複数のシナ リオに基づ き,地 層

処分システムの安全性が総合的に評価されて

いる。その結果,シ ナ リオ,モ デル,デ ー タ

の不確かさを考慮 しても高レベル放射【生廃棄

物 を地層処分することによって人間が受ける

最大線量は,諸 外国で提案されている防護 目

標値 と同等あるいはそれ以下であることが明

らかにされている。

これらの結果か ら,地 層処分概念の成立に

必要 な条件 を満たす地質環境がわが国に存在

し,特 定の地質環境がそのような条件を備え

ているか否かを評価する方法が開発されたこ

とや,わ が国の地質環境 を踏 まえて設定 した

条件に対 して人工バ リアや処分施設を適切に

設計・施工する技術の見通 しが得られたこと,

地層処分の長期にわたる安全性 を予測的に評

価す る方法が開発され,そ れを用いて具体的

な安全評価結果が示 されたこと等から地層処

分の技術基盤が整備されたと判断できる。す

なわち,「第2次 取 りまとめ」の研究成果は,

わが国の地質環境,地 層処分の工学技術及び

地層処分システムの安全評価の3つ の研究開

発分野における成果について,そ れぞれの関

連す る技術的知見を総合的に検討 したことに

より得 られていると判断できる。従って,「第

2次 取 りまとめ」の研究成果により,専 門部

会報告書で示 された技術的重点課題等が適切

に達成されているとともに,わ が国における

地層処分の技術的信頼性が示されていると判

断できる。

② 処分予定地の選定に資する技術的拠 り所

について

「第2次 取 りまとめ」では,地 質環境の長

期安定性,人 工バ リアの設置環境 として重要

な地質環境の特性,天 然バ リアとして重要な

地質環境の特性のそれぞれの観点から,処 分

予定地の選定に当たって考慮すべ き地質環境

の要件や取得すべ き情報が示されている。 ま

た,必 要な情報を取得するための調査手法や

機器についても,着 目すべ き特性 ごとに,調

査の段階に応じて整理 して示されている。

以上のように,「 第2次 取 りまとめ」には,

処分地選定に当たって考慮すべ き地質環境の

要件,取 得すべ き情報 とそのための調査手法

や機器が示 されてお り,処 分予定地の選定に

当たっての技術的拠 り所 とすべ き内容が示 さ

れていると判断できる。

第23巻 第4号(2001)
一65一



③ 安全基準の策定に資する技術的拠 り所に

ついて

「第2次 取 りまとめ」では,地 層処分の工

学技術の観点か ら,人 工バ リア及び処分施設

の設計 ・施工要件,並 びに品質 ・施工管理に

ついての基本的な考え方及び管理項 目が整理

されている。 これ らは,現 在の技術水準で考

えられる限 りの知見を活用 して検討 されてい

ると判断できる。

一方,地 層処分システムの安全性の評価手

法 としては,評 価 シナ リオ作成の考 え方及び

手順に基づ き,地 下深部で起こり得 る種々の

現象の影響を網羅的に考慮 したシナ リオ及び

デー タやモデルの不確実性へ対応するため,

地層処分にとって適切で安定な場所に信頼性

の高い処分場 を建設す ることにより,実 際に

は避けられると考えられる事象についても,

その影響 を考慮 したシナ リオが構築 されてお

り,こ れ らのシナ リオに沿った安全性の評価

解析が実施 されている。その評価結果を判断

す る指標 としては,地 下水シナ リオにおいて

は線量 の最大値,接 近 シナ リオにおいては天

然の放射線 レベ ル との比較が例 示 されてお

り,地 層処分の安全性が確保できる見通 しが

示 されている。

以上のように,「 第2次 取 りまとめ」には,

地層処分の工学技術について処分場の設計 ・

施工要件及び管理項 目が示されるとともに,

安全性についての評価手法及び評価結果が示

されてお り,安 全基準の策定に資す る技術的

拠 り所 となると判断できる。

④ 総合的な評価

以上のことか ら,「第2次 取 りまとめ」には,

わが国におけ る高レベル放射性廃棄物地層処

分の技術的信頼性が示 されているとともに,

処分予定地の選定 と安全基準の策定に資す る

技術的拠)所 となることが示されてい ると評

価する。 このことから,「第2次 取 りまとめ」

は地層処分の事業化に向けての技術的拠 り所

となると判断す る。

3.3制 度 整 備

2000年 目途の事業化に向けた制度整備のな

かでも,実 施主体のあり方,資 金確保策など

の処分事業の制度設計については,総 合エネ

ルギー調査会原子力部会 を中心に検討 され,

国会審議 を経て2000年5月31日 に高 レベ ル放

射性廃棄物処分事業の枠組みを示す 「特定放

射性廃棄物の最終処分に関する法律」が制定

され,6月7日 に公布された。ここでは,高 レ

ベル放射性廃棄物処分 懇談会報告書 を踏 ま

え,国 の役割,処 分費用の確保方策,処 分実

施主体の設立,地 元の意見の聴取 を含めた処

分地選定プロセスなどを定めている。以下に

法律 とその後の進展の要点を示す。なお,全

体のスキームを図3に 示す。

(1)法 律制定の目的

原子力発電所の運転及び使用済燃料の再処

理により高レベル放射性廃棄物(ガ ラス固化

体)が 発生する。現在 までに発生 した使用済

燃料の量からそれに相当するガラス固化体の

本数を計算すると13,300本(1999年 末現在)

に達す る。

高レベル放射性廃棄物の最終処分を計画的

かつ確実に実施す るため,最 終処分費用の拠

出制度,最 終処分 を実施す る主体の設立,拠

出金の管理 を行 う法人の指定等の関係規定の

整備 を行 う。なお,本 法律は最終処分の実施
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通 商 産 業 大 臣

○基本方針の策定
・最終処分の基本 的な方向

・関係住民の理解の増進のための施策 等

○最終処分計画の策定(5年 ことに,10年 を一期に策定)
・最終処分を実施 する時期,量
・概要調査地区等の所在地 等

額薩出決
拠
の

発
電
用
原
子
炉
設
置
者

設立の認可,
不測の事態
解散の歯止

監督
の対応 構の実施計画策定

商産業大臣の承認

拠出金の
納付

機構は最終
処分の実施
責務を負う

機
構

(実
施
主
体
)

(
認
可
法
人
)

・最終処分の実施

・概要調査地区等選定
・施設の建設,改 良等
・拠出金の徴収 等

拠出金の
外部管理

定
督

指
監

拠出金の

取 り戻 し

(大臣の
承認要)

(指
定
法
人
)

資
金
管
理
主
体

資金管理
・運用

図3基 本的スキーム図

に必要な枠組みを制度化するもの とし,最 終

処分の安全規制については,別 に法律で定め

ることとする。

(2)法 律の概要

① 国の基本方針及び最終処分計画の明確化

高レベル放射i生廃棄物の最終処分を進める

ための基本的な方針,わ が国の最終処分の全

体計画を原子力委貝会,原 子力安全委員会の

意見を聞いて,通 産大臣が策定 し,閣 議の決

定を経 るもの とす る。

② 拠出金の納付

発電用原子炉設置者は,通 産大臣が決定 し

た拠出金額 を処分実施主体に拠出する。拠出

金に見合 う高レベ ル放射性廃棄物の処分は実

施主体が行 う。

③ 概要調査地区等の選定

a.3段 階の選定プロセスを定義 し,選 定の

際の調査 ・評価事項 を明確化す る。

概要調査地区:ボ ー リング等により,最 終

↓

処分施設を設置 しようとする地

層が長期間にわたって安定 して

いるか どうかを調査する地点。

精密調査地区:地 下に施設 を設けることに

より,当 該地層の性質が最終処

↓
分施設の設置に適 しているかど

を調査する地点。

最終処分施設建設地:地 層の性質が最終処
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分施設の設置に適 している地域

であって,最 終処分施設 を建設

しようとする地点。(安全規制 は

別途設うける。)

b.処 分実施主体による処分地等の選定が行

われた場合には,通産大臣が都道府県知事,

市長村長の意見 を聴き,十 分に尊重 して最

終処分計画を改定する。

④ 処分実施主体

処分実施主体は,本 法律に基づ き民間の発

意により設立され,通 産大臣が認可 ・監督す

る。国の出資はな く,数 は限定されない。名

称 は 「原子力発電環境整備機構 」 とする。

⑤ 資金管理主体

処分実施主体に納付 された拠出金は,通 産

大 臣が指定す る公益法人の資金管理主体が管

理 し(指定法人),透 明かつ健全な資金管理が

行 われるよう通産大 臣が厳正に管理 ・監督す

る。

(3)法 律の施行状況

この法律に基づ き,2000年9月 に高 レベル放

射性廃棄物の最終処分に関する基本方針およ

び最終処分に関す る計画が明確化されると共

に,2000年10月18日 には実施主体の 「原子力

発電環境整備機i構i」が設立 され,ま た2000年

11月1日 には環境整備セ ンター を母体 にした

「財団法人原子力環境整備促進 ・資金管理セ

ンター」が資金管理主体 として指定 された。

3.4規 制の考 え方

放射性廃棄物安全規制専門部会は,原 子力

安全委員会の指示(平 成10年6月)を 受け,

原子力委員会 において示されている地層処分

を前提に,現 時点において,高 レベル放射1生廃

棄物の処分に係る安全確保原則,安 全確保の考

え方,処 分の安全規制の在 り方等の安全規制の

骨格 となる基本的考え方を取 りまとめた。

将来,処 分候補地,処 分予定地及び処分地

の選定,並 びに操業の開始 という処分事業の

段階的な進展に伴い,安 全審査,安 全設計等

に係る具体的な安全基準 ・指針等を順次策定

することが必要になることから,具 体的な安

全基準 ・指針等に関する策定スケジュールに

ついても併せ て検討 を行っている。今後の安

全基準 ・指針等の整備 には,国 際機関等にお

ける動向にも留意 し,最 新の科学的知見を取

り入れながら,検 討スケジュールに沿って進

めることになる。

(1)安 全確保原則

地層処分の安全確保 に当たっては,安 全確

保のための措置(長 期的安全確保対策)が 適

切であって,長 期に亘って人間 とその生活環

境に対 してその影響が及ぶおそれがないこと

をあちか じめ確認する(安 全評価等による安

全確認)こ とが必要である。

なお,高 レベル放射1生廃棄物の処分は,そ の

安全性を考慮すべき期間が長期に亘るため,制

度的管理等の社会的な対応に拘わらず,長 期的

にはそれちに依存しなくても安全が確保 され

るように措置してお くことが重要である。

(2)高 レベル放射性廃棄物の処分に係 る安全

確保の考え方

処分事業 の展開スケジュール を勘案す る

と,高 レベル放射性廃棄物 を処分するための

事業は,以 下の各段階を経て進められる。
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① 立地段階(概 要調査地区の選定,精 密調

査地区の選定,最 終処分施設建設地の選定)

② 事業許可申請(安 全評価)

③ 建設段階(地 上及び地下施設の建設)

④ 操業段階(ガ ラス固化体の搬入 ・定置,

処分坑道の埋め戻 し)

⑤ 閉鎖段階(地 下施設の閉鎖,地 上施設の

解体)

⑥ 管理段階～事業廃止(実 施主体の事業の

廃止)

高レベル放射性廃棄物の処分の安全性が長

期に亘って確保されるためには,実 施主体に

よる地層処分に適 した処分地 の選定 に続い

て,事 業許可申請以降,事 業廃止に至るまで,

各段階に対応した安全確保方策 を講 じること

が必要である。

原子力安全委員会は,安 全基準 ・指針等の

策定を行 うとともに,事 業許可申請以降,事

業廃止に至るまで,各 段階において適切に関

与することが重要である。

(3)処 分地に要求 される環境要件

高 レベ ル放射性廃棄物 を地下深部 に埋設

し,長 期にわたって物理的に人間の生活環境

から隔離 し,公 衆の安全確保 を図る地層処分

においては,そ の多重バ リアシステムが長期

にわたって所期の性能を発揮できるように,

適切な環境要件 を満 たす処分地の選定が重要

である。

(4)高 レベル放射性廃棄物の処分に係 る安全

規制

① 事業許可申請時における安全評価の基本

的考え方

事業許可申請時においては,実 施主体は選

定 された処分地に応 じて適切な工学的対策 を

施 した処分場 を設計 し,国 は安全審査におい

てその妥当性 を安全評価により確認すること

が必要である。

この安全評価においては,高 レベル放射性

廃棄物処分の安全性 を確保す るための対策

(サイ ト選定,工 学的対策)を 踏まえ,地 層

処分の安全性に影響 を及ぼす可能性 のある

種々の現象 を考慮 したシナ リオに対 して適切

なモデルとパラメー タによる解析 を行い,一

般公衆に対する評価線量が最大 となる時期に

おいて も,あ らか じめ基準値 として定め られ

た放射線防護 レベルを超えていないこと等 を

確認することがその基本である。

② 建設 ・操業段階等における安全確認の考

え方

高レベル放射性廃棄物の処分においては,

安全評価の結果が確実に担保 されるように建

設,操 業等の各段階において 「安全確認」を

行 うことが重要である。さらに,操 業段階が

終了した後は処分場 を完全に閉鎖するとの考

え方が地層処分の概念であるため,処 分場閉

鎖時の 「安全確認」 も重要である。

③ 今後策定する具体的な安全基準 ・指針等

に関するスケジュール

高 レベル放射性廃棄物の処分場の立地につ

いては,実 施主体(原 子力発電環境整備機構)

が,法 に基づ き,概 要調査地区,精 密調査地

区,最 終処分施設建設地を選定することにな

る。実施主体は,概 要調査地区等を選定した

ときは,国 の承認を受けて,そ の所在地を,

当該実施主体の実施計画において定めること

となっている。
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その後,国 による安全審査 を経て,処 分場

の建設,操 業が開始 されることになる。

このため,事 業の進展に合わせて安全の確

認が適切に行 われ るように,安 全審査,安 全

確認等に係 る指針 ・技術基準を策定してい く

こ と とす る。 現 状 の こ れ ら全 体 的 ス ケ ジ ュー

ル を図4に 示 す 。

西暦 事 業 段 階 原子力安全委員会による安全基準等
の策定及び規制当局による確認

2000-

2010-

202〔ト

2030-

EO5〔ト

2100一

実施主体(原 子力発電環
境整備機構)の 設立

安全規制の基本的考え型

7

*

最終 ▼

総矧
改定

*
最終 「

計画
改定

*
最終
処分←計画

改定

実施主体による概要調査地区選定

概要調査地区における調査

(地質調査,ボ ーリング調査等)
7

安全審査基本指針

・設計要件
・安全評価シナリオ
・安全指標,基 準値

(新しい知見の取り入れ)

7

処分H実 施主体1・よる精翻 査駆 齪1

▼

・精密調査地区における詳細な調査
・安全評価に必要なデータの取得
・処分技術の実証 等

安全審査指針}1

1

実施主体による最終処分施設
建設地選定

処分場の技術基準(建
設～事業廃止)

一

蓬
宜
見直

9

▼

実施主体による処分場の設計
・処分に係る事業許可申請

申請
レ 国による安全額1

1

レ国による認可 ・確認 く

(・設計及び工事の方法の認可・施設 ・設備の検査 等)

レ国による確認 く

(・受入れ ・定置・処分坑道埋め戻し 等)

レ国による確認 く

グ

▼
事業許可

建設段階

操業段階

'

閉鎖段階 }

}

・安全評価結果の妥当性/
・地下施設の閉鎖
・地上施設の解体,撒 去等/

〈

1

管理段階～事業廃止 レ国による確認

喋禦盤鮒
*最 終処分法に基づく改定

出所:放 射性廃棄物安全規制専門部会 第1次 報告書

図4高 レベル放射性廃棄物の処分の安全基準 ・指針等に関するスケジュール
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(5)今 後の留意事項

処分地が特定 されていない段階で作 られ る

基準 ・指針等は,一 般事項についての概括的

なものであるが,処 分地の選定が進むに従っ

て,サ イ ト固有の状況に応 じ,よ り具体性 を

持 った詳細なもの となってい くことが重要で

ある。

また,科 学技術 の進歩,安 全研究の成果等

を踏まえなが ら,安 全規制の基本的考え方 も

修正等を加えていくことが必要である。

さらに,今 後の安全基準 ・指針等の策定,

安全審査及び建設 ・操業段階等における安全

確認に際 しては,安 全規制の透明性 を確保す

るために適切 な情報の公開を行 うなど国民の

十分な理解 を得 ることが重要である。

3.5社 会的側面,国 民の反応

(1)報 告書作成時の国民の意見の反映等

「第2次 取 りまとめ」の評価報告書の作成

に当たっては,専 門部会は23名 の専門家から

なる評価分科会 を設置 して検討 を進め,平 成

12年7月 に 「評価報告書案」 を公開 し,1カ

月間国民か らの意見募集を行 った。これに対

して41名 から67件 の意見が寄せ られた。1件

に複数の意見が記述 されている場合があ り,

これ らを報告書案の項目ごとに整理 したとこ

ろ,192件 になった。また評価の客観性や視点

の多様性 を確保す るために,国 内外の専門家

を中心に幅広 く意見交換を行 う国際ワー クシ

ョップ を開催 し議論 を行った。 これ らの意見

を踏まえて 「第2次 取 りまとめ」に示 された

研究開発成果についての最終評価報告書が作

成され,平 成12年10月1日 に原子力委員会はそ

の報告 を受け了承 した。

一方
,原 子力安全委員会の指示(平 成10年

6月)を 受け,高 レベル放射性廃棄物の処分

に係 る安全規制の基本的考え方について調査

審議 を行 ってきた放射性廃棄物安全規制専門

部会は,平 成12年7月26日 に,高 レベル放射

性廃棄物の処分に係 る安全確保原則,安 全確

保の考 え方,処 分の安全規制の在 り方等の安

全規制の骨格 となる基本的考 え方の第1次 報

告 を取 りまとめ公表 した。 これに対 して平成

12年8月7日 か ら1カ 月間国民か らの意見募

集 を行い,7名 か ら21件の意見が寄せ られた。

これらを踏 まえた第1次 報告(意 見公募結果

反映案)が 平成12年10月27に 原子力安全委員

会に報告された。(前 述3。4)

(2)放 射性廃棄物問題への理解促進

放射性廃棄物処分に取 り組むに当た り,国

民の理解を得 ることが重要 であることは懇談

会報告書をはじめ,各 種審議 で重ねて指摘さ

れてきたが,放 射性廃棄物に対す る理解が一

層深まり国民各層で幅広い議論が行われるよ

うに,平 成10年 末か ら 「放射性廃棄物シンポ

ジウム」が全国各地で開催 されてきた。国か

ら放射性廃棄物処分への取組に関する概況説

明の後に,開 催地域 を中心に公募および指名

で選定されたパネ リス トが意見を発表 し,最

後に一般か ら募集 した約150名 程度の参加者

を含めて出席者が一体 となって意見交換を行

うスタイルが取 られた。平成12年 度は合計15

地区での開催 となり,通算では23回,参 加者は

3,300名 に達 している。ここでは,高 レベル放

射性廃棄物処分については,処 分方法,安 全

性,モ ニタリング,処 分法,処 分事業,費 用

負担,責 任の所在や合意形成等の話題に対 し

て広範な意見が提出され事後の検討に資する

ように整理 された。
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(3)批 判グループとの技術討論

原子力資料 情報室 を中心 としたグループ

は,2000年7月,「 『高レベル放射性廃棄物地

層処分の技術的信頼性』批判」 と題するレポ

ー トを公表 した。「第2次 取 りまとめ」にっい

ての調査検討結果を次のように結論づ け批判

した。

「第2次 取 りまとめ」は,地 層処分の実施

可能性や安全性に関わる多くの重要な事項

について,恣 意的な解釈 と評価 を行ない,

不確実さに対 して科学的に真摯な検討 を経

ることな く,地 層処分が行えるという予め

定め られた結論を導いている。 これ ら多 く

の恣意的で不確実な点は,『 第2次 取 りまと

め』の技術的信頼性が著 しく低いことを示

していると同時に,日 本において地層処分

を実施す ることが困難であることを強 く示

唆している。

この批判 レポー トを契機に10月21日 に 「高

レベル放射性廃棄物の地層処分 を考 える」公

開討論会が開催 され,① なぜ地層処分なのか,

②安全な地層が 日本にあるのか,③ 人工バ リ

アは機能す るか,④ 安全評価について,⑤ 高

レベル放射i生廃棄物対策はどうあるべ きかの

5テーマを巡 り推進・反対双方の専門家が討論

を行 い注 目された。

司会の 日本放射化学会坂本浩副会長は,今

後 とも議論 を継続す ることが重要であると指

摘 した。

4.お わ り に

高レベル放射性廃棄物処分の問題は核燃料

サイクルを閉じる上で最後の難関 と見られて

お り,ま だ世界で事業化 されるに至 ってはい

ない。世界の原子力発電先進国と比較 してわ

が国の取組は10年 は遅れていると言われて き

たが,2000年 目途の事業化 に向けての1998年

6月 の原子力委員会指示に従 い,「第2次 取 り

まとめ」の作成 ・評価 を中心にした技術的進

展,最 終処分に関す る法律の制定 を中心に し

た制度整備の進展および処分の安全規制に関

す る基本的考え方の検討 を中心にした規制面

の進展等が,2000年 を区切 りとして急展開を

見せ た。フィンラン ドやスウェーデンの北欧

諸国では処分の実施に向け開発努力が実を結

びつつある。わが国では今後は実施主体 を中

心に,処 分についての国民の理解 と信頼を得

るために一層の努力を払いなが ら,関 係機関

が事業の推進に向けて着実にその役割 を果 し

て行 くことが求め られることとなろう。
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の取 りま とめ」(JNC委 託 研 究 中間 成果 報告

書)エ ネ総研,1999.11

(6)「 わが 国 におけ る高 レベ ル放射 性廃 棄物 地

層処分 の 技術 的信頼 性一 地層 処分研 究 開発 第
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2次 取 りま とめ 一」核 燃料 サ イ クル 開発機構,

1999.11

(7)我 が 国 にお け る高 レベ ル放 射性 廃棄 物地 層

処 分研 究 開 発 の技術 的信 頼 性 の 評価,原 子 力

委 員会 バ ックエ ン ド対策 専 門部会,2000。10

(9)高 レベ ル放射 性廃 棄物 の処 分 に係 る安全 規

制 の基 本 的考 え方 につ いて(第1次 報 告)意

見公 募結 果反 映(案),原 子力安 全委 員会 放射 性

廃 棄物安 全 規制専 門部会,2000.10

(9)「 高 レベ ル放射 性 廃棄 物地 層処 分 の技術 的

信 頼性 」批 判,地 層 処分 問題 研 究 グルー プ,

2000.7

(ゆ 「特 定放 射性 廃棄 物 の最終 処分 に 関す る法

律 」,2000.6
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〔調査研究報告〕

原子力発電に対する公衆の

意識構造の分析 と情報提供の考察

下 岡 浩((財)エ ネルギー総合工学研究所エネルギー技術情報センターセ
ンター長補佐)

1.は じ め に

どのような産業や技術であろうと,社 会の

構成員 である公衆か ら社会的に認められずに

存続し続けられるものはない。原子力発電の

ような巨大システムに関しては,特 に社会 と

の相互作用が大きいといえる。そのため,原

子力発電のPA・ 情報提供等の必要性が ます

ます高まってきており,こ の問題は今 日最 も

重要 なものの一つ となってきている。

ただ し,情 報は効果的に提供 されなければ
くゆ

ならない。そのためにも,情 報の受け手であ

る公衆が原子力発電等に対 しどのような認識

を持 っているのかを知 る必要があるが,ア ン

ケー トによる意識調査はこの公衆の認識につ

いて情報を与えて くれる有力な手法の一つ と

して利用できる。

当研究所では1986年 度か ら1999年 度 まで6

回にわたって,ア ンケー ト調査による公衆の

意識構造の分析を行い,原 子力発電に対する

公衆の認識について多くの知見を得ている。

最近 では,1998年 度の調査の後,1999年9月

にわが国初の犠牲者 も出たJCO臨 界事故が

起 こり,原 子力発電に対する意識がかな り変

化 している可能性 も考 えられたため,事 故後

に前年度調査 と同じ調査対象者に対 し同様の

調査 を行 い,こ の事故 により原子力発電に関

する評価および態度決定要因等がどのように

変化 したかを分析 した。本報では,過 去に行

ったアンケー トの成果 も踏まえ,JCO事 故前

後に行 ったアンケー ト結果 とその分析 を紹介

し,そ れらを参考にした情報提供 に関す る考

察 を行 う。

ただし,今 回報告 を行 うのはあくまでも東

京 を調査地域 とした調査結果であり,日 本全

国の調査結果ではない こと,及 び1999年 度に

行 ったア ンケー ト調査結果はJCO事 故直後

という特異な時点の調査結果であるという点

に留意する必要がある。

2.過 去の主な研究成果

2.1公 衆の原子力発電 に対 する態度決定 に

至 る意識構造モデル

今 日の社会において,産 業や技術は,そ の

存続のためには,社 会 的に評価 され受け入れ

られることが必要である。原子力広報評価検

討会がその中間報告書1)において 「3Eの 調

和 とい う政策目標は,エ ネルギー ・原子力問

題に対す る国民各層の理解 と協力を得て実現

してい くことが極めて重要 となっている」 と

指摘 しているが,こ れ も社会的に評価され受
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け入れられ ることの重要性を指摘 したもので

ある。

社会的に評価 され受 け入れ られ るために

は,社 会の構成員たる公衆の考え方 を知るこ

とが必要である。過去において行 ったアンケ

ー ト調査結果から,原 子力発電に対する態度

決定要因として 「必要性」 と 「安全性」に関

する評価が主要な要因として挙げられるが,

これ らの要因に影響 を与える社会的要因とい

うものが考 えられるとし,図1の 様 な態度決

定の意 識構造 モデル を筆 者 は提案 してい

る2)。原子力発電に対 し 「必要・安全」 との評

価 を得 るには,ま ず公衆の生 き方,社 会に対

する考え方の考察が必要である。それがあっ

てこそ,公 衆の求める社会に適 した技術 ・組

織であるとの評価 を得るために,ど のような

理念で,ど の様な活動(広 報等)を したら良

いのかなどについて考えることができるので

はないかと思われる。

2.2公 衆の原子力発電に対する認識の特徴

1988年 度に行 った第2回 アンケー ト調査で

は,原 子力発電を含む複数の技術についてそ

の「推進廃止の態度」「有用感」「安心感」「制

御可能感」 を聞いている。 それぞれの技術に

ついての推進意見回答者 と廃止意見回答者別

にそれぞれの 「有用感」「安心感」の回答の平

均値 をプロットしたのが図2で ある3)。それ

ぞれの技術の推進意見回答者の評価は,図 中

の相対的に良い評価 を行 っている[A]と 相

対的に悪い評価を行 っている[a]の2グ ル

ープに分けられ,同 じく廃止意見回答者の評

価 は図中の相対的に良 い評価 を行 っている

[B]と 相対的に悪い評価 を行っている[b]

1推 進 1廃 止

H

1 櫻i廃 止1

阜4
11

1有 用Il鯛1

▲A

安全II繊 i
阜L

iは ・lIい ・・1

▲ ▲

▲

安全性の判断

▲ ▲ 」 」i

は・11い ・・

▲ ▲
】

▲

判断レベルーN3(原 子力を利用するか?)
O新 ヱネルギーの評価
○セキュリティー評価

判断レベルーS3(技 術が信じられるか?)
O安 全技術の評価
○大事故時の被害予測

一

一

4
1 ↑

1は い ・どちらともいえないll・ ・いえi

▲ ▲

一 1は ・11い … どち・とも・えな・▲ ▲ 1 一

「

判断レペルーN2(現 状程度のエネルギー量は必要か?)
0省 エネルギーの評価
O将 来の需要予測

判断レベルーS2(安 全管理体制が信 じられるか?)
O情 報公開の評価
○安全意識の評価

毒

1
一

iは い ・どちらともいえない いいえ1

▲
■

1
▲

1 は・ ・どち・とも・えな・1

▲
■

1い いえ1

▲

判断レペルーN1(現 在のライフスタ仙 ・生活水準を維持するのか?)
○経済成長OR自 然保護の選択 ○生活の質(豊 かOR質 素)の 選択

○次世代へ継承するもの(文 化OR自 然環境)の 選択

判断レペルーS1(現 在の政治 ・社会体制が信じられるか?)
○政策決定プロセスの評価 ○全体主義(管 理社会)の 抑制
O軍 事利用の可能性0情 鞭公圃の評価

[必要性の流れ] [安全性の流れ]

図1原 子力発電の推進 ・廃止の態度決定に至る公衆の意識構造モデル2)
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安心

2345
不安

図2各 技 術 の 推 進 派 廃 止 派 別 の 有 用 感

と安 心 感(東 京/1988.10)3)

の2グ ループに分け られる。多 くの技術は推

進意見回答者と廃止意見回答者共に比較的良

い評価 という[A-B]又 は推進意見回答者

と廃止意見回答者共に比較的悪い評価 という

[a-b]と い う評価パ ターンになっている

が,原 子力発電はバイオテクノロジー と共に

推進意見回答者は比較的良い評価だが,廃 止

意見回答者は比較的悪い評価 とい う[A-b]

という評価になってお り,推 進派 と廃止派の

意見の差が他技術の場合のそれに比べて大 き

いことがその特徴であるといえる。

3.最 近のア ンケー ト調査概要

JCO臨 界事故(1999年9月30日)を 挾み,

1998年 度(第5回 調査)と1999年 度(第6回

調査)に 行ったアンケー ト調査の概要は以下

のとお りである。

① 母集団:東 京都全域に居住する18歳 以上

の男女

② 実施時期:第5回 調査1998年11月 ～

1999年1月

第6回 調査1999年11月 ～

2000年1月

③ 標 本 数:1500人

④ 抽 出 法:第5回 調査 住民基本台帳に

もとつ く2段 無作為抽出法

第6回 調査 第5回 調査 と同

じ標本

⑤ 調査方法:郵 送法

⑥ 有効標本数:第5回 調査660人(44%)

第6回 調査649人(43%)

(第5回 と第6回 の両方回答

した回答者数は491人)

⑦ 質問構成:公 衆の原子力発電に対する態

度 とそれに影響を与えると考

えられる要因に関する質問

4.最 近のアンケー ト結果の概要

4.1原 子力発電に対する公衆の態度の変化

(1)推 進派,廃 止派の割合に大きな変化な し

JCO臨 界事故の前後 に行 った2つ の調査

で,回 答者の原子力発電に対する態度がどの

様に変化 したかを図3に 示す。「推進廃止の態

度」に関 しては,「 推進派」(「新設や増設をし

ながら続ける」 と 「現状程度のまま続ける」

の回答者)の 割合が若干減少 し,「廃止派」(「す

ぐにやめる」 と 「徐々にやめていく」の回答

者)の 割合が若干増加 しているが,あ まり大

きな変化は認められない。

(2)有 用感に大きな変化 はない

「有用感」に関 しても大 きな変化はな く,

「有用」との回答(「有用である」と 「どちら

かといえば有用である」の回答の合計)の 割
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[推 進 廃 止]間:あ なたは、 日本 は今後 も原子 力発電 を続 けるべ きだと思い ますか。
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[制 御 可 能 感]問:そ れでは、原子力発電について、技術や管理 を+分 にして人間や環境に

悪い影響を与えないように制御することがどの程度可能だと思いますか。
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図3JCO事 故 前 後 の 原 子 力 発 電 の 推 進 廃 止 の 態 度 と有 用 感 ・安 心 感 ・制 御

可 能 感 の 変 化(東 京/1998.11,1999.11)

合が若干増加 している程度であ り,大 部分が

「有用」と回答 している。JCO臨 界事故は,

有用感の増減にあまり影響はなかったといえ

る。

(3)不 安感が大 きく増大

「安心感」に関しては,大 部分が 「不安」

と 回答(「 不 安 で あ る」 と 「どち らか とい えば

不 安 で あ る」の 回答 の合 計)し て い るが,JCO

臨 界 事 故 の 前 後 で 「安 心 」 との 回答(「 安 心 し

て い る」と 「ど ち らか とい えば 安 心 して い る」

の 回答 の合 計)が 「20.1%→14.2%」 と減 少

し,「 不 安 」との 回答 は 逆 に 「61.9%→70.9%」

と大 き く増 加 して い る。 や は り巷 間 で も言 わ
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れるように,JCO臨 界事故は,東 京において

は安心感に大 きな影響があったと言える。

(4)制 御可能感の態度が明確に

「制御可能感(安 全感 という意味合いを持

たせている)」 に関しては,「制御可能」の意

見 も 「制御不能」の意見 も増加 し,「 どちらと

もいえない」という中間意見が減少 している。

事故が原子力発電の安全性について考えるき

っかけにな り,「制御可能」「制御不能」の態

度 を明確にした と考えられる。

(5)公 衆の態度の変化 に対 するまとめ

わが国では始めての犠牲者 も出たJCO臨

界事故後であるだけに,「不安感」が大き くな

っているのは.当 然予想されたことではある

が,そ れにもかかわらず 「有用感」には大 き

な変化 はなかった。 また,原 子力発電の 「制

御可能感」に関 しても 「制御不能」の意見 も

増加 しているが,同 時に 「制御可能」の意見

も増加 している。このように,「不安感」以外

の要 因には特にマイナスの影響は見えず,結

局,最 終的判断 としての原子力発電の 「推進

廃止の態度」は 「推進」意見の割合が若干減

少 している程度で,「安心感」以外にあまり大

きな変化は認められないことがわかった。

公衆は原子力発電の 「有用感」や 「制御可

能感」については,時 々の事故や事件等には

あまり影響 されず,極 めて冷静に対応 してい

ると思われるのに対 し,「不安感」が事故や事

件の度に大 きくなるのをみると,公 衆は原子

力発電の技術 その ものにではな く,そ れ を運

営管理す る組織や制度 といったものへの不信

の増大が原因ではないか と思われる。後述の

ように,公 衆は 「民主的であること」や 「情

報」 を重視 してお り,「事故・トラブルを起 こ

さないこと」は当然 として,「 原子力関係者へ

の信頼感」 を得 るために,積 極的な情報提供

をはじめ とした組織や制度の透明性 を高める

等の改革が求められているのではないか と考

えられる。

4.2態 度変化の詳細分析

(1)JCO事 故に より原子 力発電に安心 して

いた人の多 くが不安に

前項の態度変化の内容 をより詳 しく分析す

るために,事 故前の第5回 調査 と事故後の第

6回 調査において同一 回答者に対す る調査

(パネル調査 と呼ばれ る)を 行 った。原子力

発電に対する「推進廃止の態度」「有用感」「安

心感」「制御可能感」に関して,同 一回答者全

体に対 して態度変化 をしたグループの割合を

表1に 示す。

「推進廃止の態度」「有用感」「制御可能感」

に関しては,例 えば「推進→廃止」「廃止→推

進」というように逆の意見に変える割合は変

えない割合に比べて比較的小 さい。 しか し,

「安心感」に関 しては 「安心→安心」と態度

を変えない割合10.0%に 対 し 「安心→不安」

と逆の態度に変 えた割合 が8.6%と 比較的大

きな割合になっている。また,JCO臨 界事故

前 の中間意見回答者(18.1%)の 中の 多 く

(10.8%)が 「不安」との態度に変わっている。

これが大 きく影響 して,東 京においてJCO臨

界事故の前後で 「安心」 との回答が大きく減

少 し,「不安」との回答が増加 している。逆に,

「有用感」に関 してはJCO臨 界事故前の中間

意見回答者(27.1%)の 中の多 く(10.0%)が

「有用」 との態度に変わっている。 これが大

きく影響 して,東 京においてJCO臨 界事故の
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表1原 子力発電の推進廃止の態度 と有用感 ・安心感 ・制御可能感のパ

ネル調査結果/パ ネル全体 に対する割合(東 京)

(A)推 進廃止の態度 (%)

推 進(1999) 中間(1999) 廃 止(1999) パネル合計

推進(1998) 27.7 6.9 6.9 41.5

中間(1998) 4.1 9.8 7.1 21.0

廃 止(1998) 5.7 6.1 25.7 37.5

パネル合計 37.5 22.8 39.7 100

(B)有 用 感 (%)

有 用(1999) 中間(1999) 無 用(1999) パネル合計

有 用(1998) 49.3 6.5 3.9 59.7

中間(1998) 10.0 13.4 3.7 27.1

無用(1998) 3.9 4.1 5.3 13.2

パネル合計 63.1 24.0 12.8 100

(C)安 心 感 (%)

安 心(1999) 中間(1999) 不安(1999) パネル合計

安心(1998) 10.0 3.3 8.6 21.8

中 間(1998) 1.6 5.7 10.8 18.1

不安(1998) 2.6 5.3 52.1 60.1

パネル合計 14.3 14.3 71.5 100

(D)制 御可能感 (%)

可 能(1999) 中間(1999) 不 能(1999) パネル合計

可能(1998) 25.5 7.3 6.5 39.3

中 間(1998) 9.0 、 9.8 10.2 28.9

不能(1998) 7.1 4.1 20.6 31.8

パネル合計 41.5 21.2 37.3 100

注1パ ネル調査対象者数 は491人

注2表 の見方:例 えば,㈹推進廃 止の態度の表で1998年 に行 った第5回 調査 において「推

進」の回答(「新設や増設 をしなが ら続ける」と 「現状程度のまま続け る」の回答の合

計)を 行 い,JCO臨 界事故後の1999年 に行 った第6回 調査 において「廃止」の回答(「す

ぐにやめる」 と 「徐 々にやめてい く」の回答の合計)を 行 った人の割合はパネル全体

の491人 の中の6.9%で ある。 また,各 質問の回答はプラス回答,中 間 回答,マ イナス

回答の3区 分に まとめ てい る。

前後で 「有用」との回答が若干増加 している。

(注 アンケー ト全体での回答割合にはパネル

調査以外の回答者も含まれるので,パ ネル

調査での回答割合 とは若干の差がある)

(2)「 不安で有用」の態度は変わらず

また,2つ の調査で共に 「有用」と回答 し

た人の割合 と,共 に 「不安」 と回答した人の

割合は全体の約50%も あ り,他 の意見に変え

た割合 はどちらも小 さい。このように,原 子

第23巻 第4号(2001)
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力発電に対する 「不安 で有用」の態度はなか

なか変化 しないもの といえる。

(3)JCO事 故は 「安心」 と思 っていた女性に

強い影響 を与えた

ここで,「安心感」の態度変化 に関 して性別

に分析 してみ る(表2)。JCO臨 界事故前の

中間意見回答者は,男 女共ほぼ同程度の割合

で 「不安」との態度に変 わっている。 しか し,

前回調査(1998年)で 原子力発電に 「安心」

と答えた回答者(男 性=26。5%,女 性=17.5

%)の 中で,今 回調査(1999年)で 「安心→

安心」 と態度を変 えない回答者の割合(男 性

13.7%,女 性=6.6%)に 対 し 「安心→不安」

と態度 を変えた割合が(男 性=8.5%,女 性=

8.6%)と,女 性の態度変化の割合が圧倒的に

大 きい。 また,JCO臨 界事故前後で 「安心」

との態度 を変えない割合でみると,事 故前に

「安心」 との態度であった人の中で,男 性は

その約%が 事故後も 「安心」 との態度を変え

ないでいるのに対 して,女 性のそれは約%で

しかな く,そ の結果,JCO臨 界事故前後で「安

心」 との態度 を変 えない人の割合は女性全体

の6.6%と 非常に小 さな値 になっている。JCO

臨界事故は今まで原子力発電所 を 「安心」 と

思っていた東京の女性に対 し,よ り強い影響

を与えた といえる。

4.3推 進廃止の態度決定要因の分析

(1)不 安だか ら廃止派となるのではない

東京では,JCO臨 界事故後に原子力発電に

「不安感」を持つ人が増えたが
,「廃止」の意

見の人が特に増えたわけではない。そこで,

原子力発電の 「推進廃止の態度」に直接影響

を与える主要因子 として 「有用感」 と 「安心

感」「制御可能感」を考え,そ れらと「推進廃

止の態度」 との関係 を図4に 示す。

大部分の回答者が原子力発電を「不安」「有

用」と回答 しているが,「安心」との意見 を持

つ回答者は 「推進派」 となる傾向が非常に強

く,「無用」との意見を持つ回答者は「廃止派」

となる傾向が非常に強い。 まず,「有用」との

認識が 「推進派」となるために必須である。

また,「不安感」を持つ回答者の割合は多いが,

「不安感」を持つ人が 「廃止派」になる傾向

はあまり強 くな く,「推進派」の中にも「不安

感」を持つ回答者の割合 は高 く,「安心感」を

持つ人の割合 より多いくらいである。「不安」

表2性 別にみた原子力発電の安心感のパネル調査結果/パ ネル全体

に対する割合(東 京)
(%)

安 心(1999) 中 間(1999) 不 安(1999) パネル合計

安 心(1998)
男 13.7 4.3 $.5 26β

女 ¢.s 2.3 $β 17.5

中間(1998)
男 1.7 6.0 9.8 17.5

女 1.6 5.4 11.7 18.7

不安(1998)
男 3.0 6.4 46.6 56.0

女 2.3 4.3 57.2 63.8

パネル合計
男 18.4 16.7 65.0

1

100

女 10.5 12.1 77.4 100

注)パ ネ ル調査 対象 者 数 は,男 性234人,女 性257人 。
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lll量 量,

020406080100

[有 用 感]問=あ なたは、原子力発電 は、今 日の社 会や人々の生活 にとって

有用 だ と思い ますか、 あるいは無用だ と思 いますか。
← 一

1
8.21.2

匡

推進派(243人)

中間派(150人)

廃止派(256人)

騨 燗 照濁覇 耀 拶軍『甲一 …'㎝翼 ど筋 か紬 えば獺 である診 ミ幽
繍 幽_劇 鵬 ・盛42・4

叢遡 一一
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46.0
3.3
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どちらかといえば

無屠警ある

2春;3

甦q質凹卿璽
撫 用で鰯

i㎞ 』一1

[安 心 感]間:あ なたは、原子力発電の安全 性については どの ように
感 じますか。

團推進派剛 、懸 蟹 騰
2§.9

どちらともいえない

23.5

とちらか といえば

不 安である

30.0

中間派(150人)

廃止 派(256人)

●1

.7 口.3

「

53.3 ㎎ 騨 「

凄蜘 、、 、、,麟

。1

2.0

}5・5

36.3

i畷瓢 灘麗1こ叢1:灘

8推進 派(243人)

中間 派(150人)

廃止 派(256人)

[制 御 可 能 感]問=そ れでは、原子 力発電 について、技術や管理 を+分 に
して人間や環境 に悪 い影響 を与 えな いように制 御する

ことが どの程度可能 だ と思い ますか。

鐸 朧「
銃 .～o.吃聡 「編

,

どちらか といえば可能である

50.2

どちらともli、
いえない9.51

、8,511
一 一

翻 一
ll

無 回答

36.7口26.7L3

1屋

欝饗

溜一 一 一

1一
llど ちらかといえば不可能である

12.50.S

ll4◎ ・6'

麟∵絢 能臨・
臨 畠 磁 、・7謡.・.茄_

'壷

轟
匹 聾i聾1

0 60

回答割合(%)

図4推 進派一中間派一廃止派別にみた原子力発電の有用感 ・安心感 ・

制御可能感(東 京/1998.11)

だからといって直 ぐに 「廃止派」 となるので

はない。それに対 し,原 子力発電を 「制御可

能」 と思 う人の多くは 「推進派」に,原 子力

発電を 「制御不能」 と思 う人の多 くは 「廃止

派」になる傾向がみられる。

(2)「 有用感」の影響力が弱 くなった

このような原子力発電の「推進廃止の態度」

に直接影響 を与 える3要 因 を用 い,要 因の

有無 と大 きさを求め る手法の一つである林式

第2類 数量化解析 を行 った結果 を図5に 示

す。

JCO臨 界事故前に行 った1998年 度の第5

回調査では,そ れまでの調査の場合 と同様に

「有用感」の有無が この3要 因の中で最 も大

きな要因であったが,事 故後に行 った1999年
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度の第6回 調査では,「 制御可能感」の有無が

最 も大 きな要因にな り,「有用感」は要 因とし

て相対的に弱くなってお り,一連の調査で初め

て 「有用感」が最大の要因ではな くなっていた。

この変化はJCO事 故の影響が大きいと思われ

るが,単 にJCO事 故の影響だけでなく,過去の

アンケー トをみると,ア ンケー トを重ねるごと

に原子力発電の 「推進廃止の態度」決定に 「安

心感」「制御可能感」が徐々に大 きな要因 となっ

てきてお り,「有用感」は要因として相対的に弱

くなってきていた。今までは,原 子力発電に対

して 「不安」と思っていても,よ り大きな要因

である 「有用感」により 「不安だが有用だから

原子力発電は推進すべ き」となるケースが多い

と思われるが,今 後 「安心感」「制御可能感」が

「有用感」より大 きな要因となれば,「有用だが

不安だから原子力発電は廃止すべき」となるケ

ースが増えることも考えられる。今回の 「有用

感」と 「制御可能感」の要因の強さの逆転は,

事故による一過 性の現象 といえるかもしれな

いが,定 常的に原子力発電の有用性より危険性

を重視するというような影響力の逆転する時

期が来ることも想定される。

有効回答
者数(人) 廃止 カテゴ リースコア(評 価 を分 ける方 向 とその度合)推 進

ー

9

9

8

年

度

調
査

有用 感:有 用389-1

[0・42]中 間179

無 用92

制御 感=可 能259

[0.30] 中間191

不能210

安心感;安 心133

Eo.25] 中 間 日8

不安409

1.冒
一〇.50}0.5

i

!
1

[
…

「1

〔
】

一

1

9
9

9

年
度

調

査

制御感=可 能267

[0・32]中 間132

不能244

有用感:有 用395

[0.29] 中間i59

無用89

安心 感1安 心91

[0.27] 中間96

不安456

1

…

1

一 一
1

,

一
1

1口=
置

注)上 記の図は,意 識調査 に用 いた各質 問に対 して同 じ回答 を行 った回答者を1つ のグル
ープ として とらえ,そ のグループは総体 として原子力発電の推進一廃止に関 して どのよ

うな傾向の態度 を示すかを分析 した ものである。

図中の,要 因名の下の数字 はその要 因の強 さを,棒 の方向 と長 さ(カテゴ リース コア)

がそのグループの回答傾 向(推 進or廃 止)を 表す。

図5原 子 力発 電 の 推 進 廃 止 の 態 度 に対 す る各 回 答 者 グル ー プ の傾 向

(東京/1998.11,1999.11)
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4.4そ の他の分析

(1)原 子力発電 に対する不安感を特別視する

必要はない

JCO臨 界事故後に原子力発電へ の不安 は

大 きくなったが,原 子力発電への不安 は,他

の事例の不安に比べて特に大 きいわけではな

い(図6)。JCO臨 界事故後(1999年 度調査)

という特異な状況下において も,最 も不安の

大 きなグループの中の一つでしかない。過去

のアンケー ト調査 において も平均値でみれば

原子力発電は他の施設 と同程度の捉 え方をさ

れてお り,原 子力発電に対する不安感が特別

地球規模の環境破壊

水や空気の汚染

自然災害

ダイオキシン

不景気

老後

交通事故

経済や金融の崩壊

食品添加物 ・汚染

原子力発電所の事故

がん

犯罪

税金

失業

物価高

エネルギー危機

火災

戦争

子供の教育

テロ

住宅

エイズ

食中毒

その他

無回答
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回答 割合(%)
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問:あ なたは,ふだんの 日常生活の中で特 にどのようなことに強い不安 を感 じますか。

特に強 く不安に感 じるものをい くつでも選んで番号に○をつけて ください。

図6ふ だ ん の 日常 生 活 の 中 で 特 に 強 く不 安 に感 じ る もの

(東 京/1988.11,1999.11)
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に大 きく,特 異なわけではな く,原 子力発電

をことさら特別視する必要はないもの と思わ

れる。ただ し,前 述のように,推 進派 と廃止

派の意見の差が他技術の場合のそれに比べて

大 きいことが原子力発電の特徴であるといえ

る。

(2)女 性の原子力発電に対する評価 は特に悪

くはない

よく,「女性は原子力発電に対す る評価が悪

い」 と言われているが,今 回のアンケー ト調

査結果 をみても,女 性の方が若干評価が悪い

といえる(図7)。 原子力発電の 「推進廃止」

の態度 をみ ると,「廃止」の意見は男女差はあ

まりな く,女 性は 「どちらともいえない」 と

いう中間意見が多く,そ の分 「推進」の意見

が少な くなっている。ただ し,否 定的な意見

では,あ まり大 きな男女差はみられない。

(3)原 子力発電 と再生可能エネルギーの関係

大衆の予想する将来(20年 後)の 主要電源

は,他 を圧 して 「再生可能エネ」 と 「原子力

発電」となっている(図8)。 当然のことでは

あるが,原 子力発電の 「推進派」の過半数は,

将来の主要電源を 「原子力発電」とみてお り,

原子力発電の 「廃止派」の過半数は,将 来の

主要電源を 「再生可能エネ」とみている。「廃

止派」に とって原子力発電 を廃止 した後,原

子力発電に替わるもの として「再生可能エネ」

を考えているようである。 しか し,「推進派」

も少な くない割合の人が将来の主要電源 を

「再生可能エネ」 とみてお り,同 じく 「廃止

派」も少な くない割合の人が将来の主要電源

を 「原子力発電」 とみている。本アンケー ト

調査でも,公 衆は環境問題に高い関心を持っ

ているとの結果を得てお り,原子力発電の「推

進派」でも 「再生可能エネ」には好意的で強

い関心を持っている。

また,前 回調査 と今回調査のパネル調査に

おいて,将 来の主要電源の予測を,「原子力→

原子力」「再生可能エネ→再生可能エネ」と態

度 を変えなかった割合はそれぞれのグループ

の60%程 度 しかなく,こ の意見の流動性は高

いといえる。

(4)公 衆は 「環境」「民主」「情報」を重視す

る

公衆の生 き方,社 会に対す る考 え方 を探 る

ため,公 衆は今,何 を重視 しているのか をア

ンケー ト調査により調べた。誌面の制約上図

[推 進 廃 止]問;あ なたは、 日本は今後 も原子 力発 電 を続け るべ きだと

思い ますか。

現状穆度のまま続ける

2?.5

無回答 徐々にやめてい く

0。333、8

020406080
回答割合(%)

図7性 別 に み た 原 子 力 発 電 の 推 進廃 止 の 態 度

(東 京/1999.11)
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再生可能エネ

原子力発電

天然ガス
火力発鷺

水力発電

石油火力発電
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無回答
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問:20年 後の 日本では,次 の どれが最 も主要な電源 になると思 いますか。

1つ だけ選んで番号に○をつけて ください。

図8推 進 派 一 中 間 派 一 廃 止 派 別 の20年 後 の 日本 で 最 も

主 要 に な る と予 想 され る電 源(東 京/1999.11)

表は示 さないが,ア ンケー ト調査結果による

と,公 衆は 「環境」「民主」「情報」 といった

もの を重視 している。「民主的」と思われるこ

とは原子力発電の推進にとって非常に重要な

要因である。

したがって,「事故 ・トラブルを起 こさない

こと」は当然 として,「原子力関係者への信頼

感」 を得 るために,積 極的な情報提供 を効果

的に行 うことが必要であるといえる。特に,

ただ情報 を出すだけでは不十分であ り,公 衆

に十分な情報公開をしていると認め られるよ

うな適切 な情報の提供を行 うことが重要であ

ろう。

(5)情 報源の評価は単純ではない

前項で述べ たような適切な情報提供 を行 う

ためには,公 衆の情報に関する認識 を把握す

ることが必要である。そのため,公 衆が原子

力に関して信頼できる(又 は信頼できない)

情報源の種類を聞いた。その結果を図9に 示

す。「新聞・TV」 等が信頼 されている情報源,

「電力会社 ,国,雑 誌」等が信頼されてない

情報源 となっている。 しか し,こ の問題は単

純 ではない。

「住まいの近 くに作 ってもらいたくない」

ような施設の建設計画に対 し,必 要性や安全

性 などを 「説明すべ きだ」 と思う人や組織

次いで意見を参考 として聞いてみたい人や組

織 更に参考になる情報を得たい と思 うメデ

ィアについて聞いた結果を図10に 示す。 この

調査 によると,必 要性や安全性などを 「説明

すべ きだ」 と思 うのは,信 頼 していない情報
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専門書

020406080100

回答割合(%)

問:あ なたは原子力 に関 して どんな情報源が信頼 で きるとお考 えですか。

次の8つ の 中か ら第1位,第2位,第3位 と順位 をつけて3つ まで選 んで くだ さい。

問:前 間に引 き続 き,今 度 は逆に最 も信頼 できない と思 う情報源 を

第1位,第2位,第3位 と順位 をつけ て3つ まで選 んで くだ さい。

図9原 子 力 に 関 して 信 頼 で き る(又 は 信 頼 で き な い)情 報 源

(東 京/1999.11)
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源 と され た 「国,県 や 市 町 村 」 とい っ た 公 的

機 関 が 上 位 に あ り,意 見 を参 考 と し て 聞 い て

み た い と思 うの は,「 中立 的専 門家 」とす る意

見 が 多 い。 ま た,参 考 に な る情 報 を得 た い と

思 うメ デ ィア と して は,信 頼 して い る と され

た 「新 聞 ・TV」 以 上 に 「講 演 会 ・説 明会 」

とす る意 見 が 多 い。

さ らに,「 イ ン ター ネ ッ ト等 」は 割 合 こ そ 低

い が,イ ン ター ネ ッ トを利 用 で き る人 の 割合

21%(本 ア ン ケー ト調 査 結 果)と 比 べ る と非

常 な高 率 で あ る とい え る。 また,過 去 に行 っ

たア ン ケー トで は,効 果 的 な情 報伝 達 に は 対

人 情 報 伝 達 を重 視 すべ き で あ る との 結 果 を得

て い るが,バ ー チ ャ ル な双 方 向 コ ミュ ニ ケ ー

シ ョン 手段 で あ るイ ン ター ネ ッ トは そ の 点 で

も有 用 と い え る。 今 後,イ ン ター ネ ッ トの 利

用 拡 大 が 予 想 さ れ る ため,こ の メ デ ィア の 重

要性はます ます大 きくなるものと思われる。

アンケー ト結果をまとめると,施 設の受け

入れを図る場合,[国,県 や市町村]が[中 立

的な専門家]も 含めた[講 演会 ・説明会]を

開催 し,[適 切な情報の提供]を 行 うことが最

も効果的であ り,今 後はインターネッ トの利

用 も考慮すべ きであるとの結論になる。

5.ア ンケ ー ト分析 の ま とめ

1999年 に起 こったJCO臨 界事故 の前後に

行 ったアンケー ト調査の分析の結果,注 目す

べ き公衆の原子力発電に対する態度の変化 を

知 ることがで きた。

その一つは,JCO臨 界事故後,東 京の公衆

の原子力発電に対する不安感は事故前に比べ

明らかに大きくなってはいたが,原 子力発電
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回答割合(%)

問 あなたは,「 住 まいの近 くに作 ってもらいた くない」よ うな施 設が実際に あなたの住 まいの近

くに作 られ るような計画 が持 ちあが った ときに,だ れが施 設の必要性や安全性 な どを説明す

べ きだ と思い ますか。

次の4つ につ いて,第1位 か ら第4位 までの順位 をつ けて□ 内に番号 を記入 して くだ さい。

問:そ れでは,あ なたは,「 住 まいの近 くに作 って もらい た くない」 よ うな施 設 を受け入れ るか,

受 け入れないか を決め る ときに,だ れの意見 を参考 として聞いてみたい と思 いますか。

次 の5つ について,第1位 か ら第5位 までの順位 をつ けて□ 内に番号 を記入 して ください。

問 それでは,あ なたは,「 住 まいの近 くに作 って もらい た くない」 よ うな施 設 を受け入れ るか,

受 け入れな いか を決め る ときに,ど の メデ ィアか ら参考 にな る情報 を得 たい と思 い ますか。

次 の6つ について,第1位 か ら第6位 までの順位 をつ けて□ 内に番号 を記入 して くだ さい。

図10「 住 ま い の 近 く に 作 っ て も ら い た く な い 」 よ う な 施 設 の 建 設 計

画 時 に お け る 人 や 組 織,メ デ ィ ア の 評 価(東 京/1998.11)
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の推進廃止の態度には大きな変化はなかった

ことである。 もう一つは,原 子力発電の推進

廃止の態度に影響 を与える要因 として,前 回

調査までは 「有用感」の有無が最 も大 きな要

因であったが,今 回の調査 では,東 京では「制

御可能感」が推進廃止の態度決定に最 も大 き

な要因とな り,「有用感」が首位ではな くなっ

ていたことである。

原子力発電に関するアンケー ト調査 を,10

数年間にわた り実施 した結果 として得 られた

知見の一つは,公 衆が概 して原子力発電を「有

用」 と思い,同 時に 「不安」 と思 う傾向は,

時期により多少の増減はあるものの,昔 か ら

変わらない評価 であるとい うものである。今

までは,こ の 「有用」 との評価が原子力発電

の推進廃止の態度に最 も大きな影響 を与える

要因 として働 き,「不安」はあるものの,大 勢

としては公衆は原子力発電に推進の態度であ

った。ただし,こ の 「有用」 との評価 は原子

力発電の推進廃止の態度に影響 を与える要因

として,徐 々にその影響力が下がってきてお

り,そ の分 「安心感」「制御可能感」が大 きな

要因 となってきている。今後 この傾向が進み,

原子力発電の有用性 より危険性を重視す ると
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い う,原 子力発電の推進廃止の態度への影響

力の逆転する時期が来ることも想定 される。

公衆が原子力発電を 「不安」と思 う傾 向は,

これか らも短期的には変わることはないと思

われるが,情 報公開への欲求や事故及び事故

時にみられる対応の不手際等により原子力関

係者への 「信頼」が揺 らぎ,そ の結果,徐 々

に 「安心感」「制御可能感」が原子力発電の推

進廃止の態度に影響 を与える要因として大き

くなってきていると思われる。原子力発電の

広報は,有 用性の認知を図ることは当然 とし

て,そ の目的は(短 期的にはなくならないで

あろう)「不安感」をなくすことではな く,情

報公開のや り方や事故時の対応を適切 にす る

等により,原 子力関係者への 「信頼」を得る

ことにあると思われる。「信頼」があれば,た

とえ 「不安感」があっても,そ れは原子力発

電の推進廃止の態度に影響 を与える要因 とし

て大 きい ものにはならないのではないだろう

か。

6.情 報提供の考察

アンケー トの分析 でも述べ たように,積 極

的で効果的な情報提供の重要性は今後ます ま

す大 きくなるもの と思われる。この情報提供

の方法について,一 連のアンケー ト結果 と識

者の意見を統合 し,そ の提供にあたって留意

すべ き点 を考察 してきたが4),そ のまとめ を

下記に示す。参考 になれば幸いである。

まず,原 子力発電が社会的に評価 され受け

入れられ るには,公 衆から常に民主的 と受け

止められ ることが前提にな り,そ のために情

報公開は不可欠であり積極的な情報提供が必

要であることを認識する必要がある。また,

この情報提供 の目的は公衆に原子力発電のこ

とを理解 して もらうことではな く,関 係者に

対する信頼 を得ることにあることを強調 した

い 。

ただし,情報はただ出すだけでは不十分で,

公衆に十分な情報公開をしていると認められ

ることが重要であ り,そ のための適切な情報

提供 を行 う必要がある。この適切 な情報提供

を行 う上で,伝 え方の技術的な面では,例 えば

下記のようなことを考慮すべ きと思われる。

○対人情報伝達や双方向 コミュニケーション

の重視。

○分か りやす く簡略化された情報&オ リジナ

ル生データの提供。

○ 自分の意見 を全面肯定 した り,反 対派の意

見 を全面否定 した表現 を用 いない。

また,伝 え方の内容的な面では,例 えば下

記のようなことを考慮すべ きと思われる。

○公衆は環境問題に高い関心 を持ってお り,

新 ・省エネと原子力発電は常にセットで考

慮する。

○原子力発電 を特別の ものとせず,社 会の中

の1事 象 として考える。

○有用性を伝えるべ き。ただし,豊 かな生活

の増進や科学技術の進歩等に対する無条件

の賛成はない との考えを前提にす る。

また,情 報提供に最 も大 きな影響力を持つ

マスコミに対 しては,一 つ一つに間違いを正

す努力は無論必要ではあるが,元 来マスコミ

は誤報 ・無理解等はつ きものであ り,そ れ ら

を完全 にな くすことを願 うのは無理である。

それよりも,そ の性癖 を考慮 した対処が必要
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である。さらに,情 報の受け手である公衆に

対 して も,さ まざまな認識 ・感性等を把握す

る必要がある。例 えば,公 衆は原子力発電情

報 をインターネッ トで入手したいと思ってい

るのか,講 演会 ・説明会で入手 したい と思っ

ているのか等の情報を知 らず して効果的な情

報伝達はできない。

これまで提案 してきたような原子力発電の

情報提供を,日 頃情報提供以外の仕事を行 っ

ている者が効果的に行 うことは,そ の原則 を

理解 していても無理がある。そのためには,

情報提供の専門家を育成 し,大 きな権 限とそ

の活躍の場 を与える必要がある。

さらに,近 年急速に普及 しているインター

ネッ ト(特 にホームページ)は,今 後その影

響力は大 きくなって くるもの と予想され,こ

れを効果的に利用す ることも有用 と思われ

る。計算機 としての機能を大いに利用 し,欲

しい情報をいつで も,ど こでも,素 早 く提供

できる実用性の高いホームペー ジが求め られ

る。この[欲 しい情報をいつで も,ど こで も,

素早 く提供]と いう性質が最 も生かされるの

は事故等の緊急時であろう。核燃料サイクル

開発機構ではモニタ リング ・ステーション等

の リアルタイムデータをインターネットで公

開 しているが,JCO事 故では数十万件のアク

セスがあったそうである。 この情報提供 によ

り無用な不安 を打ち消す効果もあったと思わ

れ る。

以上,情 報提供について考察 してきたが,

最 も効果的で重要な情報は事故や トラブルを

起 こさないことであり,こ れに勝 るものはな

い。 また,不 幸にして もしも事故や トラブル

が起 きた場合は,情 報提供 を適切に行い,く

れ ぐれも[事 故隠し,情 報隠 し]と とられる

ことの無いように努める必要があることは論

を待たない。
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〔技術解説〕

ク リー ンエネルギー 自動 車 レポー ト(第8報)

ハ イブ リッ ド自動車の新展開

蓮 池 宏((財)エ ネルギー総合工学研究所プ ロジェ ク ト試験研 究部 主管研究員)

㌔毎 、!

1.は じ め に

本 レポ ー トの 第3報(1997年4月)で ハ イ ブ

リ ッ ド自動 車 を取 り上 げ た 。 その 後,1997年

12月 に世 界 初 の 量 産 ハ イ ブ リッ ド車 トヨ タ ・

プ リウス が発 売 され たが,早 い もの で そ れか ら

3年 が 経過 した。 この 間,プ リウ スは順 調 に販

売 台数 を伸 ば し,2000年12月 に は累 計 販 売 台数

が5万 台 に達 した1)。また,ト ヨタ に続 い て本 田

が1999年11月 に イ ンサ イ トを,日 産 が2000年4

月 に テ ィー ノ ・ハ イ ブ リッ ドを発 売 した。

た だ,プ リウ ス登 場 の 際 の イ ンパ ク トが 非

常 に 大 きか っ た た め,そ の 後 の ハ イ ブ リッ ド

自動 車 の 開 発 機 運 は,過 熱 気 味 の 燃料 電 池 自

動 車 フ ィー バ ー の 陰 に 隠 れ て,や や トー ン ダ

ウ ン した か の よ うに も映 る。

しか し最 近1年 間 で,ハ イブ リ ッ ド自動 車

の 開 発 に 関 して 次 々 と新 し い,そ して 重 要 な

動 きが 出 て きて い る。 本 稿 で は,そ う し たハ

イ ブ リッ ド自動 車 の 新 しい 展 開 を展 望 し て み

た い。

2.三 者(社,車)三 様の ハ イ ブ リッ ド

乗用 車

まず,ト ヨ タ,本 田,日 産 か ら発 売 さ れ た

ハイブリッ ド乗用車の位置づけを整理 してみ

たい。各車の概要 を表1に 示 した。個々の技

術内容については多 くの解説記事があるので

ここでは触れないが,同 じハ イブ リッド乗用

車でもその中身はいろいろな面で異なってお

り,そ こから3社 の考 え方 を伺 い知ることが

できる。

(1)プ リ ウ ス

プ リウ ス の価 値 は,量 産 型 ハ イ ブ リ ッ ド車

と して 「世 界 初 」 とい う点 と,販 売 台数 「世

界 一 」 とい う点 に 集 約 され る。 新 しい コン セ

表1プ リウ ス,イ ンサ イ ト,テ ィー ノ ・

ハ イ ブ リッ ドの 比 較

プ リウ ス イ ンサ イ ト
一

ア イ ー ノ

発 売 97年12月 99年11月 00年4月

重 量kg 1,220 720 1,500

定 員 人 5 2 5

燃 費km/L 28宰1 35 23

車 体 専用 専用 既存

形 式
シ リー ズ ・

パ ラレル パ ラ レル パ ラ レル

エ ン ジ ン 高膨張比 希薄燃焼 高膨張比

変速機 遊星ギヤ式
無段

マニ ュア ル

5段*2

ベ ル ト式

無段

電 池
ニ ッケル

水素

ニ ッケル

水素
リチ ウム

イ オ ン

価 格 万円 215 210 315

一90一

*1:モ デル チェンジ後 の新 型プ リウスは29km/L

*2:無 段変速機仕様 車 もあ り,燃 費は33km/L
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プ トの商品が発表 されると,す ぐに他のメー

カーが より優秀な同様の商品を開発す るとい

うことがよくあるが,ハ イブ リッ ド車の場合

は性能 ・コス トなどを総合的にみて,プ リウ

スを凌 ぐハ イブリッド車は,3年 を経過 して

も未だに現れていない と言える。「21世紀の自

動車はどうあるべ きかを示す」という当時の

豊田英二名誉会長の肝いりで開発 したと言わ

れる車だけに,開 発に も生産にもPRに も他

社 とは力のかけ方(投 資額)が 違 うという感

がある。

(2)イ ンサイ ト

本田のインサイ トは,プ リウスか ら約2年

遅れて商品化 された。2番 手 として登場する

に当たって本田が 目指 したのは 「低燃費世界

一」という点であった。35km/Lは100kmを

2.9Lの ガソ リンで走る計算にな り,3リ ッタ

ーカーが実現 したことになる。その超低燃費

の達成のために,2人 乗 りの小型車が選択さ

れ,車 体の軽量化や空気抵抗の低減 も徹底さ

れた。ただし軽い車が燃費が良いのは当然で

あ り,こ れはハイブ リッド化の効果 とは別 も

のである。月産300台 という計画か らもわかる

ように,イ ンサイ トは広範な普及を目指 した

車ではな く,存 在 をアピールすることを第一

の 目的 としたものと考 えられる。その結果は,

米国環境庁 とエネルギー省による車種別の燃

費調査において,イ ンサイ トが2年 連続で首

位 を獲得 し3),米 国環境庁か らは 「地球気候

保全賞」 を受賞,ド イツ運輸省か らはディー

ゼル車 を含めてCO2排 出量が最 も少ない車

として認定 されるなど,狙 いは成功 した と言

えよう。

(3)テ ィーノ ・ハイブリッ ド

日産のティーノ ・ハ イブ リッドは,イ ンサ

イトか らさらに半年後の発売 となった。本来

はもっと早い時期の発売予定だったものが一

時は発売を断念されながら,技 術水準の維持

向上 という観点か ら,台 数限定で販売される

ことになった という。予定の100台 はあっとい

う間に売れたようである。

プ リウスや インサイ トと比較 してのティー

ノの特徴は,同 じ重量のエンジン単独車を基

準 とした場合の燃費向上率が優れていること

である(図 の 。この特徴 を達成するために,

無段変速機(CVT),リ チウムイオン電池な

ど,効率向上に有効な技術が採用されている。

燃料消費を絶対量 としてどれだけ減 らせるか

という観点からは,テ ィーノ ・ハイブ リッド

のように,車 両重量が大 きな車種 をターゲッ

トに して,高 い燃費向上率 を達成することが

重要である。その意味でこの車が目指 した方

向は正道であったと思 うが,生 産台数が限定

されたことが残念であった。

陶
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図1ハ イ ブ リ ッ ド乗 用 車 の 燃 費 向 上 率4)

出所:北 田,パ ワー エ レ ク トロニ クス研 究 会論
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3.本 田,ト ヨタの次 期ハイ ブ リッ ド車

昨年(2000年)半 ばに,本 田とトヨタが2001

年にハイブ リッ ド車の第2弾 を発売する計画

であることが報 じられた5・6)。本田はシビック

をべ一スとしたハイブ リッ ド車(以 降,シ ビ

ックHVと 略す)を,ト ヨタはエスティマ をべ

一ス としたハ イブリッ ド車(以 降,エ スティ

マHVと 略す)を 予定 しているとのことであ

る。プ リウスやインサイ トのようなハイブ リ

ッ ド専用モデルではな く,既 存ガソリン車,

それ も両社の主力モデルにハイブ リッ ド仕様

車を投入す る点が注目される。ティー ノ ・ハ

イブ リッドも既存車 をべ一スとしていたが,

生産台数が少 なく市場がどの程度受け入れた

かは判断できなかった。

ハイブ リッ ド専用モデルの場合は,特 別装

備 を付けることなどでハイブ リッ ド以外の部

分でも付加価値を高めることができた。また,

ハイブ リッ ド車であることが一 目でわか る

(他人か ら分かってもらえる)こ とが何 より

のメリットであった。こうした点がプ リウス

やインサイ トの販売増に少なからず貢献 して

いると考えられる。

それに対 しシビックHVや エスティマHV

の場合は,専 用モデルで付加できる+α がな

いので,エ ンジン単独仕様車 と比較 しての車

両価格の増加分 と燃費節減分の比較が,購 入

を考えるときの判断材料 として一層重要にな

って くるであろう。 また,ハ イブ リッド仕様

車だけ車体 を軽量化 して燃費向上を図るとい

うことはできないので,純 粋にハイブ リッ ド

化の効果だけが燃費に現れて くる。

ハイブ リッ ド車が広 く普及するためには,

いずれはそ うした状況に入っていかなければ

な らな い。 そ の 意 味 で,シ ビ ッ クHVと エ ス

テ ィ マHVの 発 売 に よ っ てハ イ ブ リ ッ ド車 は

新 しい 段 階 を迎 え る こ とに な る。

本 田,ト ヨ タの 両 社 は,第2弾 に続 くハ イ

ブ リッ ド車 の構 想 も発 表 して い る5～7)。本 田は

シ ビ ッ ク に続 い て ア コー ドの新 モデ ルや 新 型

リ ッ ター カー に もハ イ ブ リッ ド仕 様 車 を設 定

す る予 定 で,2001年 度 の 総 販 売 計 画 台 数275万

台 の う ち5万 台 以 上 をハ イ ブ リッ ド車 に す る

計 画 と い う。 トヨ タ は さ らに 踏 み 込 ん で,首

脳 が 「近 い将 来,全 て の ク ラ ス でハ イ ブ リッ

ド車 を投 入 で き る」「将 来 は,ハ イ ブ リ ッ ド車

の 比 率 を 販 売 全 体 の30～50%に 引 き上 げ た

い」 と表 明 して い る。

まず シ ビ ッ クHVと エ ス テ ィマHVが どの

よ う な実 績 を残 せ るか が,今 後 ハ イ ブ リッ ド

自動 車 が 本 格 的 普 及 に 向 か うか ど うか を 占 う

試金 石 とな る。

4.商 用 車 への 適用

2000年10月 に第34回 東京モーターショーが

開催 された。東京モー ターショーは1999年 か

ら毎年1回 の開催 となり,内 容は乗用車 と商

用車(ト ラック,バ ス等)と を交互に行 うこ

ととなった。2000年 は商用車の年で,い くつ

かのメーカーからバスや トラックのハイブリ

ッ ド車が出品された。表2に 出品されたハイ

ブ リッ ド自動車の概要 を示す。

商用車にハイブ リッドシステムを適用する

場合,乗 用車 と異なる点は次の とお りである。

① 走行距離が長いので,燃 費向上による燃

料費節減効果が大 きい。

②1車 種当たりの販売台数が少ないため,

量産効果が出に くい。
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表2東 京 モ ー タ ー シ ョ・一に 出 品 され たハ イ ブ リ ッ ド自動 車

メ ー カ ー 日産 デ ィーゼ ル 三 菱 日 野 ダ イハ ツ トヨ タ

車 種 路線バス 中型 トラック 路線バス トラ ッ ク 軽バ ン マ イ クロバス

乗車定員/積 載量 65人 3.8ト ン 57人 2.0ト ン 0.2ト ン 25人

車両総重量 約15ト ン 約8.6ト ン 14ト ン べ一ス車+0.2t 0.99ト ン 5.3ト ン

ハ イブ リツ ド形式 シ リー ズ パ ラ レル シ リー ズ シリーズ・パラレル パ ラ レル シ リー ズ

エ ン ジ ン

サ イ クル ミ ラー オ ッ トー デ ィーゼ ル デ ィー ゼ ル オ ッ トー オ ッ トー

排 気 量cc 4,617 6,925 8,201 3,839 659 1,496

燃 料 CNG CNG 軽油 軽油 ガ ソ リン ガ ソ リン

最高出力kW 81 154 165 96 31 36

発 電 機
種 類 PM同 期 一 PM同 期 PM同 期 『 三相交流

最高出力 田 75 一
100 72 『 25

モ ー タ
種 類 PM同 期 PM同 期 誘導 PM同 期 PM同 期 誘導

最高出力kW 75×2 50 150×2 72 10 70

電 池

種 類 キ ャパ シタ キャパ シタ Liイ オ ン ニッケル水素 ニッケル水素 鉛

メー カー 自社 自社 日本電池 パナソニックEV パナソニックEV 新神戸電機

最高出力kW 一 『 340/145 一 一 }

容 量kWh L21 0.4 21 1,872 0,936 26.4

電 圧V 378 350 648 288 144 480

重 量kg 200 100 300 42 21 504

燃費向上
倍 率 1.7～1.8 1.5 1.67 1.5 1.3 1.1

比較対象 ディーゼル車 CNG車 デイーゼル車 ディーゼル車 ガ ソ リン車 デイーゼル車

市販予定 未定 2001年 2003年 2003年 末定 市販中

③ 経済性や運転性が厳 しく評価 され,外 観

や 目新 しさはセールスポイン トにならない。

④ 走行距離が長 いので,各 コンポーネン ト

の耐久性や信頼性への要求が厳 しい。

これまで,商 用車の分野で実用化 されたハ

イブ リッド車の例 としては,日 野のHIMRバ

ス,HIMRト ラック,ト ヨタのコースターハ

イブ リッ ドがあるが,普 及台数はいずれも数

十～百数十台程度にとどまっている。普及が

進 まないのは,車 両価格が高いことが第一の

原因であるが,技 術的に も燃費の向上率 が

1.1～1.2倍 程度で燃料節約の効果があまり大

きくない,鉛 電池の耐久性が十分でなく2～3

年 ごとに交換が必要,と いった課題があった。

今 回のモーターショーに出品されたハイブ

リッ ド車は,蓄 電装置にハイブ リッ ド乗用車

で実績のあるニッケル水素電池や リチウムイ

オン電池,そ して最近の技術進歩が著 しい電

気二重層キャパシタを用い,燃 費向上率はL3

倍～1.8倍 と大 きくなっている(ト ヨタのマイ

クロバスは除 く)。

日産ディーゼル,三 菱,日 野の各社 は,近

い将来の商品化 を表明してお り,商 用車部門

でのハイブ リッ ド車の開発 も活発化 して くる

と予想される。先に述べたように,商 用車では

技術の中身がよりシビアに評価される。この分

野でハイブ リッド車が普及できたならば,そ の

技術が本物であることの証明となろう。
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5.蓄 電装置の開発競争

近年,電 子情報機器の分野で 「デファクト

スタンダー ド」という言葉が しばしば登場 し,

自動車の分野でもデファクトスタンダー ドの

獲得競争が注 目されている。これは基本的に

完成車 メーカー間ではな く,部 品メーカー間

の競争である。

ハイブ リッ ド自動車における最 も重要なデ

ファクトスタンダー ドの対象 として,蓄 電装

置を挙げることがで きる。その競争はこれ ま

での ところ,プ リウスとインサイ トに使われ

たパナソニ ックEVエ ナ ジー社 のニ ッケル水

素電池が他 の技術 を大 きく引 き離 して リー ド

しているが,新 しい技術の開発 も続けられて

いる。

(1)電 気 二 重 層 キ ャパ シ タ

最 近 の 技 術 的 トピ ッ クス と して最 も注 目 さ

れ るの が,電 気 二 重 層 キ ャパ シ タ(以 下 キ ャ

パ シ タ と略 す)で あ る。

日産 デ ィ ー ゼ ル がNEDOの 高 効 率 ク リー

ンエ ネ ル ギー 自動 車 開 発 プ ロ ジ ェ ク トの 中 で

1999年 度 に キ ャ パ シ タ を用 い た路 線 バ ス を開

発 した8)。 ま た2000年6月 に は,2001年 中 に キ

ャパ シ タ を搭 載 したハ イブ リ ッ ド式 トラ ッ ク

を商 品 化 す る と発 表 し た9)。 開 発 さ れ た バ ス

と トラ ッ ク は東 京 モ ー ター シ ョー に も出 品 さ

れ た(表2)。

本 田 も2000年6月 に,2001年 に発 売 す る予

定 の シ ビ ッ クHVに キ ャ パ シ タ を使 う と発 表

して い るlo)(追 補 参 照)。 米 国 で の 実 証 試 験 用

に 開発 し た燃 料 電 池 自動 車 に も キ ャパ シ タ を

使 っ て お り,そ の 開 発 に本 格 的 に取 り組 ん で

い る こ と を伺 わせ る。

さ らに,2000年10月 に は,京 セ ラ,三 井 物

産,日 本 電 子,パ ワー シ ス テ ム の4社 が キ ャバ

シ タ を用 い たハ イ ブ リ ッ ド自動 車 用 蓄 電 装 置

の事 業 化 で業 務 提 携 を発 表 した11)。

ハ イブ リ ッ ド自動 車 へ の キ ャパ シ タの 適 用

は特 に 新 しい もの で は な い 。 表3に 示 す よ う

に,過 去 に何 回 か 試 み られ て き た。 トヨ タの

プ リウス も本 田 の イ ンサ イ トも,東 京 モ ー タ

ー シ ョー に コ ンセ プ トカ ー と して最 初 に 出 品

さ れ た 時 に は,蓄 電 装 置 と して キ ャ パ シ タ を

使 用 して い た。 しか し,商 品 化 の段 階 で キ ャ

パ シ タか らニ ッケ ル 水 素 電 池 へ 変 更 され た と

い う経 緯 が あ る。 富 士 重工 も キ ャパ シ タ を搭

載 した コン セ プ トカー を2回 出 品 し たが,こ ち

ら も1999年 に は ニ ッケ ル 水 素 電 池 に 変 更 され

て い る。

これ ら の状 況 か ら,ハ イブ リ ッ ド車 用 蓄 電

表3東 京モーターシ ョーに出品されたキャパシタ搭載のハイブ リッ ド車

1995 1997 1999 2000 備 考

ト ヨ タ プ リウス 一 一 一
プ リウ ス は ニ ッケ ル水 素 電 池 に 変

更 して1997年 に商 品化

富 士 重 工 エル キ ヤパ エ ルテ ン 『 一 1999年 に 出 品 した エ ル テ ン は ニ ッ

ケル水 素電 池 を使 用

本 田 一 JVX 『 『 JVXは ニ ッケル 水 素 電 池 に変 更 し

て インサ イ トとして1999年 に商 品化

日 産

デ ィーゼ ル
一 一 一 3.5tト ラ ック

路 線 バ ス
トラ ックは2001年 に商 品化 予 定
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装置 としてのニッケル水素電池 とキャパシタ

との競争は勝負あった(ニ ッケル水素電池の

勝 ち)と 見 る向きもあった。

しか しながら,こ こへ きて前述のようにキ

ャパシタの実用化の計画が相次いで発表され

ている。この背景 としては,技 術的には,キ

ャパシタの問題点であったエネルギー密度が

向上 したことが最 も重要なポイン トである。

表3の プ リウスやエルキャパに搭載されてい

たキャパ シタのエネルギー密度は2Wh/kg

程度であったが,日 産ディーゼルの路線バス

に使われたキャパ シタは6Wh/kgま で向上

している。 これでもニッケル水素電池 と比べ

ると1桁 近 く小さいが,劣 化防止のために充

放電の範囲を限定す る必要がないこと,高 出

力で放電す る際の損失が少ないこと,損失(=

発熱)が 少ないため冷却装置が不要 なことな

どを加味す ると,実 質的に利用できる容量は

遜色ないレベルに達 してきている。

コス トの面からは,ニ ッケル水素電池の場

合は,AV機 器,電 動工具,電 動アシス ト自転

車などの民生分野で多 くの生産実績があ り,

ハ イブ リッド車用に実用化するに当たって,

製造技術の転用や原料の共通化が可能であっ

た。それに対 しキャパシタは,既 存用途であ

るメモリバ ックアップ用等 とハイブ リッド車

用 とでは,製 造技術 も需要規模 も要求 コス ト

もギャップが大 きい。ハイブ リッ ド車用に要

求されるコス ト低減 を達成す るためには生産

規模 を一挙に拡大させ る必要があ り,リ スク

は大 きい。 それでも,ハ イブ リッ ド車の市場

規模がある程度見通せ るようになってきたこ

とで,キ ャパシタへの投資の動 きが出てきた

もの と思われる。

(2)ニ ッケル水素電池

ニッケル水素電池は,プ リウスとインサイ

トで実績を伸ばすとともに,性 能改善 も進め

られている。出力向上,容 量増,形 状変更等

により全体 としてコンパ クト化を達成した改

良タイプが開発 され,マ イナーチェンジした

新型プ リウス(2000年5月 発売)に 搭載され

ている12)。

改良されたニッケル水素電池は,日 野,ダ

イハツ といった トヨタグループのメーカーの

ハイブ リッド車にも採用 されている(表2)。

ダイハツの軽バ ンはプ リウス と同じ電池を1

セット,日 野の2ト ン積み トラックは2セ ッ

ト搭載 してお り,こ れらの車が商品化 されれ

ば一層の量産効果が狙える。

このように,販 売実績の蓄積→ コス ト低減

→需要増→性能改善→適用車種拡大→一層の

需要増,と いう好循環が形成 されてい くのが,

デファクトスタンダー ド確立の効果であ り狙

いである。

(3)リ チウムイオン電池

リチウムイオン電池は 日産ティー ノ ・ハイ

ブ リッ ドに使われた。モーター ショー出品車

の中では三菱が路線バスに採用 している。

リチウムイオン電池は,性 能的には出力密

度,エ ネルギー密度,充 放電効率のいずれの

面で もニ ッケル水素電池より優れている。課

題はコス ト,耐 久性,安 全性 と思われる。携

帯電話用など民生分野向けには膨大な量の生

産が行われてお り,多 数のメー カーが参入 し

て性能向上 とコス ト低減に しのぎを削ってい

るので,今 後ハイブ リッ ド車用に適用される

ポテンシャルは十分にあると考 えられる。

ただ し,日 産のティーノ ・ハ イブ リッド,
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三菱の路線バスとも,本 格的実用化のきっか

け としては力不足であ り,現 時点ではニ ッケ

ル水素,キ ャパシタに続 く三番手,と いう印

象は否めない。

(4)キ ーテクノロジーとしての蓄電装置

日本の 自動車メーカーがハイブ リッ ド車の

商品化で欧米メーカーに先行できたのは,国

内電池メーカーの存在が大 きいと筆者は見て

いる(追 補参照)。

民生用ニッケル水素電池の生産は 日本 メー

カーが大半 を占めてお り,複 数のメーカーが

激しい競争 を行っている。ハイブ リッド車用

電池の基礎技術 と生産技術がそこで蓄積 され

てきたのである。さらに言 うなら,安 定 した

品質の量産 を可能にした製造装置メーカーの

存在がそれを支えている。

リチウムイオン電池の生産 も日本メーカー

の独壇場であ り,キ ャパシタも原理の発見 と

最初の試作は欧米でなされたが,性 能の改善

と製造技術の確立は 日本が先行 している。 し

たがって,キ ャパシタや リチウムイオン電池

がハ イブ リッ ド車用 に実用化 され る場合 で

も,ニ ッケル水素 と同様に日本の自動車メー

カーがリー ドすることになると予想される。

6.新 たな課題一 カタログ燃費 と

実使用燃費

ハ イ ブ リッ ド車 登 場 の 副 産 物 と して,「カ タ

ロ グ 燃 費(10.15モ ー ド走 行 で 計 測 され た 燃

費)」 と 「実 使 用 燃 費 」の 問題 が クロー ズ ア ッ

プ さ れ て き た。

そ の 発 端 は 「プ リウ ス の`燃 費2倍'は 本 当

か 」 とい う興 味 か ら で あ っ た 。 プ リウス の ユ

一ザーによるWEBサ イ トが立ち上げられ,

実走行 でのプ リウスの燃費が報告された。ま

た,計 測機器 を取付けて実走行における燃料

消費を詳細に分析 した論文 も報告された13)。

カタログ燃費と実使用燃費が異なるのは,

プ リウスだけの問題ではない。 と言うより,

これは今後の 自動車用 エネル ギー消費の抑

制 を図る上で,非 常に重大な問題 を含んでい

る。実使用燃費がカタログ燃費 より何割か悪

くなるのは言わば常識であるが,日 本では近

年,両 者の差が拡大する傾向にあるのである。

その原因については,回 帰分析などによる要

因の研究例があるが,十 分な解明はなされて

いない。筆者は,エ アコン使用率の増大 と使

用1回 当た りの走行距離の減少が主要因と見

ているが,検 証デー タがあるわけではない。

日本では1999年 に2005～2010年 に向けた新

しい燃費の規制値が定め られたが,カ タログ

燃費の向上だけ を進めて も,期 待 したほどの

効果は上がらない可能性が高い。規定モー ド

走行 でのエネルギー消費の削減だけを追求 し

ていくと,カ タログ燃費 と実使用燃費 との差

は一層拡大することになるからだ。ハイブ リ

ッ ド車の場合 もこの罠にはまる恐れがある。

特 にハイブ リッド車は,走 行時の燃料消費が

大幅に減 っているだけに,暖 機やエアコン使

用による燃費低下が,見 掛け上大きく現れや

すい。

政府の総合エネルギー調査会省エネルギー

部会における検討でも,カ タログ燃費と実使

用燃費とを区別 した議論が行われているが,

実使用燃費を改善 させ る具体的な対策が行わ

れなければ,自 動車のエネルギー消費削減は

おぼつかない。最 も効果的な対策は,コ ール

ドスター トか らの燃費や,補 機を駆動 させ た
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図2新 型 プ リ ウ ス に お け る エ ア コ ン 使 用 ・

短 時 間 走 行 時 の 燃 費 向 上12)

出所:大 井,小 木 曽,TOYOTA,Technical

Review,Vol。50,No.1,2000.

状態での燃費など,実 使用に即 した燃費測定

基準を定め,そ れ を重視する方針 を打ち出す

ことであろう。

メーカー側ではこの問題に気が付 いている

ようで,既 に対応を始めている。例 えば,プ

リウスのモデルチェンジでは,エ アコン使用

時や短時間走行時の燃費に も気 を配るなど,

カタログ燃費以上に実使用燃費の向上が図ら

れている(図2)12)。

7.ま と め

ハイブ リッ ド自動車 の普及 は今年(2001

年),新 しい段階に突入する。助走期か ら離陸

期への移行である。離陸に成功すれば,2010

年頃までに自動車全体の中でハイブ リッド車

が主流になる途 も開けて くる。その意味では,

燃料電池 自動車の開発競争 よ りも(エ ンジ

ン ・電池の)ハ イブ リッ ド自動車の開発競争

の方が重要かも知れない。現在,日 本のメー

カーはその競争の先頭に立ってお り,離 陸に

成功すれば,さ らに優位 な地位 を築 くことに

なる。

筆者は,期 待 を含めて,離 陸成功の確率は

高い と見ている。

参 考 文 献

1)日 経 産 業 新 聞,2000年12月14日.

2)御 堀,エ コ フ レ ン ドリー カ ー,山 海 堂,2000.

3)日 本 工 業 新 聞,2000年10月4日.

4)北 田,パ ワ ー エ レ ク トロ ニ クス 研 究 会 論 文

誌,Vol.25,No.2,2000.

5)日 本 経 済 新 聞,2000年6月13日.

6)日 本 経 済 新 聞,2000年9月28日.

7)日 本 経 済 新 聞,2000年9月30日.

8)佐 々 木 ほ か,自 動 車 技 術 会2000年 春 季 大 会

学 術 講 演 会 前 刷 集,No.2,講 演 番 号8,

2000.

9)日 経 産 業 新 聞,2000年6月22日.

10)日 刊 工 業 新 聞,2000年9月28日.

11)日 刊 工 業 新 聞,2000年10月31日.

12)大 井,小 木 曽,TOYOTATechnical

Review,Vol.50,No.1,2000.

13)石 谷 ほ か,エ ネ ル ギ ー 経 済,第25巻,第7号,

1999.

(追 補)

2001年 が明けて早々,新 しいニュースが相

次いだ。

まず,本 田がシビックHVに 搭載する蓄電

装置をキャパ シタか らニッケル水素電池へ変

更することが報 じられた(日 刊 自動車新聞,

2001年1月6日)。 キャバシタのエネルギー容

量が小さく,停 車中の電力供給のためにエン

ジンのアイ ドリングを止めることができない
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ことが問題になったようである。ただし,こ

の記事は本田からの正式発表ではないような

ので,商 品化 までには,ま だ曲折があるか も

しれない。

一方で,い す"が 小型 トラックのハイブリ

ッド車の実用化 を計画 してお り,こ れにキャ

パ シタを用いる予定 との情報 もある(日 刊 自

動車新聞,2001年1月9日)。

また,三 洋電機が米国フォー ド社にハイブ

リッ ド車用ニッケル水素電池を供給すること

を発表 した(日経産業新聞,2001年1月9日)。

このように欧米の自動車メーカー も,日 本の

電池メーカーか らの供給を受けることでハ イ

ブリッド自動車の生産に参入して くるであろ

う。それで も国内に電池メーカー と電池製造

装置メーカー を有 していることは,ハ イブ リ

ッド自動車の開発 と性能向上 を進めてい く上

での日本の大 きな強みであると考えられる。

蓄電装置 を巡 る開発競争は今後 も続 くと考

えられるが,こ うした競争によってハイブ リ

ッド自動車の技術は一層強化 され,洗 練 され

たものになってい くであろう。
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研究所の うごき

(平 成12年10月1日 ～12月31日)

◇ 第6回 賛助会員会議

日 時:11月17日(金)15:00～18:00

場 所:経 団連会 館(9階)901・902号 室

議事 次 第:

1.平 成11年 度 事 業報告 お よび収支 決算

2.平 成12年 度事 業計 画お よび収支 予算

3.講 演

「原子 力開発 利 用の 当面 す る課題 」

(東京 大学 大学 院工 学系研 究 科 教 授 近 藤

駿 介 氏)

◇ 月例研究会

第184回 月例 研 究会

日 時:10月27日(金)14:00～16:00

場 所:航 空会館7階702・703会 議 室

アー マ:

1.地 球 温暖化 問題 と国際 的取 組 みに関 す る最

近 の動 向

((財)電 力 中央研 究所 企画 部 上席 研 究員

(研究参事)新 田義 孝 氏)

2.PFI事 業 の実 際 と課 題

(電源 開発(株)新 事 業 開発 部 副部 長

坂 梨義 彦 氏)

第185回 月例 研 究会

日 時:11月24日(金)14:00～16:00

場 所:航 空会館7階702・703会 議 室

アーマ:

1.高 レベ ル放 射性 廃棄 物処 分事 業 の概 要

(原子 力発 電環 境整備 機 構 技術 部長 北 山

一 美 氏)

2.革 新 型炉 と して の高温 ガ ス炉 の特長 と国際

的 な取 り組み

(日本 原子 力研 究所 核 熱利 用研 究部 部 長

塩 沢 周策 氏)

第186回 月 例 研 究 会

日 時:12月22日(金)14:00～16:00

場 所:航 空 会 館7階702・703会 議 室

第23巻 第1号(2001)

アーマ:

1.排 出権取引一ハーグ会議の結果と今後のビ

ジネスの視点

((財)地球環境戦略研究機関 上席研究員/

(財)地球産業文化研究所 主任研究員 松

尾直樹氏)

2.環 境問題の現状 と企業への期待

(東京大学 国際 ・産学共同研究センター

教授 山本良一氏)

◇ 主なできごと

10月6日(金)

11日(水)

13日(金)

16日(月)

20日(金)

30日(月)

11月7日(火)

8日(水)

15日(水)

20日(月)

30日(木)

12月1日(金)

4日(月)

6日(水)

7日(木)

8日(金)

一99一

・第1回 大 気改善 の ため の 自動 車 及

び燃料 技術 開発 に 関す る調査 委 員

会

・第5回WE-NET研 究 調整会 議

・第2回 廃棄 物 ガ ス化 溶融 発 電技術

開発評 価委 員会

・第3回 高 温ガ ス前処 理 技術 調査委

員 会

・第2回 沿岸 地域 再 生エ ネル ギー研

究 委員 会

・第2回 ガ スハ イ ドレー ト技術 の産

業利用 ・社 会 システ ム化 に関す る

研 究 開発委 員会

・第2回 電 力技術 懇 談会

・第4回 原 子力発 電 技術 開発 の方 向

性 に関す る調査 検討 委員 会

・第1回 民 生用 電力 需要動 向分 析 調

査 委員 会

・第1回 電 力需要 の想定 と実 績 に関

す る分 析 調査委 員会

・第6回WE-NET研 究 調整i会議

・第3回 高 温 ガス炉 プ ラ ン ト研 究会

・第1回 バ イ オマ スエ ネル ギー技術

調 査委 員会

・第2回 実 用発 電用 原子炉 廃炉 技術

調 査委 員会

・第1回WE-NETシ ステム評 価委

貝 会

・第2回 原 子力 の外部 コス トの考 え

方 に関す るWG

・第2回 原 子炉 総合数 値解 析 システ

ム実用 化検 討委 員会

・第2回WE-NET安 全WG

・第3回 サハ リンパ イプ ライ ンPS



DC評 価委 員会

12月11日(月)・ 第4回 高 温ガ ス前処 理 技術調 査委

員会

・第3回 エ ネル ギー経 済環 境予 測検

討 委員 会

・第3回WE-NET革 新WG

13日(水)・ 第7回WE-NET研 究調 整会 議

14日(木)・ 第2回 ア ル コー ル系 燃料 に関す る

18日(月)

27日(水)

調査 委 員会

・第3回 電力 技術 懇談会

・第2回 高速 増殖炉 利用 シス テム開

発 調査検 討 委員会

・第1回 マ イ クロ コー ジ ェネ レー シ

ョン検討 委 員会

・第1回 エ ネル ギー に関す る傭 目敢的

「知 」 の創 出研 究会
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編集後記

新 しい世 紀 と新 千年 紀が 幕開 け ま した。

通常 の世 紀 の変 り目に も会 えない 人 も多い

中で,千 年紀 の変 り目とい うこの機会 に出

会 え るこ と を先 ずは素 直 に喜 びた い と思 い

ます 。

しか し,現 実 の私 どもの周囲 を見 ます と

素 直に喜べ ない状 況が 余 りに も多 い よ うで

す。 将来 の希望 や 向上 心 を欠 く青少 年,長

寿 とは い え寝 た き りにな った高 齢者,早 い

情報化 の波 に乗 り切れ な いで もが く中高 年

者 な どに見 られ る個 人的 ・社 会 的問題 か ら,

さ らに経 済 の停 滞,環 境 ・エ ネル ギー問題,

少子 高齢化 な ど国全 体 の 問題 もあ ります 。

そ の よ うな問題 に加 え20世 紀時代 の負の 遺

産 ともいわれ る地球 環 境 問題,人 口 ・食糧

問題 な ど人類 存続 に係 わ る グローバ ル問題

が挙 げ られ てい ます。

その よ うな中 で と りわ けわが 国技術 陣 の

総力 を挙 げ て現在 取 り組 むべ き喫緊 の課題

と して循環 型社 会 の構 築が挙 げ られて い ま

す。 そ れは,日 本 特有 の状 況 もあ り資源 の

大量 消 費,大 量生 産,そ して大 量廃棄 の構

造 に よって発 展 して きた経 済社会 の歪が 顕

在化 し,今 や ごみの処 分場 不足,不 法投棄

の横行,環 境 汚染物 質 の増加,も っ と根 本

的 には 資源 その ものの枯 渇化 等 に よ り従 来

の よ うな生産 活動 が制約 され る状 態 となっ

て きたか らであ ります 。 この ため2000年 度

は環境 元年 と称 され る よ うに主要 環境 関 連

法が 制定 あ るい は実施 され る年 とな りま し

た。

本 号 はその よ うな背 景 を踏 まえ 「循 環 型

社 会構 築」 の テー マ を座 談会 で と りあ げ ま

した。 出席 者 は,同 問題推 進 の 中心 的,あ

るい は専 門家 の方々 で あ り,同問題 の本 質,

内容,背 景 等 につ いて それ ぞれ の立場 か ら

存 分 に解 説 してい ただ いた と思 い ます 。

さて,最 近以上 の グローバ ル な諸問題 に

対 し単 に科 学技術 面 の みで な く,経 済,社

会 システ ム,人 間性 へ の配慮,さ らに空間

的,時 間軸 も考慮 した 「あ らゆ る角 度 か ら

の検 討 」が 必要 との 認識 か ら,そ の検討 方

法 自体 を研 究 テー マ 或 いは学 問の体 系 とし

て扱 うべ きとす る考 えが 注 目 され て きてお

ります 。例 えば,人 間 に とってのエ ネル ギー

の価 値 を 自然科 学の み な らず 人文 ・社会 科

学,さ らに政策 等の視 点 も踏 まえ総 合 的 に

取 組む 「エ ネ ルギー 学」 の提 唱(日 本 学術

会 議,社 会 ・産業 ・エ ネル ギー研究 連絡 委

員 会 報 告 『エ ネ ル ギー 学 の 確 立 を 目指 し

て』,平 成12年6月26日 他),千 年 を一 つの

スパ ン と して地球 全体 として の再生 可能 性

を追求 す る 「千年 持 続学 」の提 唱(日 本経

済新 聞,平 成13年1月7日),あ るい は文部

科 学省 が本 年4月 よ り発 足 させ る 「総合 地

球 環境 学研 究所 」 の よ うな具体 的 取組 み の

例 な どで あ ります。 また これ らの成果 が 日

本 発 の地球再 生へ の 取 り組 み と して国 際的

な理解 と協 力へ と発 展す るこ と も考 え られ

ます。

この区切 りの 時,現 代 の人 々が 自信 と希

望 を持 ち,ま た後 世 の人 々が先 人 の負 の遺

産 に嘆 くこ とな くむ しろその 配慮 を感 謝す

る 日の到来 を夢 見つ つ新年 号 をお届 け い た

します 。
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